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創業者・石橋信夫（1921～2003年）

儲かるからではなく、世の中の役に立つからやる

すべてはここから始まった

「何をしたら儲かるかという発想でことにあたるな。
どういう商品が、どういう事業が世の中のためになるかを考えろ。会社は社会の公器やからな。」

これは、創業者である石橋信夫が常に社員たちに語っていた言葉であり、

大和ハウスグループの原点でもあります。

既成概念にとらわれることなく、いつの時代も常に新しい価値を創造してきた私たちは、
「人・街・暮らしの価値共創グループ」として、これからの未来も原点を忘れることなく継承を重ね、

サステナブルな社会の実現へと貢献してまいります。

大和ハウスグループは、グループシンボル「エンドレスハート」に

お客さまと私たちの永遠の絆と私たちグループの連帯感を託しました。
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09 会長メッセージ
13 社長メッセージ
15 大和ハウスグループの価値創造ストーリー

継承してきた創業者の “夢 ”と、その夢の 
実現に向けた価値創造を支える経営基盤、
当社グループの将来像についてご紹介し
ます。

1 価値創造ストーリー

C O N T E N T S

27 対談 長期機関投資家×芳井社長
33 外部環境の変化による機会とリスク
35 第5次中期経営計画の基本方針と対処すべき課題
37 事業別概況

社会の課題に向き合い、ニーズに応え続
けることで広がった、当社グループの事
業概況についてご説明します。

2 事業を通じた社会的貢献

53 CFOメッセージ
56 資本政策の基本方針
57 財政状態および経営成績等の分析

上場企業として受託者責任を果たすべく、
中長期的かつ安定的に資本コストを上回
る経済的価値を生み出すための資本政策
についてご説明します。

3 株主価値創造

63 座談会
  支店長×総務経理責任者×人事担当
67 人財基盤
69 顧客基盤
71 技術・ものづくり基盤
73 環境
75 地域市民

持続的な企業価値向上に向けて、中長期
的なキャッシュ・フローに影響を与える
経営基盤強化への取り組みについてご説
明します。

4 エンドレスハートの価値向上

当社グループの経営にさらなる信頼をお
寄せいただくためのコーポレートガバナ
ンス体制についてご説明します。

5 経営体制 77 座談会 社外取締役×芳井社長
81 コーポレートガバナンス体制
85 報酬・インセンティブ制度の方針
86 取締役会の実効性評価
87 不動産開発投資とリスク管理
88 内部統制
89 株主・投資家のみなさまとの対話

6 データ編 90 株式情報
91 財務ハイライト
93 非財務ハイライト（3つの基盤とCSR自己評価指標 )
95 会社概要
96 編集後記
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企業理念
（社是）

経営ビジョン

社員憲章

理念体系

報告の範囲
本書は、大和ハウス工業を中心に大和ハウスグループ全体（2018年3月31日現在、連結子会社281社、持分法適用関連会社28社）について報告
しています。
財務数値およびグラフの表示に関する注意事項
記載金額は単位未満を切り捨てて表示しています。
将来予測記述に関する特記
本書には当社グループの見通し、目標、計画、戦略など将来に関する記述が含まれています。これらの記述は、現在入手可能な情報から得られ
た判断に基づいています。実際の業績等はさまざまな要因により、これら見通しとは大きく異なる可能性があることをご承知おきください。

企業理念（社是）
一、事業を通じて人を育てること
一、企業の前進は先づ従業員の生活環境の確立に直結すること
一、近代化設備と良心的にして誠意にもとづく労

ろうどう
仂の生んだ商品は社会全般に貢献すること

一、 我々の企業は我々役職員全員の一糸乱れざる団結とたゆまざる努力によってのみ発展する
こと

一、 我々は相互に信頼し協力すると共に常に深き反省と責任を重んじ積極的相互批判を通じて
生
せいせい
々発展への大

だいどう
道を邁

まいおう
往すること

経営ビジョン
心を、つなごう
私たちは、「人・街・暮らしの価値共創グループ」として、お客さまと共に新たな価値を創り、活かし、高め、
人が心豊かに生きる社会の実現を目指します。そして、お客さま一人ひとりとの絆を大切にし、生涯
にわたり喜びを分かち合えるパートナーとなって、永遠の信頼を育みます。

編集方針
私たちは「人・街・暮らしの価値共創グループ」として、常にお客さまや社会と共に歩み続け、いつの時代も常に新しい価値を創造してきました。
ステークホルダーと大和ハウスグループとの絆、そして当社グループの連帯感を表したグループシンボル「エンドレスハート」には、当社の持続的な成長と発
展を目指す姿・想いが込められています。
本書は、この姿勢を株主・投資家をはじめステークホルダーのみなさまにご理解いただくため、事業戦略や財務戦略といった財務情報と私たちが考える本源的
企業価値（エンドレスハートの価値）に関する非財務情報を統合し、“大和ハウスグループの価値創造 ”に欠かせない3つの経営基盤（人財基盤、顧客基盤、技術・
ものづくり基盤）や強み（複合的な事業提案力）、価値創造プロセスをご紹介しながら、創業者精神を軸とした経営ビジョンの実現に向けた取り組みをまとめて
おります。
私たちが社会課題として考えるキーワード「ア・ス・フ・カ・ケ・ツ・ノ」を表紙で表現しているように、これからも社会課題を起点に事業機会の拡大を図りながら、
持続的な成長と中長期的な企業価値向上を目指す大和ハウスグループの企業姿勢をご理解いただければ幸いです。
（表紙は、♡マークから時計回りで、ア（安全・安心）、ス（スピード・ストック）、フ（福祉）、カ（環境）、ケ（健康）、ツ（通信）、ノ（農業）を表現しています。）

社員憲章
私たちは、「人・街・暮らしの価値共創グループ」の社員として
一、 品質、技術、情報力の向上に努め、環境に配慮した安全で確かな商品、安らぎとくつろぎの空間を
提供します。

一、誠意をもってお客さまと向き合い、感動と喜びを分かち合います。
一、社会規範に基づく公明正大な行動により、社会的評価を高め、企業価値の向上に努めます。
一、感謝の気持ちを忘れず、公正であることに努め、取引先と共に成長・発展を図ります。
一、仕事を通じて自らの成長と幸せを追求します。
一、「共創共生」を基本姿勢に、心豊かに生きる暮らしと社会の実現を目指します。
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当社は、1955年の創業時から、創業者・石橋信夫が「世の中の
役に立つ事業の推進」と同時に企業理念（社是）を掲げ、半世紀に
わたり社会に貢献する事業を通じて成長してきました。そして、
時代の要請をふまえて、2005年の創業50周年を機にエンドレス
ハートや社員憲章・CSR指針を定め、「創業100周年に売上高10兆
円の企業グループ」という大きな目標を掲げています。

私たちは創業者精神を軸とした普遍的な考え方を見失うこと
なく、長期的視点で目指す姿「人が心豊かに生きる社会の実現」
に向かって、コーポレートガバナンスガイドラインや中期経営計
画を定め、着実に目標を達成することで持続的な企業価値向上を
果たしていきます。

創業者精神を軸とした経営ビジョンの実現

世の中の役に立つ事業の推進

Since1955

グループの根幹をなす考え方であり、
将来にわたって私たちが共有するもの

人財育成
ステークホルダー重視
社会への貢献

現場主義、積極精神

従業員の日々の行動指針

エンドレスハートの価値を高める指針

１ 事業を通じた社会貢献
 
２ ステークホルダーとの共創共生
 
３  グループ社員一人ひとりの行動規範 
（CSRマインド）

企業の視点
お客さまの視点
株主の視点
取引先の視点
社員の視点
社会の視点

創業者精神

企業理念（社是）

エンドレスハート

コーポレートガバナンス
ガイドライン

第５次中期経営計画
（2016～2018年度）

中期CSR計画
（2016～2018年度）

CSRマインドの醸成と
コーポレートガバナンスの

体制整備・強化

社員憲章

CSR指針

普遍的な考え方・経営理念

持続的な企業価値向上

中長期的な企業価値に影響を与える要素

短・中期的な成長力強化

将来の成長に向けた布石

環境の変化に対応した
経営基盤強化

社会的貢献を目指した中期計画 長期的視点で目指す姿

ステークホルダーとの
信頼関係の構築

環境と企業収益の両立

経営ビジョンの実現
人が心豊かに生きる
社会の実現

社会に役立つ
事業を通じて
創業100周年に
売上高10兆円

重要な5つの
ステークホルダーとの

接点を強化

Challenge
ZERO 2055

環境負荷
“ゼロ”に挑戦

社会性長期ビジョン

環境長期ビジョン

 第3章 P.53～61

株主価値創造

最適資本構成に基づく
収益性（ROE）の維持・向上

 第2章 P.27～52

事業を通じた社会的貢献

安定的な利益の確保と
成長性の維持・向上

 第4章 P.62～75

エンドレスハートの価値向上

持続的な成長を支える
経営基盤の強化

 第5章 P.76～89

経営体制

信頼性・透明性の向上による
資本コストの低減

Since 2005
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8人が心豊かに生きる社会の実現

《事業を通じた社会的課題の解決》 

価値

提供
5コア事業・多角化事業・新規事業

世の中の必要とされる
商品・サービスの提供

私たちが考える本源的企業価値
《エンドレスハートの価値》

自律と他律のバランスを備えたコーポレートガバナンス

《信頼性・透明性の高い経営体制》

利益

売上

株主
資本

負債

株主のみなさま

1株当たり当期純利益の増大
＋
配当

再投資
出資

株主への還元

対話

資本コストを上回る
リターン事業投資

経営基盤への投資

B/S P/L

社会 国家

配当

商品

提供
事業活動

意思決定基準に基づく事業投資
（回収期間・収益率・リスクコントロール）

総資産

従業員
納税

協力会社

雇用

取引

資本効率の検証 お客さまニーズの具現化 経営ビジョンの実現

6自然環境・地域社会との親和

地域貢献

社会への還元

4

2 

1

3 

7

9



《株主価値創造》

当社は、中長期的な企業価値の最大化のために、♳株主のみな
さまからお預かりした資金と適正に財務レバレッジを効かせた
資金を♴不動産開発、海外事業、M & Aなどの事業投資や、♵人
財開発、研究開発および生産設備などの経営基盤強化に投下し
ています。♶事業投資にあたっては、資本効率やリスクの検証に
基づく投資基準のもと、♷コア事業の推進、事業の多角化、新規
事業の創出に資源配分を行い、ライフサイクルの異なる事業ポー
トフォリオを構築しています。

そして、♸自然環境や地域社会との親和性が高く、♹社会に必
要とされる付加価値の高い商品・サービスの提供を通じて、⓼人
が心豊かに生きる社会の実現《事業を通じた社会的課題の解決》
に貢献したいと考えています。この事業活動の結果として、⓽資
本コストを上回る利益を確保し、⓾ステークホルダーのみなさ
まとのより良い関係を構築しながら、⓫株主価値の向上を実現
します《株主価値創造》。⓬そしてさらなる株主価値の実現に向
けて資源の再配分を行っていきます。

こうした事業サイクルを持続的かつ適正に実現するため、 
⓭自律と他律のバランスを備えたコーポレートガバナンスを構
築し、中長期的な視点から、経営基盤（人財基盤、顧客基盤、技術・
ものづくり基盤）を強化するための取り組みを進めています。
そして「共に創る。共に生きる。」の精神のもと、SDGs（持続可
能な開発目標）が掲げる社会課題など、持続可能な発展のために
貢献できることは何かを考え、世の中の声を新たな挑戦への原
動力に変え、事業を展開していきます。

また、企業価値向上に必要な重要管理項目については、2015
年5月に制定したコーポレートガバナンスガイドラインにおい
て「中長期的な企業価値に影響を与える要素」を特定し、中期経
営計画にも反映しています。
これらの活動により、キャッシュを生み出す力として私たち
が考える本源的企業価値《エンドレスハートの価値》の向上に努
めながら、絶えず変化する経営環境の中で、その時々の適正な資
源配分により、持続的な企業価値の向上を目指します。

持続的な企業価値向上に必要な資源配分と重要管理項目
（文中の数字は下図との対応関係を示しています）

ライフサイクルの異なる
事業ポートフォリオの構築

フロー型事業とストック型事業の
バランス

資本効率・リスクの検証に基づく
重点投資分野の設定

成長投資と格付維持の均衡

資本配分・回収期間の最適化

生産性向上のための
人財の育成・最適活用

強い技術・ものづくり基盤の構築

IT・情報資本の戦略的活用

研究開発・知的財産の創出と管理

お客さま満足の向上・
お客さまとの関係性向上

従業員の働きがいと誇りの向上

取引先・サプライヤーとの関係強化

環境との共生

地域市民との共生

実効性の高い取締役会・監査役会

内部統制・リスクマネジメント

情報開示とコミュニケーション

総資産回転率

財務レバレッジ

イノベーションを
生み出す資産

コーポレートガバナンス

建設的な対話
（エンゲージメント）

ステークホルダーとの
良好・円滑な関係

売上高利益率

コア事業

新規事業

多角化事業

経営の視点 中長期的な企業価値に
影響を与える要素（マテリアリティ）

持
続
的
な
企
業
価
値
向
上

資源配分とフロー 重要な管理項目

 第3章 P.53～61

株主価値創造

最適資本構成に基づく
収益性（ROE）の維持・向上

 第2章 P.27～52

事業を通じた社会的貢献

安定的な利益の確保と
成長性の維持・向上

 第4章 P.62～75

エンドレスハートの価値向上

持続的な成長を支える
経営基盤の強化

 第5章 P.76～89

経営体制

信頼性・透明性の向上による
資本コストの低減
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創業者精神を継承し、
時代を超えて発展する企業グループを目指します。

代表取締役会長／CEO　樋口　武男

会長メッセージ

大和ハウス工業は1955年の創業以来、常に変化する時

代の中、その変化を先読みし、Housing（住宅）、Business

（建築）、Life（暮らし）の3つの分野で世の中の役に立つ商

品・サービスを生み出してきました。そして社会のニーズ

に応じた事業展開、積極的なイノベーション、新規分野の

開拓などにより、事業ポートフォリオを大きく変革しなが

ら、連結売上高3兆7,959億円、グループ企業317社、約

64,000人の役職員からなる「人・街・ 暮らしの価値共創グ

ループ」へと成長しました。これもひとえにみなさまの日

ごろのご支援の賜物と、心より御礼申し上げます。

創業者精神の継承こそがサステナブル経営の原動力

100年以上存続できる企業は全体の3%以下に過ぎない

と言われています。事業が継続できなくなる理由のひとつ

に、企業の発展が自らの力によるものと経営者が過信して

しまう「驕り」があるのではないでしょうか。サステナブル

（持続可能）な企業であるために、規模が大きくなればなる

ほど驕らず、常に謙虚な姿勢で「自己を律する」ことのでき

る企業グループであり続けることが重要です。

「自己を律する」とは、当社グループでは創業者精神の継

承です。大和ハウスグループが創業から今日まで事業を継

続できたのは、創業者・石橋信夫が遺した理念や精神、そ

して想いを胸に、役職員一人ひとりが常に高いモチベーショ

ンで努力し、創意、誠意、熱意を持った組織運営を維持し

てきたからです。

私はこの創業者精神にのっとり、凡事徹底、つまり当た

り前のことを当たり前にしっかりと行い、社会課題を解決

する事業の推進という理念の追求こそ、当社グループが

未来永劫社会から必要とされ続けるサステナブルな企業

としての本筋だと考えています。

自己を律する6つの判断基準が経営の基軸

私は、2001年に、日々の業務遂行や新規案件などにお

ける判断基準として「会社にとって良いことか」「社員にとっ

て良いことか」「お客さまにとって良いことか」「株主にとっ

て良いことか」「社会にとって良いことか」「将来にわたって

良いことか」という6つの判断基準を策定しました。サステ

ナブルな企業であるために必要な「自己を律する」基準と

して経営の基軸となっています。

また、創業者・石橋信夫は「従業員の後ろには家族がいる。

また協力会社があり、その家族がいる。会社はその多くの

人の生活を守っていく責務がある。会社は社会の公器で

ある」という考えのもと、誰よりも従業員を想い、人の道を

徹底して守ってきました。そして「儲かるからではなく、世

の中の役に立つからやる」という言葉は、当社グループに

おける普遍的な判断基準です。

経営トップを含め、「自己を律する」気持ちを大切にし、

一人ひとりの人格や総合的な人間力を形成することこそ

当社グループの「社格」、つまり会社の品格を形成していく

のだと考えています。時代が変わり、新しい世代に引き継

がれても、創業者の理念や精神を忘れることなく自己を律

し、そして失敗をおそれずにチャレンジする社風を受け継

いでいってほしいと思っております。

価値創造ストーリー1
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創業100周年に売上高10兆円の企業グループ実現に向けて

創業者・石橋信夫は、永続的に社会に必要とされる企業

として、社会課題を解決したいという強い意志のもと、「創

業100周年に売上高10兆円の企業グループ」という夢を掲

げ、私たちはその壮大な目標を受け継ぎました。

超高齢化や人口減少など当社グループを取り巻く事業

環境は決して明るい材料ばかりではなく、目標の実現も容

易ではありません。しかし創業者精神の継承と6つの判断

基準にのっとって、自らのアイデアを実現したいと考える

社内起業家により新たな世の中の役に立つ事業が生まれ

ることを期待しています。そして彼らが創出する商品・サー

ビスが市場に評価されるようになれば、「創業100周年に

売上高10兆円の企業グループ」という目標の実現に近づ

けるはずです。

私も実際、創業者精神である「世の中の役に立つからや

る」を常に考え、社会課題に真摯に向き合ってきた中で、“明

日の社会に必要不可欠の”商品やサービスを開発する「ア

（安全・安心）・ス（スピード・ストック）・フ（福祉）・ カ（環境）・

ケ（健康）・ツ（通信）・ノ（農業）」というキーワードを発想す

るに至りました。既にこのキーワードをもとに、当社グルー

プは国内外のあらゆる課題の解決に向けて、ロボット事業、

環境エネルギー事業、農業事業など、多岐にわたる事業の

創出にも取り組んでいます。

2017年11月、芳井社長の新体制となりました。芳井社

長は経営後継者育成のための「大和ハウス塾」の第1期生で、

創業者精神を受け継ぎ、率先垂範を行うリーダーです。世

の中の役に立つ新たな価値の提供を推進してくれるもの

と期待しています。

創業者の目標実現に向け、当社グループの挑戦は続き

ます。これからも現状に満足することなく、常に向上心と

積極精神を持って持続的な企業価値向上と株主価値の創

造に努めてまいりますので、株主・投資家をはじめステー

クホルダーのみなさまにおかれましては、今後も一層のご

理解・ご支援を賜りますよう心よりお願い申し上げます。
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2017年11月に社長に就任し、改めて経営者という立場

から当社グループ全体を見渡すと、常に積極精神で事業

に取り組む、多種多様で優れた人財が多く在籍している

ことを心強く思うと同時に、当社の未来を担う人財を率

い、さらなる成長へとけん引していくことの責任を痛感し

ています。

未来永劫つないでいくべき創業者精神

入社以来、営業の第一線に身を置き、現場から物事を見

る「現場主義」を常に大切にしてきました。業容が拡大して

も、当社グループにとって「現場」が起点であることに変わ

りはありません。「現場のニーズや課題の抽出」「データか

らは見えない現場での実態把握」といった「現場主義」は、

営業担当はもちろんのこと、当社グループの全従業員にま

で定着しています。また、「営業は断られた時に始まる」と

いう創業者の言葉にあるように、現場に根付いた積極精

神こそが、成長の源泉であり、大和ハウスグループのDNA

として未来永劫つないでいくべき創業者精神です。

こうした「現場主義」をはじめとする創業者精神の伝承は、

一朝一夕になしえるものではありません。当社グループでは、

創業者の著書『わが社の行き方』を入社時に全従業員に配

布していますが、創業者の想いがつづられたこの本は、判

断に迷った時には原点に立ち返らせ、進むべき道を示して

くれます。『わが社の行き方』に限らず、日々の業務の中で

ことあるごとに創業者の精神に触れ、実践することで全役

職員への浸透を図っています。

大和ハウスグループの強さは、この創業者精神の伝承に

あると言っても過言ではありません。経営者として次の世

代にしっかりと引き継ぎ、持続的な成長への道筋を描いて

いきたいと考えています。

組織力でさらなる成長を築く

当社では、支社・支店制、事業部制、そしてブロック制

という組織体制を構築しています。支社・支店制ではそれ

ぞれの「現場」の視点、事業部制では各事業領域の「専門性」

の視点、ブロック制では地域の全体最適を考慮した「エリ

ア」の視点から事業を進め、縦・横・斜めの全方位からチェッ

ク機能を発揮することにより、複合的で効率的な事業運

営を実現させています。

こうした複合的な組織体制が機能することにより、事業

間のシナジーはこの2、3年で大きく進展しました。事業部

単体では難しかった案件も、他事業部との連携、さらには

グループ会社とも連携することにより、より価値あるプロ

ジェクトとして実現しています。今ではインフラ整備から、

住宅・施設建設を軸とした街づくり、さらに維持管理やサー

ビス提供までをグループ内で完結できるようになりました。

これこそが当社グループ最大の強みであり、不動産・建設

に関わる事業を一気通貫で提供できる企業は、国内外を

見ても一握りであると自負しています。

グループの総合力が高まり、幅広い提案が可能になって

きた今だからこそ、海外マーケットにおいても存在感を発

揮できるものと考えています。そこで大切なのは「儲けか

ら入るな」という創業者の言葉です。その国の地域の方が

困っていること、必要としていることを高い組織力で実現

しながら次の成長へとつなげていきます。

持続的な成長に向けたロードマップを描く

現在、当社グループは、住宅・建設業界において、売上

高4兆円に挑戦できるところまできました。しかし、総合

力だけでなく、戸建住宅、賃貸住宅、住宅ストックなど各

代表取締役社長／COO　芳井　敬一

事業においてもトップシェアを奪取することが必要だと考

えます。なぜなら、トップの立場からしか見えない、新た

な成長戦略があるはずだからです。

私たちには創業者が残した「創業100周年に売上高10兆

円の企業グループ」という壮大な目標がありますが、これ

を実現するためには局所的な戦術ではなく、中長期の戦

略そのものを見直し、新たな高みへ挑戦し続けることが求

められます。その持続的成長に向け、今後20年先、30年

先を見据えたロードマップを描いていきます。

当社グループは早い段階から、環境保護や少子高齢化

といった社会課題にも着目してきました。環境に関しては、

創業者の「21世紀は風・太陽・水の時代」という先見性のあ

る言葉の通り、再生可能エネルギーによる発電事業や、環

境配慮型建築の積極的な提案を進めています。また、樋口

会長は、元号が平成に変わる1989年に、高齢社会を見据

えて医療・介護施設の企画・設計を行うシルバーエイジ研

究所を開設しました。このように、当社グループの成長は、

課題解決につながる事業によって、持続的な社会の発展

に貢献することでなされてきました。

今後も、サステナブルな社会とともに発展できる企業と

して、世の中が必要とする事業を通じ、さらなる成長を実

現していきます。そのためにも、創業者精神を受け継ぎ、

リーダーシップを発揮する人財の育成に注力していきます。

株主・投資家をはじめステークホルダーのみなさまにお

かれましては引き続きご鞭撻を賜りますようお願い申し

上げます。

「現場主義」を追求し、持続的な社会に貢献します。

社長メッセージ
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大阪証券取引所第一部市場に上場
引き続き東京・名古屋にも上場
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 新設住宅着工戸数100万戸ライン

新設住宅着工戸数

連結売上高※

2017

77.5万戸

4.0
（兆円）

（万戸）

（年度）

創業50周年グループシンボル
「エンドレスハート」導入

2005

売上高
2兆円突破

2012

売上高
1兆円突破

1995 2015

売上高
3兆円突破※　1985年以前は単体の数値

戦後の復興のために大量の木材需要が見込まれた時代、「日本の森林を守りたい」という強い想いを持っていた創業者・石橋信夫は、
当時、大型台風で多くの木造建物が甚大な被害に遭う中、竹や稲が倒れていない様子を見て、円形で中が空洞のパイプ構造による創
業商品「パイプハウス」を考案しました。枯渇する木材を使わず、鉄パイプを工場で加工して現場で組み立てる「建築の工業化」によっ
て、私たちは高品質・短工期を実現し、日本の建築に革命をもたらしました。
以来、私たちは「世の中の役に立つからやる」という創業者精神を受け継ぎ、世の中のニーズを的確に捉え、柔軟な発想でさまざま
な商品やサービス、仕組みを生み出し続けてきました。これは、国内の住宅着工戸数が減少していく環境下においても、着実に成長す
ることができた証でもあります。

人・街・暮らしの価値共創グループ総合生活産業プレハブ住宅メーカー建築の工業化

2017年度

3.7兆円

2017年度

94.6万戸

「世の中の役に立つからやる」 この言葉を胸に、
社会課題の変化に合わせて、多くの商品・サービスを
世の中に送り出してきました。

❶大和ハウスグループの歩み

戦後の住宅・資材不足

木材不足を解決し、
日本の建築に革命をもたらす
1955年 パイプハウス（創業商品）

ベビーブームによる急激な人口増
加に対応したプレハブ住宅の原点
1959年 ミゼットハウス

民間の金融機関と提携し、
マイホームの資金問題を解決
1962年 住宅ローンの先駆け

モータリゼーション前夜

モータリゼーションの進展に
よる新たな市場開拓
1976年 流通店舗事業の展開

これからはロードサイドが有
望な市場になると考え、遊休
土地を活用したい土地オーナー
さまと、店舗出店を希望する
テナント企業さまとをマッチ
ングする「LOCシステム」を展
開し、新たな市場を生み出し
ました。

大型台風で多くの木造建物が
甚大な被害に遭う中、強風に
耐える竹や稲のしなやかな強
さに着想し、鋼管（パイプ）構
造による建築を考案。「建築の
工業化」の先鞭をつけた「パイ
プハウス」は日本の建築に革
命をもたらしました。

ベビーブームで家が手狭にな
り、「帰っても居場所がない」
という子どもたちの声をヒン
トにプレハブ住宅の原点「ミ
ゼットハウス」を開発。3時間
で建つ家として爆発的な人気
となり、今日の日本のプレハ
ブ住宅の礎を築きました。

当時、マイホーム取得はすべて
現金によるものが一般的でし
た。そこで、民間初の大規模開
発団地「羽曳野ネオポリス」の
販売を機に、民間金融機関と
提携し、日本初となる住宅ロー
ンの仕組みを考案。さらに住
宅ローンに生命保険をセット
にするなど新しいシステムを
世に送り出しました。

地球温暖化の進行

環境・エネルギー事業を通じて、
地球環境問題の解決に貢献
2007年 風力発電事業に参入

深刻化する環境問題に着目。
「21世紀は風・太陽・水」の事業
化が必要と考え、風力発電事
業に参入。その後、自社施設の
屋根等を活用した太陽光発電
事業も拡大。当社グループに
よる再生可能エネルギー発電
量は約302G W h /年※、一般家
庭約68,000世帯分に拡大して
います。

高齢社会への備え

医療・介護施設に関わる問題を
調査・分析する独自の研究機関
1989年 シルバーエイジ研究所の設立

高齢社会の到来に先駆け、安
心して老後を過ごせる住環境
を実現すべく「シルバーエイ
ジ研究所」を開設。介護施設に
ついて「建物も介護（ケア）の
一部」という理念のもと研究
を深め、現在までに5千件を超
える医療・介護施設の企画、設
計にそのノウハウが活かされ
ています。

ネット社会の到来による物流変革

生活インフラ・産業インフラの
一翼を担う物流改革
2003年  大型物流施設の開発

今日の日本経済に不可欠な物
流産業において、入居テナン
トの細かな要望に応じるオー
ダーメイドのB T S型物流施設 
を主力に、数多くの施設を開
発。用地の提案、施設の設計施
工から施設運営まで一気通貫
でサポートする存在として、
多くの企業さまに採用されて
います。

売上高の推移

事業ドメインの変化

社会の課題

大和ハウスグループの 
解決策

※  2017年度末現在
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❷大和ハウスグループの今

ハウスメーカーの枠を超え、
「人・街・暮らしの価値共創グループ」として
新たな価値を創出しています。

4,000
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2005 2017

2005 2017
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住友林業
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三井不動産
大成建設

鹿島建設

積水ハウス

大林組

住友林業

大東建託
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4
（兆円）

3
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0
（年度末）

当社

鹿島建設

積水ハウス

大林組

住友林業

大東建託

三菱地所
三井不動産

大成建設

天井高・大空間の実現と
繰り返し地震に強い住宅の提供
2014年 xevoΣ（ジーヴォシグマ）販売開始

フジタのグループ入りにより、国内都市再生
事業に加えて、海外事業における
グループ提案力および建設力を強化
2018年 ベトナムにおけるホテル開発
「（仮称）Water Front City Project」着工

売上高　3兆7,959億円売上高　1兆5,289億円
2005年度（創業50周年） 2017年度

売上高（2005年度→2017年度）

営業利益（2005年度→2017年度）

時価総額（2005年度末→2017年度末）

2005年（創業50周年）に、大和ハウスグループは新たなシンボル「エンドレスハート」を掲げ、「人・街・暮らしの価値共創グループ」
として、次の50年もサステナブルな社会の実現に貢献するため、ハウスメーカーという枠を超え、世の中に必要とされるさまざまな
事業を展開してきました。
戸建住宅、賃貸住宅、マンション、リフォームを中心としたHousing事業領域。商業施設、事業施設、物流施設、医療・介護施設など
のBusiness事業領域。そしてホームセンター、ホテル、施設運営などの Life事業領域で、世の中のあらゆる場面に新たな価値を創出
しています。

Housing

注　 2009年度より、報告セグメントの 
区分を変更しています。

長期優良住宅の普及

ASEANの力強い経済成長

Housing
59.2%

住宅
59.2%

商業建築
28.6%

リゾート 4.3%
ホームセンター 4.0%

その他 3.8%

戸建住宅
10.1%

賃貸住宅
27.1%

マンション 7.5%

住宅ストック 2.9%商業施設 16.1%
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Business
38.4%

Housing
59.2%

住宅
59.2%

商業建築
28.6%

リゾート 4.3%
ホームセンター 4.0%

その他 3.8%

戸建住宅
10.1%

賃貸住宅
27.1%

マンション 7.5%

住宅ストック 2.9%商業施設 16.1%

事業施設
22.3%

その他 14.0%

Housing
47.6%

Life
12.2%

Life
14.0%

Business
28.6%

Business
38.4%

2.5倍

Housing Business Business

自然環境を活かした街づくりと
地域住民の生活利便性の向上

2017年 住・商一体の複合開発
高尾サクラシティ完成

街の資産価値向上

インバウンド需要の拡大に対応した
宿泊施設・サービスの提供

地域特性を活かしたバリエーションの拡大
により都市型ホテルを建設

インバウンドの増加

女性の社会進出に伴う
安全・安心な賃貸住宅の提供

2010年 業界に先駆け防犯配慮型賃貸住宅の
販売開始

単身世帯の増加・女性の社会進出

利便性の高い立地で工業団地開発を推進し、
日系企業の海外進出をサポート

2016年 インドネシアのダイワ・マヌンガル
工業団地にてレンタル物流倉庫を竣工

日系企業の海外進出
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私たちの価値創造の源泉は
「人財」「顧客」「技術・ものづくり」の3つの基盤と、
情報力・課題解決力の2つの力、
そして支社・支店、事業部、グループ会社の
マトリックスによる組織能力です。

❸価値創造の源泉（3つの基盤と2つの力×組織能力）

私たちは社会課題を解決する事業の創出と並行して、経営基盤の強化にも努めてきました。
創業者精神を受け継ぎ、持続的な進化を支える「人財基盤」、長期にわたってお客さまに寄り添う姿勢が生み出す強固な「顧
客基盤」、お客さまが求める価値を商品・サービスに反映する確かな「技術・ものづくり基盤」。この3つの基盤から得られる「情
報力」と「課題解決力」を加えたものが長年にわたり培ってきた当社の重要な無形資産です。
一方で、現場主義とスピードを重視して大幅に権限と責任を委譲した「支社・支店」、独自の技術・ノウハウといった専門性を
最大限に高め活かすための「事業部」、事業の特性や連携を強化するための「グループ会社」。この三位一体のマトリックスに
よる総合力が当社の組織能力を強固にしています。
これらの重要な無形資産と強固な組織能力が、私たちの価値創造の源泉であり、ここから生まれる「複合的な事業提案力」が、
一気通貫で社会に貢献し続ける当社の強みです。

営業

設計 工事

技術・
ものづくり
基盤

顧客基盤
個客思考
信頼関係の構築

サプライチェーンネットワーク
高品質・短工期の実現

現場主義
積極精神人財基盤

お客さまニーズに
応えることで磨かれた

課題解決力

支社
・
支店

管理
・
運営
（ストック  
事業）

土地の情報

テナント企業情報

住宅
営業所

（99拠点）

集合住宅
営業所

（182拠点）

マンション
営業所

（10拠点）

流通店舗
営業所

（75拠点）

建築
営業所

（36拠点）

環境
エネルギー

営業所（22拠点）

3つの基盤＋2つの力 支社・支店×事業部×グループ会社による組織能力× ＝

住宅系施工 建築系施工

戸建住宅 賃貸住宅 マンション 商業施設 事業施設 その他

住宅ストック

コスモスイニシア
大和リース

フジタ 大和エネルギー
エネサーブ

建設支援
ロイヤルホームセンター

大和物流
デザインアーク

大和リビング 大和ライフネクスト スポーツクラブNAS

日本住宅流通 大和リゾート大和情報サービス

大和ハウスリフォーム 健康・余暇ダイワロイヤル

暮らしに関わる
幅広い分野に一気通貫で
貢献できる複合的な

事業提案力

Housing Business Life

支社・支店 81事業所

7事業部 グループ会社 317社
専門性（独自性） 事業連携（相乗効果）

現場主義（スピード）

研究開発
技術開発 調達設計 生産 物流 施工商品

開発
品質
保証

企画
・
建築
（フロー  
事業）

長期にわたるお客さまとの
リレーションを通じた

情報力

過去 現在 未来

P.69-70

P.67-68

P.71-72

企業理念［社是］  一、 我々の企業は我々役職員全員の一糸乱れざる団結とたゆまざる努力によってのみ発展すること

注　大和ハウス工業（個別）の住宅事業、集合住宅事業、マンション事業、流通店舗事業、建築事業、環境エネルギー事業および海外事業の7事業部を本書ではカウントしています。
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サステナビリティ委員会・全社環境推進委員会

「基盤」が「事業」を支え、「事業」の推進が「基盤」を強化する。
当社の持続的成長を支えるこの循環モデルに、
社会・環境面から中長期の視点を統合し、
事業を通じた社会的貢献を果たしています。

❹大和ハウスグループの価値創造プロセス

私たちのビジネスモデルの特徴は、Housing・Business・Lifeという人・街・暮らしに関わる多様な事業を進めることで、「人財」・
「顧客」・「技術・ものづくり」といった3つの基盤を強化し、その基盤を活かして次の新たな事業機会を生み出すという循環モデ
ルにあります。それが他の住宅メーカーやデベロッパーにはない、フロー事業とストック事業を融合した独自の事業ポートフォ
リオを生み出しています。
私たちはこの好循環を将来にわたって強固なものとするため、外部環境の変化に対し、社会（S）・環境（E）の視点から「中～

長期的なリスクと機会」を見極め、中期C S R計画（社会性中期計画＋環境行動計画）に落とし込み、リスクの最小化と機会の最
大化に取り組んでいます。その結果、多様な事業上の成果が「社会・環境への貢献」に結びついているとともに、私たちの事業
基盤そのものも、より「社会・環境」に配慮したものへと進化しています。この両面からのアプローチにより、持続可能な社会
の実現と当社の持続的成長を両立させていきます。

・ 長期優良住宅 
83.7％
・中古買取再販

・ コミュニティ型 
商業施設
・ 介護療養型 
医療施設

・スローライフ
・ 健康･余暇の 
充実
・移動の利便性

・戸建住宅における10年アンケート満足度 95.9％
・賃貸住宅オーナーにおける再受注率 39.5％
・流通店舗オーナーにおける再受注率 33.3％

  人財育成全般に
 対する従業員満足
 67点/100点満点

 CSR調達への
 同意社数
 6,593社
   （95.4％）

・賃貸併用住宅
・防犯配慮型賃貸住宅
・ サービス付き 
高齢者住宅

・高機能物流施設
・次世代工業団地
・スマートシティ

・ CO2削減貢献量 
514万トン
・ 都市緑化 

765千m2

 仕事に対する
 モチベーション
 が高い従業員比率
 64％

 現場職人育成人数
 793人
 （住宅系：484人
　  建築系：309人）

社会・環境への貢献（アウトカム）

社会・環境への貢献（アウトカム）

実績（アウトプット）

実績（アウトプット）

事業

基盤

✓総人口･世帯数の減少

✓東京一極集中、
　地方の衰退

✓消費税の再増税

✓東京オリンピック・
　パラリンピックの開催

✓超高齢社会の到来、
　労働人口の減少

✓少子化、晩婚化の定着

✓働き方改革、
　女性の社会進出

✓エネルギー問題の長期化

Business
建築

事業を通じた
社会的貢献

売上・利益・
ROEの向上

Life
暮らし

技術・ 
ものづくり 
基盤

顧客
基盤

人財
基盤

事業

基盤

Housing
住宅

高
品
質
・
短
工
期

積
極
精
神
に
よ
る
挑
戦

顧
客
基
盤
の
活
用

技
術
・ノ
ウ
ハ
ウ
の
蓄
積

事
業
を
通
じ
た
人
財
育
成

顧
客
基
盤
の
蓄
積

フロー型事業とストック型事業のバランス

情報力

課題解決力

（外部環境の変化）

（2017年度）

▶販売戸数：52,199戸（↘）
▶管理戸数※1：896,150戸（↗）
▶リフォーム件数：49,721件（↗）

住
宅

▶ダイワファミリークラブ会員数※3：23.4万人（↗）
▶賃貸住宅既オーナー数※4：81,606人（↗）
▶オーナー会会員数※5：6,728人（↗）
▶テナント企業数※6：約4,000社超（↗）

顧
客

▶流通店舗施工数：1,478件（↘）
▶貸付可能面積：6,157,287m2（↗）
▶物流開発面積：8,207,537m2（↗）
▶医療･介護施設請負件数：574件（↗）

建
築

▶従業員一人あたりの人財育成研修：年3.7時間
▶従業員満足度：82.7％（↗）
▶女性管理職数：2005年度比　15.3倍（↗）
▶時間外労働：2014年度より月平均5.6時間削減

人
財

▶トリリオン会（資材）：241社
▶設和会（設備）：149社
▶施工協力会（施工）：4,663社

技
術
・

も
の
づ
く
り

▶ホームセンター購入者数：28,526千人（↘）
▶ホテル利用者数※2：8,337千人（↗）
▶スポーツクラブ利用者数：188,696人（↗）
▶駐車場管理台数：53,375台（↗）

暮
ら
し

世界

日本

持続可能な
　　　社会

　　当社の
持続的成長

✓世界人口の増加

✓新興国の経済急成長、
　都市の進展

✓AI、IoT、
　ビッグデータ社会の到来

✓気候変動問題の深刻化

✓シェアリングエコノミーの
　台頭

✓ミレニアル世代の台頭

組織能力

価値創造プロセス

事業を取り巻く、短～中期的なリスクと機会

第5次中期経営計画

中期CSR計画（社会性中期計画・環境行動計画）

基盤（＝将来の事業）に関わる、中～長期的なリスク・機会

内部統制委員会・不動産投資委員会・リスク管理委員会

○財務健全性の維持、
　株主資本の有効活用
　［財務資本］

○ステークホルダーとの
　信頼関係構築
　［人的資本／社会・関係資本］

○環境リスク・
　環境負荷の最小化
　［自然資本］

良質な住宅
ストックの
形成

ライフステージ
に応じた多様
な住まい

多様化･
高度化する
都市機能の
充実

QoL
（生活の質）
の向上

消費者課題
の解決

多様なスキル
を持った
人財の育成

取引先の
CSR経営の
推進

産業構造の
変化を支える
都市基盤の
形成

環境と
共生した

ライフスタイル
への転換

多様な
人財の雇用、
働きがいの
創出

取引先の
労働条件の
改善と雇用の
確保

※1　管理戸数は、賃貸住宅とマンションの管理戸数を合算しています。
※2　ホテル利用者数は、リゾートホテルおよび都市型ホテル利用者数の合計値です。
※3　ダイワファミリークラブは、大和ハウス工業（個別）の住宅商品（戸建・マンション）を所有する方を対象とした会員組織です。
※4　賃貸住宅を建設いただいた土地オーナーさまの数です。
※5　オーナー会は、流通店舗事業における土地オーナーさま向けの会員組織です。
※6　テナント企業数は、流通店舗事業におけるお取引先企業数です。
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ステークホルダーとともに蓄積してきた「課題解決力」を、
より積極的に「事業」へ活かし、
新たな事業機会の拡大につなげていきます。

❺大和ハウスグループの将来像　「社会・環境」との共創共生

過去 現在 未来

私たちは、社会（S）・環境（E）の視点から、中期CSR計画に基づき、ステークホルダーとの信頼関係構築と環境リスク・環境負
荷の最小化に取り組んでいます。こうした取り組みは、価値創造プロセスに統合され、その中核をなす「3つの基盤」と「組織能力」
の強化を通じて、既存事業における競争優位性の維持・向上と、事業を通じた社会的貢献へとつなげてきました。
そして、これらの取り組みを着実に実践し、継続してきたことで、複雑な社会ニーズを把握する力、さまざまな主体と対話・
共創する力、社会課題に対応する力が積み上がりつつあります。
今後は、さらなるビジネスフィールドの拡大を図るため、こうした社会課題への対応力を最大限に活かし、社会課題を起点
とした事業戦略を描き、新たな事業機会の拡大に取り組んでいきます。

連携

事務局運営

協
議
・
調
整

ま
ち
づ
く
り
啓
発

ニ
ー
ズ
吸
い
上
げ

郊外型住宅団地
ライフスタイル研究会

産 学

意見交換
三木市 地域住民

官 民

大和ハウス工業

産
官
学
民
連
携
に
よ
る
団
地
再
生
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

公
募
制
に
よ
る
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ

対
話・共
創

社
会
課
題
の
把
握

社
会
課
題
へ
の
対
応

高度成長期に開発した郊
外型住宅団地「緑が丘ネ
オポリス（兵庫県）」（開発
面積 約146万m2、総区画
数 約3,400区画）において、
産官学民連携による「団
地再生プロジェクト」を
2015年より進めています。
地域住民との意見交換を
進め、「多世代循環型コ
ミュニティ」の早期形成を
目指しています。

2004年より毎年開催して
いるステークホルダーミー
ティングでは、公募でお集
まりいただいたステーク
ホルダーの方々にテーマ
に沿ってディスカッショ
ンをしていただいています。
ミーティングには経営層
の役員や部門長が参加し、
活動の指針や参考にして
います。

コア事業のシェア拡大
各セグメントでNo.1を目指す

社会課題と顧客ニーズの接点を探り、国内コア
事業における競争優位性の向上につなげる。

事業地域の拡大
高品質な建築を世界の人々へ

各進出国・地域が抱える社会課題を把握し、 
日本国内で培った対応力を事業機会の獲得に
活かす。

事業領域の拡大
プラス1、プラス2ビジネスの創出

コア事業における顧客基盤や技術・ものづく
り基盤を活用し、社会課題を解決する新規 
事業の創出を図る。

脱炭素社会の実現に向け、
オフィスをはじめ店舗・ホ
テルなど、多様な自社施設
のZ E B（ネット･ゼロ･エ
ネルギー･ビル）化に取り
組んでいます。
「大和ハウス佐賀ビル」で
は、太陽光発電と蓄電池を
組み合わせ、日本初の再エ
ネ100％の電力自給オフィ
スを実現しました。

省・創・蓄
エ
ネ
技
術
に
よ
る
自
社
施
設
の
Z
E
B
化

環境行動計画
（エンドレス グリーン プログラム）

環境リスク・環境負荷の
最小化

中期CSR計画 
（社会・環境のマテリアリティ）

世界共通の社会課題

持続可能な開発目標（SDGs）

さらなるビジネスフィールドの拡大へ経営基盤の強化から生まれる現場主義に基づいた

お客さま

地球温暖化防止

取引先

自然環境との調和

従業員

資源保護

地域市民

化学物質による汚染防止

社会性中期計画

ステークホルダーとの
信頼関係構築

現在：　社会・環境面から中長期の視点で経営基盤の強化を図り、競争優位性を維持・向上 未来：　社会課題を起点とした事業機会の拡大

課題解決力

サステナビリティレポート2018　  P.27-28
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農業

通信

健康

環境

福祉

スピード・ストック

安全・安心

経営ビジョン

人が心豊かに生きる

社会の実現

創業者・石橋信夫はサステナブルな社会に必要とされる企業として、「社会課題の解決に大きな貢献を果たしたい」
という強い意志のもと、「2055年の創業100周年に売上高10兆円」という夢を私たちに託しました。
私たちは、世の中の声に向き合い、これまで実践してきたコア事業のさらなるシェア拡大に加え、事業領域と事
業地域を拡大することで、夢に向かって挑戦し、経営ビジョンに掲げる「人が心豊かに生きる社会の実現」を目指
していきます。
そのために具体的なキーワード「ア・ス・フ・カ・ケ・ツ・ノ」を軸として、SDGsへの貢献を考慮しながら新しい事業へ 
の布石を打ち、これからも持続的な成長を果たしていきます。

❻大和ハウスグループの将来像　ビジネスフィールドの拡大

経営ビジョンの実現に向かって、
「創業100周年に売上高10兆円」という壮大な夢に挑戦し、
これからも世の中の声に向き合い、応える企業グループであり続けます。

過去 現在 未来

エネルギー問題の長期化都市部への人口集中

エネルギー問題を見据えた
住宅・建築・街づくりの推進

空き家問題の解決、
中古住宅市場の活性化

事業領域の拡大 事業領域の拡大 事業地域の拡大 事業地域の拡大
事業領域の拡大

物流業界の人手不足を解決する
次世代物流センターの提供

使用エネルギーの最小化と、再生可能エ
ネルギーの創出による、エネルギー“ゼロ”
の住宅・建築・街づくりの普及により脱炭
素社会を実現。

統一ブランド「リブネス」導入により、グ
ループ総合力を活かし、既存住宅の売買仲
介、買取再販、リノベーション・リフォー
ムなど一気通貫のワンストップサービス
をお客さまに提供。

年平均成長率
7.9%［2005～2017年度］

年平均成長率 2.6%［換算値］

適正地での合理的な物流施設開発と、IoT・
A I・ロボットを活用した「インテリジェン
トロジスティクス」への取り組みにより、
好立地と機能性に優れた物流施設を提供。

先進国における人口増加と安定的な経済成長物流業界の労働者不足の深刻化

高品質な住まいの提供

安定的な成長が見込める米国において、ス
タンレー・マーチン社を子会社化。今後、
人口増加が見込まれるエリアへ高品質な
住まいを提供。地域特有のノウハウを蓄積。

事業を通じた
社会的貢献

競争優位性の
維持・向上

環境
エネルギーゼロの
住宅・建築・
街づくりの推進

社会
少子高齢社会の進展
都市部再開発・団地再生

IoT・AI・ロボットの活用強化

環境
地球温暖化防止
生物多様性保全

社会
高品質な暮らしの提供
企業ニーズに応える
インフラ整備

2005年度
50周年

将来への布石

私たちが考える
持続的成長のための注力分野

（2005年～）

　中期的に私たちが解決したい　　　　　　　主な課題 長期的に私たちが解決したい
主な課題

社会課題を起点とした
事業機会の拡大

売上高1.5兆円

2017年度
62周年

2030年度
75周年

2055年度
100周年

売上高3.7兆円

売上高10兆円

コア事業のシェア拡大
各セグメントで
No.1を目指す

事業地域の拡大
高品質な建築を
世界の人々へ

事業領域の拡大
プラス1、プラス2
ビジネスの創出
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事業を通じた社会的貢献2

第5次中期経営計画の進捗

江良 明嗣 氏（以下：江良）：　本日はどうぞよろしくお願いい
たします。まずは第5次中期経営計画の進捗についてお聞か
せください。

芳井 敬一（以下：芳井）：　2016年4月からスタートした第5次
中期経営計画（2016年度～2018年度）では、「国内需要に対
応しつつ、将来の環境に備え、4兆円体制を築く」3年間と位
置づけ、その実現に向け取り組んできました。2年目の2017
年度は、成長ドライバーである賃貸住宅、商業施設、事業施
設の3事業と、少しずつ成長してきた海外事業が貢献し、売
上高3兆7,959億円、営業利益3,471億円、親会社株主に帰
属する当期純利益2,363億円となり、過去最高を更新。営業
利益・当期純利益については、2017年5月に上方修正した第
5次中期経営計画最終年度の目標を2年目で達成しました。

江良：　2018年度は中計の最終年度となりますが、今期の目
標についてはいかがですか？

芳井：　2017年度の業績を受けて、2018年度の業績目標を、
売上高4兆円、営業利益3,540億円、当期純利益2,370億円
へ、再度上方修正しました。これは、常に足元を見据え、着
実な成長の上に将来の売上があるという当社グループの考
え方に基づいています。
また成長戦略に基づく3年間の投資計画は、進捗状況を鑑み

9,000億円から1兆円に拡大しました。不動産開発には過去
最高の7,200億円を投資する予定で、2ヵ年累計実績は当初
計画の約7割に相当する5,013億円（国内4,168億円、海外
844億円）となりました。今後も多彩な事業ソリューション
を活用しながら、事業施設事業を中心に、海外も含めて積極
的な不動産開発に取り組みながら、将来の持続的成長に向け
た布石を打っていきます。そして引き続き、国内需要の取り
込みによるさらなるコア事業の拡大と、海外事業の加速に注
力するとともに、顧客基盤の活用などによるプラス1、プラ
ス2ビジネスの創出、将来のコア事業の育成にも取り組んで
いきます。経営基盤の整備では、働き方改革による労働環境
の改善をさらに推進し、事業規模拡大に対応できる人財基盤・
ものづくり基盤の強化と生産性、経営効率の向上を目指すと
ともに、財務健全性の維持に努めていきます。

大和ハウスグループの存在意義

ESGと社会課題の解決の関係性、企業理念の継承

江良：　御社の従業員の方々を見ていると、企業理念である
「凡事徹底」が浸透していると感じます。企業にとって仕組み
は大事だと思いますが、企業文化も非常に重要だと考えてい
ますので、投資家として、御社がどのようにそれを隅々にま
で浸透させていらっしゃるのか興味があります。

芳井：　5月に開催した経営説明会で、創業者精神をどのよう

対談 　長期機関投資家×芳井社長
2018年2月に、当社は資産運用会社ブラックロックから企業の社会的役割の明確化を求める
書簡をいただきました。それを受け中長期な視点に立ち、大和ハウスグループの目指す姿と持
続的成長に向けて、同社との対話を実施いたしました。

ブラックロック・ジャパン株式会社 運用部門
インベストメント・スチュワードシップ部長 ディレクター
江良　明嗣 氏

2011年ブラックロック・ジャパン入社。運用部門の
インベストメント・スチュワードシップ・チームの責
任者として、日本企業の株主議決権行使を担当し、株
主議決権行使における方針やガイドラインを確立。 
ブラックロック入社以前は、日興アセット・マネジメ
ント株式会社において、コーポレート・ガバナンス・
マネジャーおよびファンダメンタル株式のアナリス
トとして従事。

第５次中期経営計画の進捗

第5次中期経営計画
投資額（計画）1兆円

将来の環境変化に「備え」、4兆円体制を「築く」

第4次中期経営計画
投資額（実績）7,582億円

2015年度
売上高 3兆1,929億円
営業利益 2,431億円
当期純利益 1,035億円
ROE  9.1%

2016年度
売上高 3兆5,129億円
営業利益 3,100億円
当期純利益 2,017億円
ROE 16.3%

2017年度
売上高 3兆7,959億円
営業利益 3,471億円
当期純利益 2,363億円
ROE 17.0%

2018年度（再上方修正計画）
売上高 ４兆円
営業利益 3,540億円
当期純利益 2,370億円
ROE 10%以上

2018年度（前回計画）
売上高 3兆9,500億円
営業利益 3,400億円
当期純利益 2,240億円
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環境の変化に対応した経営基盤整備
▶  働き方改革として、「建設現場の休日増加」「ロボットスーツの工場導入」など 
労働環境の改善に向けた取り組みを推進

▶  多様な人財の活躍推進、職場環境整備の取り組み推進により 
「なでしこ銘柄」「健康経営優良法人2018（ホワイト500）」に選定
▶  建設・住宅業界において世界で初めて「EP100」「RE100」の双方に加盟

将来の成長に向けた布石
▶  米スタンレー・マーチン社と、豪州ローソン・グループがグループ入り
▶  リフォーム事業の拡大を見据え、新たなブランド「Livness」を立ち上げ、 
グループ全体で横断的な事業体制を強化

▶  アコモデーション事業ではインバウンド需要を背景にホテル出店を拡大

短・中期的な成長力強化
▶  成長ドライバーである賃貸住宅、商業施設、事業施設の3事業が業績を牽引し、 

2017年5月に上方修正した最終年度の利益目標を達成
▶  ３年間で9,000億円の投資計画に対し、2年間で6,881億円の投資を実行し、 
３年間の投資計画を1兆円に拡大

数値として表れにくく、開示される情報の幅も広いため、評
価が非常に難しい。そこで我々としては、サステナビリティ
の基盤となる企業理念やガバナンスが経営判断に与える影
響について注目しています。たとえば、御社の昨年度の統合
報告書には、不動産開発事業への投資について、数字的なリ
スク評価に加え、事業活動が企業理念とフィットしているか
についての記述がありました。こうした情報は、企業理念が
企業においてどのように意識され、徹底されているのかがよ
く理解できるため、我々にとって非常に貴重なものです。

芳井：　当社グループの統合報告書をじっくりと読んでいた
だき、ありがとうございます。ESGについては、取り組みす
べてを可能な限り発信していますが、そうした情報だけでな
く、もっと本質的な部分を評価いただきたいと考えています。

江良：　我々も同様の考えです。企業活動において最も大切
な価値とは何かということをきちんと整理し、長期的な価値
創造に向けた課題解決に真摯に取り組んでいる企業を評価
させていただきたいですね。

芳井：　株主・投資家のみなさまには、まずは業績や経営計
画などの情報を丁寧に開示すべきであると考えています。そ
の上で、企業理念についてもしっかりとお伝えしたい。先ほ
どの創業者精神の継承に関するご質問について、樋口会長の
回答は「創業者精神については、語り続けるしかない」とい
うものでした。私もまったく同じ考えで、「従業員に当社の
DNAをしっかりと語り、次の世代に受け継がせていくこと
が大切だ」といつも話しています。従業員に企業理念が浸透
しているということは、現在の経営陣が語っている言葉も浸
透しているということです。つまり、大和ハウスの企業風土
とは、大切なことは理解するまで何度でも語り続けることな
のです。この企業風土があるからこそ、従業員全員が同じ方
向を向いて、売上高10兆円という目標に進んでいくことが
できる。これは、当社グループの大きな強みのひとつだと考
えています。ただし、現状の事業だけでは目標の達成が難し
いことは、私だけでなく従業員も理解しているはずです。創
業者から託された壮大な目標を達成するためには、我々は常
に変化し続けて、成長を実現していかなければなりません。

江良：　中期経営計画の進捗も順調で、時価総額も上がって
います。現状のスピードで成長を続ければ、2055年に売上
高10兆円という目標を前倒しで達成することも視野に入る
のではないでしょうか。

芳井：　成長スピードは、次第に緩やかになると予想してい
ます。しかし、長期的には大和ハウスグループの強みである
多様な事業を活用することで、「創業100周年に売上高10兆
円の企業グループ」という高い目標も十分達成できると考え
ています。

事業を通じた社会・環境への貢献

成長のために変化し続ける

江良：　御社の歴史を見ると、社会の変化に素早く対応し、
常に業態を変化させていらっしゃいますね。その変化の方向
性を決定する軸となっているのが、時代の流れを長期的なス
パンで捉え、社会的な問題を解決しようとする御社の姿勢で
はないでしょうか。これから社会に起こると思われるさまざ
まな問題の解決のために、御社として何が必要なのか、何が
大切なのかという思考プロセスが明確であるように感じます。

芳井：　おっしゃる通りです。新事業を立ち上げる際は、将
来の解決すべき問題を明確にした上で、大和ハウスグループ
としてどのようにお役に立てるのかという点を大切な判断
基準にしています。その背景には、創業者の「儲かるからで
はなく、世の中の役に立つからやる」という精神が根付いて
います。ESGにおけるE（環境）についても、自然環境との共
生を実現するため、いち早く環境関連ビジネスの事業化を推
進し、エネルギー事業の売上は、グループ全体で1,000億円
を超える事業になっています。従業員が企業理念を理解し、

に継承していくかについて、投資家の方から樋口会長にご質
問をいただきました。最近の投資家の方々は、業績だけでな
く企業理念などの非財務情報も重要視されているようですね。

江良：　投資家にとって、非常に大切なファクターであると
考えています。我々が企業評価をする際に重視するのは、ま
ず企業が競争優位性を維持できるのか、そして自社の強みに
ついて経営者が自らの言葉で語られているかということです。
さらにその企業が果たす社会的な役割、明確な経営ビジョン、
企業活動のすべての軸となる企業理念についても語られてい
るかという点にも注目しています。経営者が企業理念を対外
的に説明できていれば、社内にもその理念はしっかりと浸透
しているとみなせます。企業理念という強固な軸がある企業は、
その進捗も含め実現性のある経営計画の策定が可能であり、
随時モニタリングをしながら社会・環境変化のリスクに機敏
に対応でき、透明性の高い安定したガバナンスがあるという
判断を下すことができるでしょう。一方で、短期的な利益を

追い求めると、その軸がぶれてしまうこともありますね。

芳井：　確かに、短期間で利益を上げることを求められ、判
断が難しい場合もあります。私たちとしては持続的成長に向
けた長期ビジョンを語りたいと思っています。

江良：　長期ビジョンは、ぜひ語っていただきたいですね。

芳井：　事業規模を拡大しようとすると、資金がいりますし、
利益を上げないと配当も上げられない。加えてD/Eレシオも
睨みながら、成長戦略を考える必要があります。やはり成長
戦略上では、投資が先行しますから、ジレンマを感じること
もあります。

江良： 　御社は、営業キャッシュ・フローを使いながら積極
的に投資もされている状態です。長期投資家としては、目先
の配当を多少犠牲にしても成長に投資してもらった方が、中
長期的なリターンが良いと考えています。利益が一定程度確
保されており、将来に向けた投資ニーズが限定的な企業であ
れば、配当の増額を維持すべきだとは思いますが、成長企業
については、経営陣は積極的に成長投資を優先すべきです。
一方、我々投資家は、企業理念のような非財務情報をどのよ
うに企業評価に反映するのかが課題です。最近では企業のサ
ステナビリティの指標となるESGが注目されつつありますが、
ESGへの取り組みと企業の競争優位性の関係性は、具体的な

長期機関投資家×芳井社長　対談

2017年度の振り返り
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長期機関投資家×芳井社長　対談

人財基盤と大和ハウス塾

江良：　御社では、経営的な視点を持つ人財を育成するため
に、「大和ハウス塾」がありますが、最近は「技術経営道場」も
あると伺いました。

芳井：　そうです。2008年度より当社グループの経営後継者
育成のために「大和ハウス塾」を開講しておりますが、2011
年から技術経営人財の育成を目的とした「技術経営道場」も
開講しています。実に個性豊かな人財が集まってきます。

江良：　みなさん、ガッツがある方ばかりだと。

芳井：　そうです。大和ハウス塾に集まるメンバーの多くは、
「自分は支店長になる」と思っていますからね。塾を通じて、
自分が持っていない発想や考え方を知ることで、新たな視点
を持つこともできますし、何より大きな刺激となります。

江良：　引き続き大和ハウス塾は続けられる予定ですか？

芳井：　時代に合わせて内容を変える必要はありますが、も
ちろん今後も続けていく予定です。各支店でも、大和ハウス
塾の内容を参考にしたミニ勉強会を開くなど、社内での横軸
をつなぐ努力も続けています。従業員同士、支店同士の横軸
がつながることで、今までできなかったことも実現できるか
もしれない。最近では、こういった当社の総合力で事業が決
まる事例も増えています。

江良：　塾では、大和ハウスの理念や歴史も学ぶのですか？

芳井：　塾生は、はじめに創業者の墓参りをし、石橋信夫記
念館に行くことになっています。つまり、自社の歴史をきち
んと学ぶことから、すべてが始まるわけです。

江良：　いずれの企業でも若返りがテーマになることは多い
ですが、創業者とお話しされたこともない従業員が増えてい
るのではないですか？

芳井：　そうですね。創業者の話を聞いた、姿を見たという
従業員はいるかもしれませんが、直接会話をした、指導を受

けたという従業員は、かなり少なくなっています。

江良：　その部分は樋口会長が代弁者となって役割を引き継
いでおられると。

芳井：　そうです。創業者の考え方を、ケーススタディ、事例
ごとに具体的にお話しされています。

将来に向けた種まきとは

江良：　「アスフカケツノ」という言葉は、どのような背景で
生まれたのですか？

芳井：　会長のオリジナルです。明日の社会に不可欠なもの
を事業として取り組んでいくという意味が込められています。
「その国、その地域の人が何を求めているか」を見極め、もの
づくりで世の中の役に立ちたい。そういう想いが込められて
いると思っています。

江良：　最後に、将来に向けた種まきの方向性とその手ごた
えについてお聞かせいただけますか。

芳井：　大和ハウスグループ全体で一気通貫のサービスを提
供していきたいと考えていますが、さらにその先の広がりに
ついても布石を打っています。現状の路線は維持しつつ、関
連する領域で常に種まきをしています。今後も、グループ会
社、取引先、協力会社も含めた総合力を活かしながら、長期
的な目線で成長していきます。

江良：　今日は貴重なお話をお聞かせいただき、ありがとう
ございました。

自由な発想で試行錯誤を繰り返しながら新事業を会社の成
果にしようと奮闘しています。その姿勢は、他社には真似で
きない当社グループの強みであると思います。

M&Aの判断基準

江良：　M&Aの経営判断について、「海外の企業であっても、
企業理念、カルチャーが一致するかを重視している」と社長
がお話されている資料を拝見し、非常に共感を覚えました。

芳井：　海外でM&Aを行う場合は、国内に比べてお互いの情
報が少ないというリスクがあります。そこでまず、大和ハウ
スグループが社会課題を解決してきた歴史や商品、工場の体
制、オーナーさまとのリレーションシップなどを理解し、共
感していただける企業であるかどうかを見極めています。次
に、お客さまを大切にされている企業であるかどうかです。
M&Aにおいて、企業理念が一致していること、そしてお客
さまを大切にしていること、この2点は本当に重要な判断基
準です。あとは、作っている作品、たとえば家を見ると、そ
の作品が企業の姿勢を物語っているんですよ。これは数字に
は表れない部分ですが、そこから見えてくるものもあります。

経営基盤

技術・ものづくり基盤と一気通貫のグループ総合力

江良：　海外での売上規模が拡大する中で、御社の海外での
ブランド力も比例して強くなっているのではないですか？

芳井：　まだまだこれからとは思いますが、当社のブランド力・
強みがうまく発揮できていると感じているのが中国市場です。
我々の強みである技術・ものづくり基盤による品質の良さは、

中国で評価いただいています。加えて、アフターサービスを
しっかりと行っています。もし万が一問題があっても、自社
で保証をし、最後まで対応するということをきちんと続ける
ことで、品質という当社グループの良さが現地でも理解して
もらえるのだと思います。

江良：　技術・ものづくり基盤が海外でも強みになるという
ことですね。

芳井：　そうです。お客さまに、「当社グループの強みは品質
の良さにある」と分かっていただければ、事業もさらに広がっ
ていくはずです。海外では東南アジア、アメリカ、オースト
ラリアなど、既にさまざまな地域で事業を展開しています。
これらの国でも、ものづくり力をアピールしていきたいですね。
そして、もうひとつ大きな強みとなっているのが、当社グルー
プの複合的な事業提案力です。インフラから街づくりまで一
気通貫で提案ができることは、海外においても大きなアドバ
ンテージを生むはずです。今後も、日本で経験してきた事例
を活かしながら、お客さまの要望に応えられる深い提案をし
ていきたいと考えています。

江良：　受注拡大に向けた体制づくりというのはあるのでしょ
うか？

芳井：　そうですね、各グループ会社が適切な役割を果たし
ていくということでしょうか。大和ハウス単体もあくまでグ
ループ内のパーツのひとつでしかありません。グループ内で
切磋琢磨していく必要があります。お互いにフラットでフェ
アな関係として、プレッシャーを掛けながら、競争していく
ことが大切だと思います。

江良：　それが行き過ぎてしまうと、「隣は敵」状態になって
しまいますが。

芳井：　当社では、縦軸・横軸・斜めの視線で組織をチェック
できる体制を敷いているため、そういった状況になることは
少ないです。またグループ間での人財交流については、要請
があれば、人を送り出すこともありますが、基本的にはその
会社で育った人財が上がっていくことになっています。
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事業を通じた社会的貢献

外部環境の変化による機会とリスク

当社は第5次中期経営計画において、自社を取り巻く外部環境を以下の通り認識し、事業成長に向けた具体的な施策を策定して
います。また基本方針①～⑧に対する対処すべき課題については、次ページの通り認識しております。

 基本方針 ❻  規模拡大に対応する人財基盤の強化
・人財の確保と育成 ・ダイバーシティの推進

 基本方針 ❼  ものづくり基盤の強化による生産性の向上
・強い技術・ものづくり基盤の構築

 基本方針 ❽  経営効率と財務健全性の維持
・財務健全性の維持 ・株主価値の持続的向上

 基本方針 ❸  プラス1、プラス2ビジネスの創出
・マンション大規模修繕 ・入居者向け物販・サービス
・パーキング開発・運営 ・エネルギー事業

 基本方針 ❹  将来のコア事業の育成
・中古住宅事業 ・ヒューマン・ケア事業
・アコモデーション事業

 基本方針 ❺  海外展開の加速
米国： 戸建住宅事業、賃貸住宅事業
豪州： 戸建住宅事業、分譲マンション開発、商業施設、タウンハウス
ASEAN：  戸建住宅開発、賃貸住宅事業、分譲マンション開発、物流施設開発、 

工業団地開発、ホテル開発、インフラ事業

 基本方針 ❶  国内需要の取り込みによるさらなるコア事業の拡大
〈戸建住宅・マンション・住宅ストック〉
・都市部狭小地への対応力強化、併用住宅の展開と販売拡大
・首都圏への人員シフト、営業体制の効率化
・リノベーション住宅の販売拡大による買取再販事業の推進
〈賃貸住宅・商業施設・事業施設〉
・ 企業および自治体の遊休不動産の活用提案を推進するCRE・PRE戦略の強化
・収益物件・税務対策物件の開発・販売による分譲事業の拡大
・ 物流施設開発の全国展開による物流デベロッパー1位の確立とストック型ビ
ジネスの強化

 基本方針 ❷  不動産開発への積極投資
・賃貸住宅、商業施設、事業施設を中心に海外を含めて7,200億円の投資を実施
・多様な事業リソースを活かし、三大都市圏・地方中核都市で複合開発を推進

首都圏・中核都市における建設・不動産需要の堅調な推移 機会
・三大都市圏・地方中核都市への人口集中
・ 三大都市圏の再開発需要・地方中核都市コンパクトシティ化による需要増加
長期的な住宅需要の縮小 リスク
・地方の人口・世帯数の減少
・都市部における若年層（30代、40代）の持家志向の低下
・住宅の長寿命化、人口減少による長期的な新設着工戸数の減少

短期的な建設・不動産需要の堅調な推移 機会
・東京オリンピック・パラリンピック開催による国内建設需要の拡大
・相続税課税対象者の拡大
・電子商取引（eコマース）市場の急速な発展に伴う物流施設の需要拡大
短・中期的な景気の変動 リスク
・2019年の消費税再増税による住宅需要の落ち込み
・消費税再増税後の消費意欲の減退
・東京オリンピック・パラリンピック開催後の国内建設市場の縮小

規制緩和による新市場の立ち上がり 機会
・インバウンド需要の拡大
・電力小売自由化／ガス小売自由化
不動産のニーズや市場の変化 機会
・セキュリティやBCP、環境性能に対する消費者意識の向上
・空家増加による中古住宅マーケットの拡大
高齢社会のさらなる進展 機会
・団塊の世代の後期高齢者入りが目前に
・高齢者や要介護者も住みやすい社会へのニーズの高まり

先進国の安定的経済成長 機会
・米国・豪州等先進国での人口増加・安定的経済成長
ASEANの力強い経済成長 機会
・人口増加・1人当たりGDPの成長によるASEANの経済成長

労働力不足の深刻化 リスク
・今後20年間で生産年齢人口が1,000万人以上減少
・建設業界全体での技術者・職人の不足
・労働力不足を補うため、女性や高齢者の労働参加の必要性の高まり
コーポレートガバナンス・コードの制定
・資本効率の高い経営への要請の高まり

メガトレンド 外部環境の変化 第5次中期経営計画における具体的な施策事業成長の方向性

外部環境の認識 大和ハウスグループの打ち手

国内市場・当業界を取り巻く経営環境 環境の変化に対応した経営基盤整備

国内コア事業における 
シェア拡大、 

競争優位性の維持・向上

顧客基盤を活かした
事業領域の拡大

社会課題を起点とした
事業機会の拡大

技術力・ノウハウを活かした
事業地域の拡大

短
・
中
期
的
な
成
長
力
強
化

国
内
市
場

海
外
市
場

将
来
の
成
長
に
向
け
た
布
石

人口動態の変化

▶ 総人口の減少
▶ 世帯数の減少
▶ 都市部への人口集中

景気動向・業界動向

▶  東京オリンピック・ 
パラリンピックの開催

▶ 消費税の再増税

事業環境の変化

▶ 資源の枯渇
▶ 環境負荷への対応
▶ 防災意識の高まり
▶ 超高齢化の進展

グローバル社会の進展

▶ 先進国の高品質志向
▶ 新興国の経済急成長
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事業を通じた社会的貢献

第5次中期経営計画の基本方針と対処すべき課題

Business
建築

Life
暮らし

技術・
ものづくり
基盤

顧客
基盤

人財
基盤

事
業

基
盤

Housing
住宅

積極精神による挑戦
顧客基盤の活用
高品質・短工期

事業を通じた人財育成
顧客基盤の蓄積
技術・ノウハウの蓄積

フ
ロ
ー
型
事
業
と

ス
ト
ッ
ク
型
事
業
の
バ
ラ
ン
ス

情
報
力

課
題
解
決
力

組
織
能
力

事業を通じた
社会的貢献

競争優位性の
維持・向上

社会課題を
起点とした
事業機会の
拡大

顧客基盤を活かした
事業領域の拡大

技術力・ノウハウを活かした
事業地域の拡大

コア事業のシェア拡大

（億円）

投資計画

資金計画

7,200

5,600 3,000 1,400

2,000 800

不動産売却 有利子負債営業キャッシュ・フロー

不動産開発（海外含む） 設備投資 M&A

 

合計
1兆円

合計
1兆円

価値創造プロセスとリスクマップ

投資計画と資金計画

当社グループの将来像の実現に向けて、第5次中期経営計画に掲げる基本方針のもと、ビジネスフィールドを拡大しています。基
本方針の実行の過程および実現後の主要なリスク（対処すべき課題）については、以下のようなものがあります。なお、本項におい
て将来に関する事項が含まれていますが、当該事項は2018年7月末現在において判断したものです。またこれに加え、事業全般お
よび経営基盤に影響を及ぼす可能性がある事項については、自然災害、法的規制、原材料・資材価格・人件費の高騰などに関する
さまざまなリスクがあります。

リスク❷  不動産に関するリスク
▶ 不動産市況の悪化による地価の下落、賃貸価格下落に伴う保
有不動産の評価額下落リスク。
▶ 不動産開発において、プロジェクトの完了までに多額の費用
と長い期間を要し、プロジェクト進行中に想定外の費用発生、
プロジェクトの遅延もしくは中止を余儀なくされるリスク。
対 策  不動産開発投資について、事業性およびリスクを多面的
に評価するための不動産投資委員会における審議により、リス
クコントロールを図っています。

リスク❶  競合に関するリスク
▶ 各事業における競合会社との競争において、商品の品質や価
格、サービスの内容、営業力等の観点から、優位に立てないリ
スク。
対 策  あらゆる事業において、戸建住宅のお客さまに寄り添う
姿勢を“心”として、お客さまとの長きにわたる信頼関係の構築
により、優位性を維持・向上させていきます。

リスク❺  海外事業に関するリスク
▶ 為替相場の変動、政治・経済情勢の不確実性による内乱・暴動、
訴訟リスク、外交関係の悪化や法令上の制約等によるリスク。
▶ 現地の商慣習や文化等に対する知識・経験不足により、当社
の有する競争力が発揮できないリスク。
対 策  新たな地域において事業展開を行う際には、当社と理念
を同じくする信頼のおける現地パートナーとの合弁やM&A等
により、相互のノウハウ等を活用し、その国に適した事業モデ
ルでの展開を図っていきます。

リスク❸  リスク❹  事業の多角化に関するリスク
▶ 事業戦略上、必要に応じて企業や事業の買収、組織再編等を
行っているものの、シナジー効果が期待通りの成果をもたら
さないこと等により想定した利益が得られないリスク。
対 策  既存事業の周辺領域で当社の強みやノウハウが活かせる
分野への進出・展開を基本としています。
　経験の浅い事業領域への取り組みにおいては、共同事業やベ
ンチャー企業への出資、共同研究等により十分な知見を蓄積し
た上で、事業性に関する検証を行っています。

経営効率と
財務健全性の維持

基本方針 ❽

基本方針 ❻

基本方針 ❼

プラス1、プラス2
ビジネスの創出

将来のコア事業の育成
国内需要の取り込みによる
さらなるコア事業の拡大

不動産開発への積極投資

海外展開の加速

基本方針 ❸

基本方針 ❹基本方針 ❶

基本方針 ❷

基本方針 ❺

対処すべき課題

規
模
拡
大
に
対
応
す
る

人
財
基
盤
の
強
化

も
の
づ
く
り
基
盤
の

強
化
に
よ
る

生
産
性
の
向
上

リスク❶

リスク❷

リスク❺

リスク❸

リスク❹

（投資計画の進捗状況）P.54

（不動産開発投資とリスク管理）P.87

（各コア事業の特徴と強み）P.39-48

（その他事業）P.49-50

（海外事業）P.51-52
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事業を通じた社会的貢献

事業別概況

賃貸住宅 住宅ストック 事業施設 その他戸建住宅 マンション 商業施設

売上高（億円）※1 3,853  （ 1.3%  ） 10,308  （ 5.5%  ） 2,850  （ 8.4%  ） 1,121  （ 6.2%  ） 6,208  （ 9.0%  ） 8,502  （ 2.6%  ） 6,371  （ 24.1%  ）

営業利益（億円）※1 215  （11.8%  ） 1,066  （13.1%  ） 133  （ 0.8%  ） 132  （ 1.1%  ） 1,141  （13.3%  ） 889  （12.6%  ） 230  （ 36.5%  ）

営業利益率（%）※1 5.6  （  0.7pt  ） 10.3  （  0.7pt  ） 4.7  （  0.4pt  ） 11.8  （  0.6pt  ） 18.4  （  0.7pt  ） 10.5  （  1.0pt  ） 3.6  （    0.3pt  ）

従業員数（人）※2 4,650  （ 0.1%  ） 6,812  （10.1%  ） 5,632  （11.0%  ） 2,427  （ 3.0%  ） 4,917  （ 0.6%  ） 6,525  （ 4.9%  ） 10,716  （ 11.9%  ）

設備投資額（百万円）※1 7,594  （10.8%  ） 30,025  （20.0%  ） 5,091  （17.7%  ） 143  （ 2.3%  ） 58,455  （ 5.3%  ） 131,180  （20.1%  ） 52,299  （ 17.0%  ）

CO2削減貢献量（万t-CO2）※3 33.5  （ 3.5%  ） 45.9  （ 1.7%  ） 9.2  （48.9%  ） 18.4  （12.8%  ） 126.9  （26.6%  ） 107.2  （ 0.9%  ） 173.2  （  3.7%  ）

※1　セグメント別の数値は、セグメント間の内部取引を含んでいます。
※2　従業員数は正社員のみの人数です。
※3　 当社グループが住宅や建築物・省エネ・創エネソリューションを提供することにより、どれだけCO2排出量の削減に貢献できたかを示す数値。 

（算出根拠の詳細は「サステナビリティレポート2018」P.198参照）。
※4　受注件数および営業スタッフ数は、大和ハウスリフォームの数値です（2018年4月1日現在）。
※5　大和ハウス工業（個別）の流通店舗事業の施工数です。
※6　大和ハウス工業（個別）、大和リースおよびフジタの合計値です。

リフォーム内装請負住宅 ロードサイド店舗低層賃貸住宅 物流施設 環境エネルギー分譲マンション

リフォームサロン分譲住宅 医療施設 都市型ホテル中高層賃貸住宅 複合型商業施設分譲マンション

2017年度 事業別主要数値（対前年度比）

住宅の価値を保つリフォームと
住み替えサポートの売買仲介を
通じて優良なストックを継承。

オーナーさまのニーズに応える
請負住宅、まちづくりと住環境
を開発する分譲住宅を提供。

▶ 販売戸数 
請負住宅 6,907戸 
分譲住宅 2,320戸

▶ 販売戸数 
低層賃貸住宅 37,355戸 
中高層賃貸住宅 2,899戸
▶管理戸数 543,124戸

▶ 販売戸数 2,718戸
 （コスモスイニシア含む）

▶ 管理戸数 353,026戸

▶リフォーム受注件数
 49,721件※4

▶営業スタッフ数 936人※4

▶施工数 42,441棟※5 

 （2017年度累計）

▶ 転貸建物の貸付可能面積
 6,157,287m2

▶ 物流施設の開発敷地面積 
 8,207,537m2 

 （2017年度累計）

▶ 医療・介護施設の請負受注件数
 574件※6

▶ホームセンター購入者数 
 28,526千人
▶ホテル利用者数 
 8,337千人
▶スポーツクラブ利用者数 
 188,696人

土地オーナーさまとテナント企
業さまを結び、地域社会の発展
に貢献する商業施設を開発。

ご入居者さまには心地良い暮ら
しを、オーナーさまには安定経
営を多角的にサポート。

豊富な土地情報と多彩なスキー
ムでお客さまの目的に応じた 
施設建設をプロデュース。

エネルギーの総合提案や、ロ
ボット事業など幅広い分野で事
業を展開。

安全・安心で快適なマンション
を開発・分譲し、総合的な管理
事業で資産価値を維持。

事業概要

年間実績
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3,9003,853

220
192

215

165

3,9033,783

■ 売上高（億円）
 営業利益（億円）

2015 2016 2018
（計画）

2017 （年度）

事業を通じた社会的貢献

事業別概況

戸建住宅

事業を通じた社会課題の解決と価値創造
社会インフラを守り続ける
工業化住宅のパイオニアとして先進的な技術を進化させて
きた戸建住宅事業では、衣食住のうち「住」＝「建築」という人の
営みに欠かせない社会インフラを提供する役割を担っています。
国内人口が減少し、住宅着工戸数も減少する中、安全・安心か
つ快適で豊かな生活を送ることへのニーズは高まっており、住
宅技術を蓄積してきた当社への期待は大きく、今後も事業を
通じて社会インフラを守り続けてまいります。

現場の声が革新的な商品開発につながる
解決すべき社会課題は時代の中で常に変化しています。現在
ある社会課題も10年後には既に解決し、別の課題が生まれて
いるでしょう。創業者は「商品は3年で墓場に送れ」と従業員に
語っていました。過去の商品にとらわれることなく、常にチャ
レンジし新しい価値を提供し続ける考えは今も根付いています。
当社では支社・支店と本社部門との連携により、新しい価値

を生み出しています。たとえば本社部門では、ZEH（ネット・ゼロ・
エネルギー・ハウス）※1などの国や省庁の方針に対応する役割な
どがあります。一方、支社・支店では、地域特有のニーズを丁寧
に吸い上げ、新商品開発につなげる役割を担っています。たと
えば、富山支店から生まれた「家事シェアハウス」の取り組みです。
福井県や富山県は歴史的な背景もあり、従来から女性の就業率
が高い地域です。そこで、支店の女性従業員が集まり、家事の
悩みを解決する家を生み出すプロジェクトが立ち上がりました。
そして誕生したのが、家事を家族でシェアするという「家事シェ
アハウス」のコンセプトです。このアイデアは、瞬く間に全国で
反響を呼び、本社部門でブラッシュアップして全国展開する商
品となりました。今後も現場の声を反映しながら、世の中の流
れを読み、これまでにない付加価値のある商品を提供することで、
社会課題を解決したいと考えています。
※1　 経済産業省、国土交通省、環境省が連携し、「外皮の断熱性能等を大幅に向上させる

とともに、高効率な設備システムの導入により、室内環境の質を維持しつつ大幅な省
エネルギーを実現した上で、再生可能エネルギーを導入することにより、年間の一次
エネルギー消費量の収支がゼロとすることを目指した住宅」。

価値創造を支える強み
3つの基盤
● 人財基盤　現場主義の人財育成
新たな価値を生み出すのは人財です。住宅は現場の人間がお
客さまとともに、時間をかけてつくり上げるため、従業員一人
ひとりの成長が、お客さまの満足につながります。専門的な知
識は重要ですが、人財育成のポイントはやはり現場主義です。
積極的に現場に出向き、現場での対話を通じて課題を見つけ、
それを克服することで成長することを目指します。

● 顧客基盤　買取再販ビジネスの強化
当社では建築からメンテナンス、売買に至るまでオーナーさ
まをサポートし続ける「AQ ASSET（エーキュー・アセット）」や、
オーナーさま同士と当社従業員との親睦を目的とした交流会「ふ
れあいの会」など、住宅を引渡した後も、オーナーさまとのリレー
ションを絶やすことなく、さまざまなご要望にお応えできる体
制を整えています。
また、新たに「Livness（リブネス）」というグループ統一ブラ
ンドを立ち上げ、お客さまの状況に応じて家を買い取り、リ
フォームして販売する、買取再販の事業も強化しています。少
子高齢化により空家問題が課題となる中で、ビジネスチャンス
につなげたいと考えています。

●  技術・ものづくり基盤　エネルギーゼロ住宅の実現
国の方針に基づき、住宅に求められる環境性能の水準はます
ます高くなっており、50年、100年住み続けることができる住
宅が求められています。耐震性の向上はもとより、今後エネル
ギーを自給自足できる自立型住宅の需要も高まるでしょう。断
熱性に優れた住宅に、太陽光発電やリチウムイオン蓄電池を活
用することで、外部エネルギーに頼らずCO2排出をゼロにする
住宅も実現しつつあります。また、現場における人手不足への
対応については、既に省力化、効率化を進め、PC※2基礎の活用
も進めています。また、2017年1月よりAIやIoTを活用した住
宅の展開も進めており、今後も社会が抱える課題解決のための
技術革新を進めていきます。
※2　 PC（precast concrete）とはプレキャストコンクリートの略で、建物の基本となる部

材をあらかじめ工場で製造した後、現場へ持ち込み組み立てる工業化工法。

売上高／営業利益

戦略の進捗

取締役
常務執行役員
大友　浩嗣

営業本部副本部長
住宅事業全般担当

2017年度 戸建住宅着工戸数国内シェア　　2.45%
（請負住宅のみ）

時代のニーズを先取りした商品でシェアを拡大
戸建住宅事業は、工業化住宅のパイオニアとして先進的な
技術を進化させ、販売累計実績は61万戸超となっています。
地域に密着した事業活動と、耐震性・耐久性・省エネ性を高
めた「xevo（ジーヴォ）」シリーズなど時代のニーズを先取り
した商品ラインアップにより、戸建請負住宅・分譲住宅の双
方でシェア拡大を目指しています。また、営業や建築士、施
工技術者など専門スタッフが施工後までの全工程でお客さ
まに寄り添います。

事業の特徴と強み

2017年度の売上高は微減となりましたが、戸建住宅商品
「xevoΣ（ジーヴォシグマ）」の主力化により1棟当たり単価が
向上し、加えて生産の効率化などにより原価改善が進んだこ
となどから営業利益率が改善し増益となりました。3・4・5
階建商品「skye（スカイエ）」の販売にも注力し、賃貸併用、店
舗併用住宅などへと提案の幅を拡大しました。そのほか、デ
ザインや仕様にこだわりを持つお客さまのニーズに応える商
品として、最高級の木造フルオーダーの家づくりプロジェク
ト「PREMIUM GranWood（プレミアムグランウッド）」をス
タートさせました。

社会課題の解決に貢献する取り組みとしては、共働き世帯
向けの「家事シェアハウス」や、再配達の軽減を図る新型宅配
ボックス「D’s box（ディーズボックス）」の販売を推進しました。
また、さまざまな住宅設備や家電がつながることで、より
一層利便性が高く豊かな暮らしの提供を目指すコネクテッ
ドホームブランド「Daiwa Connect（ダイワコネクト）」プロ
ジェクトでは、戸建住宅の IoT化を進め、その第一弾として
Googleのスマートスピーカー「Google Home」などを活用
した住宅を展示場で公開し、今後の住環境の課題解決を目
指しています。

xevoΣ、skyeの販売に引き続き注力するとともに、併用住宅の提案強化を図ります。また、さらなるコストダウンの推進や
商品力強化に加え、社会課題を解決する暮らし方提案により、お客さま満足度の向上・シェア拡大を目指します。

2017年度の取り組み

2018年度の取り組み

宅配ボックス（再配達の軽減）

31.6%

2015年度

40.9%

2017年度

主力商品「xevoΣ」比率の拡大（受注棟数ベース）

（年度）2015 2016 2017

33.7 34.3 35.9

（百万円）

戸建住宅1棟当たり単価

ダイワコネクト（AI・IoTの活用）

お便り紙蔵庫

自分専用カタヅケロッカー

「家事シェアハウス」

xevoΣ（ジーヴォシグマ）
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事業を通じた社会的貢献

LH-60以上 等級3

LH-55以上 性能が良いとされる
軽量鉄骨造 等級4

取締役
専務執行役員
堀　福次郎

集合住宅事業担当

10,60010,308

980942
1,066

819
9,772

8,801

4,9645,0914,574

5,1304,602
4,031

212

5,012

5,374

21278
195

2015 2016 2018
（計画）

2017 （年度）

■ 売上高（億円）　  請負・分譲　  賃貸管理　  開発物件売却
 営業利益（億円）

事業別概況

2017年度 賃貸住宅着工戸数国内シェア　　9.80%
（貸家のみ）

賃貸住宅

売上高／営業利益

事業を通じた社会課題の解決と価値創造
ご入居者さま目線の商品開発
当社グループは管理戸数54万戸、入居率97.3%と高い水準
で賃貸住宅事業を行っています。
高い入居率を維持できる背景には、ご入居者さまのニーズを
捉え、常にご入居者さまの目線に立ち、満足していただける商品・
サービスをつくる体制があります。たとえば、女性目線に立ち、
業界に先駆けてホームセキュリティを標準装備した防犯配慮
型賃貸住宅は、オーナーさま・ご入居者さま双方に満足いただ
いており、契約実績は累計で25万戸を超えています。少子高齢
化が進み世帯数が減少していく中においても、時代の変化を的
確に捉え、ご入居者さまに喜んでいただける付加価値の高い賃
貸住宅をつくることで、事業の拡大を図っていきます。

DNAの継承で、売上高10兆円を実現
時代を重ねる中で、お客さまとのリレーション、事業内容や従
業員も変化しています。しかし、大和ハウスのDNAである石橋
信夫イズムは消えることなく、我々の中に生き続けていくと感
じています。2018年3月期に、当事業の目標であった売上高1兆
円を達成しましたが、これは創業100周年にグループ売上高10
兆円という目標の通過点にすぎません。今後も「儲かるからでは
なく、世の中の役に立つからやる」という創業者の想いを忘れる
ことなく、お客さま目線に立った賃貸住宅を手掛けていきます。

価値創造を支える強み
3つの基盤
● 人財基盤　多彩な表彰制度でモチベーションと人財力を向上
当事業では、営業職に対して表彰制度を設けています。たと
えば、一定以上の売上を達成した営業担当者を激励するマイ
スター制度では、授与されると名刺に星マークをつけることが
でき、個々のモチベーション維持につながっています。また、営
業活動を支える管理部門の人財に対しては、「もし高校野球の
女子マネージャーがドラッカーの『マネジメント』を読んだら」
というベストセラー本からヒントを得た研修などを実施するな
ど、さまざまなアイデアを駆使して人財育成にも積極的に取り
組んでいきます。

2017年度の新設住宅着工戸数における貸家は3年ぶりに
減少となりましたが、当事業では3階建商品や中高層賃貸住
宅への取り組みを強化するなど、大型物件の受注拡大を図る
とともに、企業および自治体の遊休不動産の活用提案を推
進するCRE・PRE戦略支援にも注力しました。また、社会課題
の解決に貢献する取り組みとしては、インバウンド需要の拡
大に対応した宿泊施設・サービスを提供するため、ホテル開
発を推進しました。

大和リビングでは賃貸住宅のご入居者さまに提供してい
る「選べるサービスD-room+」に、電子書籍が読めるサービ
スや映画が楽しめるサービス等の3コンテンツを新たに加え
るなど、ご入居者さまのライフスタイルに合わせた多様なサー
ビスを充実させることで、高い入居率を引き続き維持。加え
て、ご入居者さまを対象に、ドッグハウス付賃貸併用分譲住
宅商品「SEJOUR DD-1（セジュール ディーディー・ワン）」を
発売するなど、新たな商品の開発にも取り組んできました。

賃貸住宅市場では供給過剰の懸念が高まりつつありますが、当事業では、引き続き新商品の開発やご入居者さまへのサービ
スの拡充により、受注拡大と入居率の維持向上を図ります。このほか、中高層賃貸住宅やホテル開発などの豊富な商品バリエー
ションで事業拡大に取り組みます。

2017年度の取り組み

2018年度の取り組み

オーナーさまとのリレーションを強みにシェアを拡大
賃貸住宅事業は、土地診断からプランニング、設計、建築、
経営サポートにいたる総合力と、オーナーさまとのリレーショ
ンを強みに市場シェアを拡大しています。
請負事業では、防犯配慮型賃貸住宅をはじめ、高齢者向け
住宅施設や不動産流動化スキームを活用した中高層賃貸マ
ンションなど、多様化する賃貸住宅へのニーズに応える豊富
な商品ラインアップとなっています。また、賃貸管理事業では、
オーナーさまの安定した賃貸経営とご入居者さまの快適な
暮らしをサポート。2017年度末のグループ管理戸数は、54
万戸を超え、入居率は97.3%と高い水準を維持しています。

事業の特徴と強み

（年度末）2006 2011 2017

537,943

289,762

シェア率
約10%

410,355

28,738

40,254

27,115

全国貸家新設着工戸数※（戸）
当社売上戸数（戸）

約5%

（年度末）2014 2015 20172016

43.5
47.1

51.0 54.3

97.5 97.4 97.397.1

グループ管理戸数（万戸）
入居率（%）

全国着工戸数と当社販売戸数 賃貸住宅 
グループ管理戸数・入居率

中高層賃貸住宅

賃貸併用住宅

寮・社宅、官舎

品確法による重量床衝
撃音遮断性能
3ランク上がることで、聞
こえる音は3分の1になり
ます。

● 顧客基盤　オーナーさまとのリレーションシップの継続
オーナーさまとの深いリレーションシップが欠かせない当事
業では、全国に93あるオーナー会が主体となり、日々関係強化
を図っており、新規受注のうち約4割がオーナーさまからのリピー
ト受注となっています。今後も、オーナーさまとの関係を途切
れさせることのないよう、資産を継承されるご家族向けのジュ
ニア会や全国オーナー女子会などの活動の幅も広げ、関係強化
に努めていきます。

● 技術・ものづくり基盤　試行錯誤の繰り返しで技術力を向上
賃貸住宅にとって住戸間の音の問題、特に上下階の衝撃音に

よる騒音問題は、入居者アンケートなどからも、多くのご入居者
さまが不満を感じている項目で重要な課題です。当社では、こ
の課題を解決するため、2012年10月より、軽量鉄骨造の躯体と
高強度プレキャストコンクリート床版を組み合わせた「サイレン
トハイブリッドスラブ50」※1を開発、賃貸住宅商品に使用し、ご
好評をいただいています。

2018年3月には、住宅の品質確保の促進等に関する法律に基
づく「重量床衝撃音対策」において、住宅メーカー初の国土交通
大臣の特別評価方法認定※2「等級5（最高等級、LH-50等級）」を
取得しました。
今後も、お客さまに高品質な賃貸住宅を供給すべく、技術開

発に取り組んでいきます。

※　出所 全国住宅着工戸数（国土交通省） ※1　 株式会社エムテックとの共同開発・共同認定取得となります。発売時より一部改良し
認定を取得しました。

※2　 住宅性能表示制度では、表示すべき性能の評価は「評価方法基準」に基づいて行いま
すが、特別な構法を用いた住宅の評価等は、「評価方法基準」に定められていないため、
特別な評価方法として国土交通大臣が個別に認定を行います。重量床衝撃音対策に
おいては、「評価方法基準」は、鉄筋コンクリート造を前提としたものであり、軽量鉄
骨造の界床構造の性能評価は基準がないため特別評価方法認定を取得することにな
りました。

床下地材
制振マット

リブ上防振材
プレキャストコンクリート床版
梁上防振材
梁材

天井パネル
石膏ボード2層

吸音材
制振マット

床仕上げ材
サイレントハイブリッドスラブ50

LH-50以上

その他（LH-70以下） 一般的な木造 等級1

LH-65以上

サイレントハイブリッドスラブ50

軽量鉄骨造
ALC板100mm仕様 等級2

等級5

業界初

3ランク
UP

戦略の進捗
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事業を通じた社会的貢献

事業別概況

マンション 住宅ストック

※2　大和ハウス工業（単体）　　※3　共同開発事業の戸数を出資率で配分しています。 ※4　マンション管理新聞より当社集計。

2,9002,850

120
134 133

157

2,6282,793

1,9971,8512,021

852

1,983

916777771

2015 2016 2018
（計画）

2017 （年度）

■ 売上高（億円）　  分譲　  賃貸管理　
 営業利益（億円）

北海道・東北
228戸、10.6%

関東
749戸、34.7%

中部
372戸、17.2%

近畿
480戸、22.2%

九州・沖縄
331戸、15.3%

売上総戸数※3

2,160戸
（2017年度）

8.9

6,332

3,330

5,112

6,171

1,095

6.3

25.6

6.7 7.6

13.712.9

6.8

8.5

26.3

35.3
万戸

2008 2009 201720162011 （年度）

管理戸数（万戸）
 グローバルコミュニティ
 旧大和ライフネクスト　
 旧ダイワサービス　
 新大和ライフネクスト　

 管理棟数（棟）

2017年度のグループ
管理戸数は国内第5位※4

売上高／営業利益

1,1601,121

145
130 132

112
1,055

955

■ 売上高（億円）
 営業利益（億円）

2015 2016 2018
（計画）

2017 （年度）

売上高／営業利益売上高／営業利益

地域特性に応じた高付加価値商品を提供
マンション事業は、快適で安全・安心な暮らしの実現と資
産価値の維持を目指し、全国で開発・分譲・管理事業を展開
しています。グループ力を活かした複合開発や、都市再生の
街づくり、アクティブシニア向けマンションの開発など、地域
特性に応じた高付加価値マンションの提供に取り組み、供給 
累計実績は19.7万戸となりました。管理事業では、長期的
な維持修繕やご入居者さまへのサービスの充実に注力し、
2017年度末現在の総管理戸数は35万戸を超え、国内5位と
なっています。

顧客基盤や技術を強みに事業の成長を目指す
住宅ストック事業は、グループの顧客基盤を強みに、これ
まで培ってきた技術と経験による適切なインスペクション（点
検・診断）をコアとして、戸建住宅やマンション、賃貸住宅を
中心に、設計から施工までワンストップで対応するリフォー
ム事業を展開しています。さらに、法人施設のリフォームや
メンテナンスの提案への取り組みを開始し、業容の拡大を図っ
ています。
また、既存住宅を買い取り、機能性を向上させたリノベー
ション住宅の販売を開始するなど、事業のさらなる成長を目
指しています。

事業の特徴と強み 事業の特徴と強み

2017年度の新設住宅着工戸数における分譲マンションは、
2年連続で減少となる中、当社は主に首都圏や地方中核都市
において付加価値の高いマンション供給を強化してきました。
「プレミスト湘南辻堂」（神奈川県）※1では、IoT技術とAIを活用
したスマートウェルネスサービスや生活利便性の高い立地が
好評を博し、第1期120戸を全戸即日申込登録いただきました。
また、コスモスイニシアにおきましては、投資用不動産を保
有されている不動産オーナーさま、または購入を検討されて

いるお客さまに向けて、AIによる一棟投資用不動産価値の将
来予測と投資プランシミュレーションが行える不動産業界初
のサービス「VALUE AI（バリューアイ）」の提供を開始するなど、
新たな取り組みを推進しました。
管理事業では、大和ライフネクストにおいて、PC・スマー

トフォン等を利用してwebにて理事会を開催できるシステ
ム「Web理事会サービス」の提供を開始するなど、ご入居者さ
まへのサービス向上に努めてきました。

国が方針・施策として掲げている「住生活基本計画」に基づ
き、さらなる住宅ストック市場の活性化に向け、グループ統
一の新ブランド「Livness（リブネス）」を立ち上げました。当社
グループ各社が個別に展開してきた住宅ストック事業の情
報を集約し、全国に展開する営業拠点網や不動産仲介ノウハ
ウ、点検・リフォーム技術など、グループで保有する経営資
源を最大限に活用し、お客さまの状況に応じた一気通貫のワ
ンストップサービスを提供。また、リブネス特別仕様として、
物件の地盤や建物構造を検査した結果を踏まえ、最長10年
間の建物保証を付けるほか、新築住宅で培ったノウハウを活
かし、共働き世帯のための「家事シェアハウス」や「しまいごこ
ちイージークローク」など住まい方提案も行っていきます。

これまで強化してきた首都圏エリアに加え、近畿圏エリアにおいても供給を強化します。また、アクティブシニア向け分譲マ
ンションなど、市場の多様なニーズに対応した物件・サービスの提供や、グループ力を活かした複合開発などを強化することで、
事業の拡大に取り組みます。

新ブランド「Livness」の認知度を高め、リフォームや買取再販等の提案強化を図るとともに、オフィスや倉庫など企業保有
資産の点検やリフォーム提案も強化することで受注拡大を目指します。

2017年度の取り組み 2017年度の取り組み

2018年度の取り組み 2018年度の取り組み

地域別売上状況※2 グループ分譲マンション管理物件

リフォーム事例

Before After

買取

販売

仲介 リノベーション 仲介

全国に拡がるネットワークで連携したサービスを展開していきます

大和ハウス工業
（不動産流通事業部） 日本住宅流通 大和ハウス 

リフォーム
大和ホームズ
オンライン

大和ライフ 
ネクスト

マンション管理

大和リビング
マネジメント
賃貸住宅管理・ 
運営、仲介

コスモス 
イニシア

マンション販売、
賃貸、仲介、 
リノベーション

デザイン 
アーク

空間設計／ 
インテリア総合 
提案、販売

※1　当社、神奈川中央交通株式会社、株式会社長谷工コーポレーションの共同事業

戦略の進捗 戦略の進捗
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事業を通じた社会的貢献

事業別概況

6,5006,208

1,170
1,007

1,141

803 5,697
4,955

4,0173,7013,158

2,0691,917
1,767

121

4,095

2,230
173

78
29

2015 2016 2018
（計画）

2017 （年度）

■ 売上高（億円）　  請負・分譲　  賃貸管理　  開発物件売却
 営業利益（億円）

商業施設

売上高／営業利益

取締役 
常務執行役員
下西　佳典

流通店舗事業担当
独自のシステムをベースに、バリエーションを拡大
商業施設事業では、不動産の有効活用を希望する土地オー
ナーさまと新たな拠点を求めるテナント企業さまのニーズを
結び付けて店舗建築をプロデュースする当社独自の「LOC（ロッ
ク）システム」をベースとして事業を全国で展開。豊富な土地
情報と詳細な市場調査によりエリア特性を活かした多様な
施設建築で受注を拡大しています。
グループで展開する商業施設開発では、企画・建設からリー
シング・管理・運営までを一貫して推進。グループ力を活か
した大型商業施設の開発にも注力しています。

事業の特徴と強み

テナント企業さまの事業戦略に対応した適切な出店計画
の提案や、エリア特性を活かしたバリエーション豊富な企画
提案を推進し、店舗以外にもさまざまな用途の物件開発に積
極的に取り組むことで業績を拡大しており、2017年度は、店
舗以外の請負比率が6割を超え、1棟当たり受注単価は3億円
を超えています。
加えて、市街地開発や大型物件への取り組みにも注力し、

業容の拡大を図っています。
また、企画・開発・施工からテナントリーシング・管理・運
営まで一貫して推進し、大型ショッピングセンターをはじめ
とする商業施設を全国で展開しており、2017年度末の貸付
可能面積はグループ全体で615万m2となり、入居率は99%
となっています。

LOCシステムでは、国内73事業所の約700名の営業人員が
全国の約4.8万人の土地オーナーさまと4,000社を超えるテ
ナント企業さまのニーズを把握しています。そして事業部で
は、オーナーさま対応をサポートするオーナー支援グループや、
全国展開を考えるテナントニーズに応えるためのロック推進
グループや大型推進グループがあり、支社・支店と事業部が
連携することで、双方のニーズに適切に対応できる組織体制
となっています。

2017年6月には、グループ組織能力を最大限に活かした戸
建住宅や分譲マンションとの住・商一体の複合開発「高尾サ
クラシティ」（東京都）内で、大型商業施設「iias（イーアス）高尾」
を開業し、地域市民の生活利便性の向上に貢献しています。

今後もエリアの特性を活かしたテナント企業さまのバリエーション拡充と物件の大型化への取り組みを引き続き強化しながら、
店舗以外のさまざまな用途の物件開発にも取り組み、事業拡大を図ります。

2017年度の取り組み

2018年度の取り組み

LOCシステム

事業を通じた社会課題の解決と価値創造
時代のニーズに寄り添うビジネス
当事業はモータリゼーションが急速に進んでいた1977年に

発足。当時は郊外の幹線沿いにファミリーレストランやカー用
品などの店舗を中心に手掛け、町と町を結ぶ主要な道路に、お
客さまが必要とする店舗をつくり、人の流れを活発化させるこ
とで、町の活性化を図ってきました。現在は時代のニーズに合
わせ、店舗の建設は4割程度となり、店舗付レジデンスやホテ
ル、高齢化社会のための介護施設や、待機児童解消のための保
育園、eコマースの拡大による物流施設などの建設も広がって
います。テナント企業さまの事業戦略に合わせ、出店規模に合
致した土地や建物の提案がより重要になってきています。加えて、
地域の特性をいち早く把握し、土地オーナーさまとテナント企
業さまをマッチングさせることで、社会のニーズに応えていき
たいと考えています。

価値創造を支える強み
3つの基盤
● 人財基盤　自己研鑽と積極的な責任委譲
お客さまとの強固なリレーションシップは、自ら土地を調査
して、現場に出向くという「現場主義」による教育法で培われた
ものです。一見、効率が悪いように思えますが、お客さまとの
接点ができれば、大きな強みに変わります。当事業では新入社
員でも早く現場に出てもらい、先輩・上司がフォローしながら、

現場の空気を肌で感じてもらうように努めています。その上で、
従業員それぞれが自ら学びたいというモチベーションを高める
環境づくりが、人財育成において最も大切なことだと考えてい
ます。そのためにも、先輩や上司がいい手本であることを心が
けるとともに、積極的に責任を委譲することが重要です。現場
を通じて人を育てることは、大和ハウスグループの強みであり、
そのDNAは今後も継承していきたいと考えています。

● 顧客基盤　強固なリレーションシップの継続
当事業部の強みは、42年間にわたってLOCシステムを継続
することで培った経験と実績、そしてお客さまとの深いリレー
ションシップです。これまで、約4,000社超のテナント企業さ
まとお付き合いをしてきましたが、それぞれ出店スピードも、
出店規模も異なります。お客さまの求めるスピードや規模に対
応できるような、全国規模の組織があるのは当社グループなら
ではの特徴です。
全国47都道府県に配置した地域の営業担当者が土地オーナー
さまと直接お会いすることで、本当のニーズを肌で感じとるこ
とができるのも大きな強みです。我々の事業は、店舗を建てて
終わりではありません。賃貸期間中は賃料改定、期間満了後の
土地活用についてのご相談など長きにわたります。こうして築
き上げてきた長年にわたる継続したリレーションシップは、当
社グループの大きな強みであり、価値創造の源泉となっています。
お客さまに初めて会ってから契約までのスパンが非常に長
い当事業だからこそ、常に新しいお客さまとの出会いが必要です。
今後も、時代の先の先を見据えながら、お客さまのニーズを先
取りし、当社グループの成長につなげていきます。

● 技術・ものづくり基盤　技術力の蓄積をベースに案件を多角化
技術が大きく進歩する中で、現場で最も重要視しているのは、
安全性です。小売店舗以外にも、ホテル、賃貸レジデンス、介
護施設、病院などさまざまな案件を手掛けていますが、これら
多岐にわたる建設は、技術力の裏付けがないとできません。長
年にわたって蓄積された技術力は、当社グループの大きな強み
です。また、協力会社との長期にわたる関係も得難い強みです。
中には50年以上の付き合いがある会社もあります。これだけ
長期にわたって関係を結ぶことができるのは、当社への信頼感
があるからでしょう。今後もこの関係性を続けることが、当社
の成長には欠かせない要素だと考えています。

店舗付レジデンス
「ドミールCity門前仲町」

ホテル
「ダイワロイヤルホテルグランデ京都」

店舗以外の請負比率（受注金額ベース）

49.8%

2015年度

61.9%

2017年度

戦略の進捗

要望する土地と建物を確保

信頼できる企業と契約

土地活用
希望 出店希望

立地情報提案土地活用提案/
建築請負

プロデュース

大和ハウス
工業

土地オーナー
さま

テナント企業
さま
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事業を通じた社会的貢献

事業別概況

約46.0万m2
約95.6万m2

全国計
約820.7万m2

東北地区

約490.0万m2
関東地区

北信越・中部地区

約31.3万m2
北海道地区

約55.4万m2
中国・四国地区

約60.0万m2
近畿地区

約42.2万m2
九州地区

物流施設の開発敷地面積※3

※3　 大和ハウス工業（単体） 
2017年度末累計実績（施工中・予定含む）

9,300
8,502

960

789
889

680
8,284

7,363

7,3236,7656,206

631645
586

547

8,019

667
612

873
569

2015 2016 2018
（計画）

2017 （年度）

■ 売上高（億円）　  請負・分譲　  賃貸管理　  開発物件売却
 営業利益（億円）

事業施設

売上高／営業利益

取締役
常務執行役員
浦川　竜哉

建築事業担当
リレーション強化により、提案型ソリューションを提供
事業施設事業では、豊富な土地情報を活用して、法人のお
客さまのニーズに応じた施設建設のプロデュースや資産の有
効活用をトータルサポートすることで業容の拡大を図ってい
ます。物流施設事業では当社独自の事業スキーム「Dプロジェ
クト」を展開。常に現場の最前線から高度なソリューション
を導き出し「選ばれる物流施設」を目指しています。
グループ会社のフジタとのシナジーを活かし、お客さまの
ニーズに柔軟に応えながら、医療・介護・福祉・高齢者施設、
食品施設、事業所・工場などにも積極的に取り組み、お客さ
まとの長期にわたるリレーションを活かした提案型ソリュー
ションを提供しています。

事業の特徴と強み

物流施設関連では、全国19ヵ所の物流施設を新たに着工。
物流業界の人手不足問題の解決に向けては、付加価値の高
い次世代型物流施設の開発を進めるため、グループの物流関
連企業を統括するダイワロジテックを設立。在庫管理システ
ムのフレームワークス、アパレル業界向けのフルフィルメン
トサポート業務のノウハウを有する株式会社アッカ・インター
ナショナル、物流ロボットシステム「Butler®（バトラー）」※1 

の独占販売権を保有するGROUND株式会社、配車システ
ムのHacobuなどとソリューションを統合し、AIや IoTを活
用した次世代物流プラットフォーム「Intelligent Logistics 
Center」の構築に取り組みました。また株式会社ママスクエ

アと提携し、施設内に保育施設を設ける取り組みも開始し
ました。
食品施設関連では、食品製造企業さまを対象としたセミナー
を開催するとともに、HACCP※2義務化に向けた安全認証に
適した施設建設の提案を引き続き強化しています。
フジタは、国内での物流施設やインフラ等、海外での宿泊
施設や自動車関連の工場等で大型案件を受注するなど、建築・
土木事業ともに堅調に推移してきました。
※1　「Butler®（バトラー）」はGROUND株式会社の登録商標です。
※2　 HACCP（Hazard Analysis and Critical Control Point）とは、 食品等事業者自らが

食中毒菌汚染や異物混入等の危害要因（ハザード）を把握した上で、原材料の入荷か
ら製品の出荷に至る全工程の中で、それらの危害要因を除去または低減させるため
に特に重要な工程を管理し、製品の安全性を確保しようとする衛生管理の手法です。

物流施設関連では、BTS型・マルチテナント型ともに開発をさらに加速するとともに、AI・IoTなどの先端技術を活用した
「Intelligent Logistics Center」の取り組みを進め、さらなる高機能化・効率化による競争優位性の確保を図ります。また、医療・
介護施設関連でも、従来の介護施設に加え、大型総合病院への提案を強化することで事業拡大を目指します。

2017年度の取り組み

2018年度の取り組み

マルチテナント型物流施設「DPL流山（千葉県）」 物流施設で働く従業員向けの保育施設
（ママスクエアと資本提携）

事業を通じた社会課題の解決と価値創造
世界のサプライチェーン発展をサポート
当事業は、豊富な土地情報を活用して、法人のお客さまのニー

ズに応じたさまざまな施設の建設をプロデュースし、国内外を
問わず業容の拡大を図っています。近年、ものづくりの構造が
変化し、海外生産比率が上昇しています。日本企業のさらなる
発展のために国内外のサプライチェーンのグローバル化を支え
ていきます。
農林水産業における国内就労人口は減少し、日本の食糧自給

率も低下の一途をたどっています。食糧の多くを海外からの輸
入で賄う現在の日本にとって、主にアジアからの冷蔵・冷凍食
品の流通におけるコールドチェーンの維持は切実な課題です。
当事業では、海外のコールドチェーンや食品の品質・鮮度管理
に注力することで、国内外で活動する日本企業を積極的にサポー
トしており、ベトナム、インドネシアでの工業団地開発に加え、
タイ、マレーシアを加えた4ヵ国で常温・冷蔵物流施設の開発を
推進しています。

土地活用で雇用を創出
国内では人口が減少し、少子高齢化が進む中、耕作放棄地も
増加しています。当事業では、転用に専門的な手続きが必要な
土地に物流施設を建設するといった、土地の有効活用により、
地域の雇用創出にも貢献しています。さらに、オフィスとR＆
D（研究施設）の役割を併せ持つ複合施設や、国家戦略特区にお
ける再生・細胞医療分野の医療研究機関の街づくり、地域のコ
ンパクトシティ化推進など、日本が抱えるさまざまな課題を解
決し、価値を創出しています。

グループ全体のリソースをフル活用
当社の強みは、グループ会社と連携しながら幅広い事業展開
ができることです。直近では、フジタとの共同開発の案件も増
えており、今後もますますグループ各社の強みを活かし、相乗
効果を生んでいきたいと考えています。

価値創造を支える強み
3つの基盤
● 人財基盤　現場主義、積極精神の共有
人財こそが企業成長のカギです。従業員は会社を通じてあり
たい自分への自己実現の夢を成就し、会社も従業員の成長を
通じて成長し、社会の役に立ち、世の中へ価値を提供しなけれ
ばなりません。創業100周年に売上高10兆円という壮大な目
標があるように、従業員にも大きな目標を持ってほしいと思い
ます。当社のDNAは、現場主義、積極精神です。「目標に向かっ
てチャレンジしないことを恐れる」という当社の価値観を、従
業員と共有していきたいと考えています。

● 顧客基盤　迅速な顧客ニーズの発掘
事業パートナーとの関係性、社外の人脈形成も非常に重要
です。時にはパートナーとの共同事業でお客さまのニーズに応
えていく必要があります。当社には創業以来長年にわたって培っ
てきたお客さまとのリレーションシップがあり、関係が長くな
ればなるほど、お客さまのニーズもよく分かるようになってき
ます。創業商品のパイプハウスがJR（旧国鉄）さまの潜在的なニー
ズを掘り起こしたことで事業が拡大したように、今後もお客さ
まのニーズを先回りしてご提案できるような関係性を目指します。

● 技術・ものづくり基盤　品質・技術・情報力のたゆまぬ向上
最善・最良の商品を提供する上で、技術・ものづくりは最も重

要な基盤です。社員憲章に「品質、技術、情報力の向上に努め」
とあるように、ものづくりの品質、サービスはもとより仕事のあ
り方や従業員自身の資質に至るまで、私たちは日々向上に努め
なければなりません。
環境に配慮した建築にも積極的に取り組んでおり、2017年
度は一般社団法人日本建設業連合会が主催するBCS賞で当社
が担当した「YKK80ビル」が受賞しました。加えて、米国グリー
ンビルディング協会が開発・運用するLEED－CSについても「プ
ラチナ認証」を受け、両賞とも当社グループ初の受賞となりま
した。また、当社ではオリジナルの免震装置（DKB弾性すべり
支承）をいち早く導入しており、東日本大震災の折も、お客さ
まのBCPを支え、物流体制をいち早く整えることができました。
今後も、変化し続ける時代のニーズや最新技術を把握し、も
のづくりや技術継承のお手伝いをするという使命を果たします。

戦略の進捗
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事業を通じた社会的貢献

事業別概況

その他事業

グループ一体で、総合的なソリューションを提供します
創エネ・省エネ・蓄エネ・発電・電力小売のノウハウと、グルー

プの建設技術・顧客基盤を活かし、太陽光発電所・メガソーラー
の建設をはじめ、事業者が抱えるエネルギーの課題を解決す
るソリューション事業を提供しています。その中でも、建設・
運営・維持管理にわたるワンストップサービスを展開する太
陽光発電事業「DREAM Solar（ドリームソーラー）」は、当社グ
ループの総合力を活かしたものです。また、電力の全面自由
化により、新電力として電力販売にも力を入れています。

環境エネルギー

255.1MW／227ヵ所
（2018年3月31日現在） ※　グループ16社の合計

太陽光・風力・水力発電所の発電容量（稼働中のみ）※

多彩な商品とサービスで建設市場をサポートします
物流事業では、全国82ヵ所に物流センターを配し、高品質
な建築・建材物流を展開。IT活用によるコストダウンやリー
ドタイムの圧縮などにより現場作業をサポートするとともに、
環境負荷を抑えた物流を提案しています。
インテリア事業は、業界最大規模の571名のインテリアコー
ディネーターを擁し、お客さまニーズと時代の流れを捉えた
空間を創出。各種イベントのプロデュースやリフォーム市場
の拡大を見据えたサービスも展開しています。
ホームセンター事業では、DIY、インテリア、ガーデニング、

ペット、リフォーム、プロ用建材など、地域密着の豊富な商
品を取り揃えるロイヤルホームセンターを展開。次世代環境
配慮型店舗もオープンしました。

建設支援

幅広いターゲットへ向け、新たなブランドを展開
全国46ヵ所で展開するダイワロイネットホテルズは、主要

都市部の駅周辺を基本とするロケーションにこだわった出
店と、高いホスピタリティの提供に努め、高い稼働率とリピー
ト率を保っています。また、外国人旅行者をはじめとしたファ
ミリーやグループなど幅広いお客さま向けに「ラ・ジェント・
ホテル」「MIMARU（ミマル）」など新しいブランドも展開。今
後も新規店舗の開発を全国で進めるとともに顧客満足度を
高め、ホテルチェーンとしての認知度・ブランド力の向上を
目指します。

事業の可能性を追求し、充実の余暇を提供します
全国のDAIWA ROYAL HOTEL（ダイワロイヤルホテル）、

兵庫県の西脇ロイヤルホテルにおいて、地域の自然、季節感、
食、歴史、文化、伝統、産業を広く紹介するリゾートホテル
事業を展開。地域の特性を活かした豊かなリゾートライフの
提供とともに、地元雇用の活性化など地域発展の原動力に
なることを目指しています。

都市型ホテル

リゾートホテル

● ダイワロイネットホテルズ
● ロイトン札幌
● 大阪マルビル（大阪第一ホテル）
● ラ・ジェント・ホテル／ステイ
● MIMARU
（2018年3月31日現在）

52 
business and

 city hotels

（2018年3月31日現在）

（2018年3月31日現在）

● DAIWA ROYAL HOTEL

● 西脇ロイヤルホテル

27 hotels

1 hotel

59店舗

ホームセンター店舗数

スポーツクラブ

（2018年3月31日現在）

高まるスポーツ・健康・美容志向に応え、 
幅広い年齢層が楽しめる場を提供します
フィットネスクラブ事業では、スポーツクラブNASを全国
で展開。子ども向けスクールや60歳以上の会員を対象とし
たコミュニティクラブ、エステティックサロンやホットヨガ
スタジオなど、従来のフィットネスクラブの枠を超えた、幅
広い年齢層の方が楽しめる多彩なコミュニティの創出に取
り組んでいます。

68店舗 27店舗

フィットネスクラブ店舗数 エステティックサロン店舗数

働き方改革の実現を目指して
少子高齢化が進み、労働人口がますます減りゆく日本では、
労働現場における「働き方改革」に大きな期待が寄せられて
います。当社は、医療・介護現場や工場、建設現場において、
ロボット技術を活用した「働き方改革」のモデル構築に取り
組みます。
さらに、AI・IoT技術を活用して街のセイフティーネットを

構築し、誰もが安心して暮らせる社会をつくることを目指し
ています。

ロボット

©Prof. Sankai, University of Tsukuba / CYBERDYNE Inc.  
HAL®はCYBERDYNE（株）が開発・製造する製品です。

物流事業

太陽光発電事業

ロボットスーツHAL®の医療・介護現場や作業現場での使用例

ホームセンター事業

狭小空間点検ロボット
moogle evo（モーグル エヴォ）

インテリア事業

DAIWA ROYAL HOTEL

ダイワロイネット 
ホテルズ（46ヵ所）

ラ・ジェント・ホテル／
ステイ（3ヵ所）

MIMARU大阪 
マルビル

ロイトン 
札幌

ダイワロイヤルゴルフ 西脇ロイヤルホテル

売上高／営業利益

パーキング

（2018年3月31日現在）

利便性と収益力の高い駐車場づくりを通して、 
地域社会に貢献します
不動産の有効活用のひとつとして駐車場開発「D-Parking

（ディー・パーキング）」を手掛けるほか、カーシェアリング
「D-Share（ディーシェア）」を運営し、手軽で便利、環境にも
やさしい車社会の実現を目指します。

53,375台

収容台数

パーキング事業

7,000
6,371

390

168
230

95
5,135

4,588

■ 売上高（億円）
 営業利益（億円）

2015 2016 2018
（計画）

2017 （年度）
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事業を通じた社会的貢献

事業別概況

海外展開エリア

米国・豪州・ASEAN諸国への積極投資により、事業規模の拡大を目指します
1960年代から開始した大和ハウスグループの海外事業は、これまで培っ
てきた経営資源を最大限に活かした事業展開により、世界20ヵ国で業容
を拡大しています。
第5次中期経営計画では「海外展開の加速」を基本方針のひとつに掲げ、
米国・豪州・ASEANを中心に事業を拡大しています。米国では、賃貸住宅
事業を中心に、戸建住宅事業も展開。豪州では分譲マンション開発をして
おり、2018年2月には戸建住宅建設等を展開しているローソングループ
を買収しました。また成長著しいASEAN諸国では日系企業のサポートと
して工業団地やホテル、分譲マンション開発などを進めています。
今後も、当社の高品質な建築を世界の人々へお届けできるよう、グルー
プの強みを活かして事業規模の拡大を推進し、2018年度は売上高2,700
億円を目指します。

賃貸住宅事業で実績を重ね、 
全米を視野に事業の拡大を目指します
賃貸住宅事業では、米国大手不動産会社リンカーン社との
業務提携により、テキサス州で賃貸住宅事業を展開しています。
このほかダラス、シカゴ、ボストンなどでも賃貸住宅事業を展
開しています。

2017年度からは、スタンレー・マーチン社のグループ入りに
より戸建住宅事業を展開。2018年2月には、米住宅会社のフロ
ントドア社の戸建住宅事業を譲受し、事業エリアを拡大してい
ます。

パートナー企業と分譲マンション事業を展開、 
今後は戸建住宅事業も拡大させます
人口の増加傾向が続き、先進国の中でも経済成長が見込ま
れる豪州では不動産開発事業を推進。2015年にシドニー近郊
で開始した事業は、現地の不動産投資管理会社EGファンドマ
ネジメント社、住友林業株式会社、コスモスイニシア3社と共
同で、分譲マンション、商業施設、オフィス、店舗を開発し、2
つのプロジェクトを展開しています。

2017年度には、豪州およびニュージーランドにて、35年に
わたりサービスアパートメント管理運営事業を展開してきた
Waldorf （ウォルドフ）グループがグループ入りしました。
また、2018年2月には、約40年にわたり豪州にて戸建住宅建
設および土地開発事業を行っているローソングループがグルー
プ入りするなど業容を拡大しています。

分譲マンション、工業団地の開発、ホテル建設を通じて、
ASEANの経済成長に貢献します

ASEANでは、日系企業を中心に事業計画策定のアドバイス
や事業運営面でのサポートを行い、進出企業が海外で安心で
きる事業環境を整備しています。経済成長が続くベトナムでは、
分譲住宅ニーズの高まりを受け、高級住宅街ホーチミンのフー
ミーフンエリアにおいて日系企業で初めて総戸数約2,300戸の
分譲マンション販売を開始。2017年からは、ベトナム・ハイフォ
ン市でホテル建設をスタートさせ、日本人駐在員、出張者など
日本企業進出の宿泊ニーズに対応します。

中国では、日本国内で培ったノウハウや技術を活かし「安全・
安心・信頼」をコンセプトに分譲マンションを展開しています。
高品質な住宅に加えて日系企業が開発する街そのものの環境

の良さが、高い支持を集めています。また、中国での実績が30
年を超えるフジタは、日系の自動車産業、電化製品関連企業な
どの生産工場を数多く手掛けており、日系建設企業でトップ
クラスの地位を確保しています。深刻化する環境汚染問題に
対しても、独自の技術力を活かした環境ビジネスの可能性を追
求しています。

正式名称 Stanley-Martin Communities, LLC
所在地（本社） 米国バージニア州レストン
業績（2018年3月期） 売上高 625億円 

営業利益  49億円

正式名称 Rawson Group Pty Ltd.
所在地（本社） 豪州ニューサウスウェールズ 州
業績（2017年6月期） 売上高 490億円 

営業利益  58億円

海外事業

マレーシア
建設事業 

戸建住宅・工業化住宅研究開発 
物流施設開発事業

スリランカ
建設事業

インド
建設事業 

不動産市場調査

カタール
建設事業

ケニア
建設事業

香港
建設事業

アラブ首長国連邦
建設事業

タイ
建設事業 

物流施設開発 
物流施設運営管理 
戸建住宅事業

フィリピン  建設事業

シンガポール   投資事業

ニュージーランド
サービスアパートメント事業

メキシコ
建設事業
環境事業
不動産開発事業
サービスアパート 
メント事業

ペルー
建設事業

米国
不動産開発事業
賃貸住宅事業
戸建住宅事業
海外建設技術調査

中国
サービスアパートメント事業、ホテル事業
アウトソーシング事業、不動産開発事業、不動産管理事業
工業化住宅部材製造販売、建設事業

韓国
賃貸住宅事業
建設事業

豪州
不動産開発事業
サービスアパートメント事業 
戸建住宅事業　　

台湾   商業施設事業 
不動産活用事業 
建設事業

インドネシア
建設事業 
工業団地開発事業 
レンタル工場事業 
物流施設開発・運営管理
不動産開発事業

ベトナム   建設事業 
工業団地開発事業 
アウトソーシング事業 
レンタル工場事業 
不動産開発事業 
サービスアパートメント事業

ミャンマー
建設事業

不動産開発事業

  海外グループ会社
  海外事業所・駐在員事務所

（2018年6月30日現在）20ヵ国

米国

豪州

ASEAN・中国

ミッドタウンプロジェクト
（ベトナム・ホーチミン市）
（完成予想図）

グレース・レジデンス（中国・常州市）

スタンレー・マーチン社 概要

ローソングループ 概要

売上高／営業利益

150

2,700

2,31025

106

1,116

2016 2018（計画）2017 （年度）

売上高（億円）
■ 米国　■ 豪州　■ ASEAN　■ 中国　■ その他

55
41

202
361

461

260
186

783

445

634

446

566

798

375

689

 営業利益（億円）

賃貸住宅
ノースクラーク（シカゴ）

分譲マンション開発
フラワー・ミル・オブ・
サマーヒル

スタンレー・マーチン社が展開する
戸建住宅（イメージ）

ローソングループが展開する戸建住宅（イメージ）

注　売上高の合計には調整値を含みます。
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株主価値創造3

攻めと守りのバランスを維持しながら、
株主価値の創造に努めます。

CFOメッセージ

大和ハウスグループは、社会に必要とされる商品やサー
ビスの提供を通じて、株主・お客さま・従業員・取引先・社
会に対する価値創造を行い、企業価値を向上させることを
目指しています。
その実現のために、「人・街・暮らしの価値共創グループ」
として社会のニーズに応じた幅広い分野で事業を展開し、
積極的なイノベーション・新規分野の開拓を進めること（社
会的貢献）、ならびに中長期的かつ安定的に資本コストを
上回る経済的価値を生み出すこと（株主価値創造）の両面を
高い水準で維持・向上させる最良のコーポレートガバナン
スを追求するとともに、その充実に向け継続的に取り組ん
でいます。

CFOに求められる会計・決算・税務申告等のオペレーショ
ンやその統制を中心とした「守りの役割」と、事業・財務戦
略の立案やその推進を中心とする「攻めの役割」、双方の品
質を維持しながら効率化を図るとともに、経営戦略の策定・
遂行と内部統制のバランスを保ってまいります。特に今後
は「攻めの役割」である戦略機能をより高めていきたいと考
えています。会社全体、あるいは事業の将来像を洞察し、経
営戦略と財務の整合性、事業ごとの特性やリスクの顕在化、
複数の将来シナリオの提示などを通して当社の意思決定に
貢献していきます。

積極投資と強固な財務基盤の両立

株主価値をより高めるためには持続的な成長が不可欠で
あり、そのため積極的な成長投資と強固な財務基盤をバラ
ンスよく両立させることが事業運営を行う上で重要になり
ます。安定的に成長投資資金を調達するには強固な財務基
盤を確保し続けなければなりませんが、当社は格付けでAA※

という高い評価をいただいていますので、これを維持するこ
とで金融危機のような有事の際でもスムーズに資金調達を
行うことが可能になります。
こうした観点から、当社ではROEを重要な経営指標のひ

とつとして捉え、株主資本の有効活用を目指すとともに、
財務健全性を計る指標であるD/Eレシオを0.5倍程度とし、
株主資本と有利子負債の適正なバランスを保持し続けるこ
とを目標としています。第5次中期経営計画（2016～2018
年度）では、ROE10％以上を目標としていますが、2016年
度は16.3%、2017年度は17.0%と大きく目標を上回る結
果となりました。

代表取締役専務執行役員／CFO　香曽我部　武

第5次中期経営計画（2016.4～2019.3）　投資計画

（億円）
3ヵ年当初計画 2ヵ年累計実績 進捗率（%） 修正投資計画

賃貸住宅 1,000 347 34.7 500
商業施設 1,400 1,006 71.9 1,500
事業施設 3,600 2,815 78.2 4,000
海外 1,000 844 84.4 1,200
合　計 7,000 5,013 71.6 7,200

不動産開発投資の進捗状況
（億円）

2016年度実績 2017年度実績 2018年度計画 3ヵ年累計計画
賃貸住宅 78 212 212 503
商業施設 78 121 173 373
事業施設 873 547 612 2,032
合　計 1,030 881 998 2,909

開発物件売却の状況

（億円）

賃貸住宅
1,000

商業施設
1,400

事業施設
3,600

海外事業
1,000

設備投資
1,500

M&A
500

7,000 不動産開発（海外含む）3ヵ年計画
（当初計画）

3ヵ年計画
（2018.5修正）

2ヵ年累計実績
（2016.4～2018.3）

500 1,500 4,000 1,200 2,000 800
7,200

347 1,006 2,815 844 1,502 365
5,013 

合計 9,000億円

合計 1兆円

合計 6,881億円

※　（長期）発行体格付： 株式会社格付投資情報センター（R&I）　AA－ 
株式会社日本格付研究所（JCR）　AA

〈われわれの責任〉

ここで私が申しあげたいのは、われわれには責任があるということ
です。
第一は株主に対する責任、第二は債権者への責任、第三はわれわれ従
業員の生活を保証し、その家族に対して、生活の安定を与えるべき責
任であり、第四は社会に対する責任であります。したがってわれわれ
は、会社をいっそう成長発展させ、利益をあげて、それを社会に還元
すべき義務を負っているのです。
積極精神の涵養（かんよう）も、スピードもそして原価意識も、われわ
れが企業発展に必要とするあらゆるものは、ここから生じてくるも
のです。ですからわれわれには、決して放漫な経営は許されません。

（引用：1963年10月29日  創業者・石橋信夫「わが社の行き方」）
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CFOメッセージ 資本政策の基本方針

2019年度からの第6次中期経営計画の期間中は、2019
年に予定されている消費税の再増税、2020年の東京オリン
ピック・パラリンピック以降の建設需要減少といった事業
環境の変化が予想されます。これまでと同様の高いROE水
準を維持するためには一層の成長と利益の増大が必要とな
りますので、引き続き株主資本の有効活用や資本効率の向
上を図り、株主価値の創造に努めてまいります。
成長投資については、2017年度末で2年累計投資額は全
体で6,881億円となっています。この2年間の投資実績や市
場動向を勘案し、2018年5月に、第5次中期経営計画の3年
間の投資額を全体で9,000億円から1兆円に増額しました。
不動産投資については、業績に寄与してきたことから、投
資機会も増え、予定より進捗が早まっており、200億円増
額の7,200億円と過去最高額の投資となる予定ですが、す
べての分野で増額するわけではなく、物流施設投資に400
億円、海外投資に200億円の増額をする一方で、賃貸住宅
投資は減額しています。成長投資については市場動向や事
業機会を見極めながら、メリハリをつけた投資を行ってい
きます。
また不動産投資においては、リスクマネジメントが重要
となります。当社では、取締役会の決議基準に満たない案
件については、不動産投資委員会において事業性およびリ
スクを評価しています。投資基準として、IRRをハードルレー
トに設定し、委員長である芳井社長を筆頭に、事業性を理
解している営業部門責任者、建築費の妥当性を判断する技
術部門責任者、そして私がさまざまな視点から投資案件の
チェックを行った後に、投資を判断する仕組みとなってい
ます。今後も可能な限り精度の高いリスク評価ができるよ
う努力していきます。
またM&Aについては、投資計画を500億円から800億円

に増額しました。M&Aは、事業拡大を続けていくためには
欠かすことができませんが、当社のM&Aにおける判断基準
は、「将来にわたって社会が必要とする事業または企業」で
あり、「Win-Winの関係を築く」ということを重視しています。
そして、その投資判断や実務については、情報の秘匿性を
確保しつつスムーズな交渉ができるよう、事業開発部に設
置した投資企画室という独立した専門部署が相手企業との
折衝や法務、財務、税務などのデューディリジェンスを行っ
ています。

経理部門の役割

創業者・石橋信夫は「経理・財務は扇の要」と言い続け、全
国に81ある支社・支店には必ず経理出身の管理責任者を配
してきました。そのため当社の経理部門は一般の企業とは
異なり、会社のリスクや戦略について意見できるというや
りがいのある環境にあります。
管理責任者には、支店長の考え方や方針をしっかりと理
解しそれを輔佐するだけでなく、経営判断に異論がある場
合には、リスクヘッジの観点から自らの意見をはっきりと
伝えるという難しい役割が求められています。そのためには、
事業戦略として経営判断のための知識と、現場における業
務を推進・管理するための知識の双方を備えていることが
大切です。経理部門ではこうした人財育成のために、本社
と事業所の双方で経験を積めるようなジョブローテーショ
ンを行っています。CFOとしてこの経理組織を維持してい
くことも大切な役割であると考えています。

株主還元について

当社は、事業活動を通じて創出した利益を成長分野へ投
資し、1株当たり当期純利益（EPS）を増大させながら株主価 
値向上を図るということを基本方針としています。そして 
配当性向は、親会社株主に帰属する当期純利益の30%以 
上として業績に連動した利益還元を行い、さらに安定配当
を維持することでお応えしていきたいと思っています。こ
の基本方針に則った成長投資などにより、着実に利益を伸
ばしてEPSを増大させており、2017年度は1株当たり107
円と2009年度から8期連続の増配を達成することができま
した。今後、投資環境の変化によって成長投資の機会が減
少する場合は、自己株式の取得や配当性向の見直しを検討
しますが、成長機会が継続する限りは配当性向30%以上を
維持する予定です。
これからも株主・投資家のみなさまのご期待に沿えるよう、

CFOとしてその職責を全うし、株主価値のさらなる向上に
取り組んでまいります。株主・投資家のみなさまにおかれま
しては、今後とも大和ハウスグループの成長にご支援・ご
期待いただきますようお願い申し上げます。

株主還元方針
1株当たり当期純利益（EPS） 1株当たり配当金・配当性向
（円）

41.44

156.40

304.14
355.87 356.45

2009 2015 2016 2017 2018
（計画）

（年度） （年度）

17

80
10
70

30.2

41.0
51.2

92
107 107

1株当たり配当金（円）
60周年記念配当金（円）
配当性向（%）

2009 2015 2016 2017 2018
（計画）

30.030.1

事業活動

利益配分の考え方

営業キャッシュ・フロー

配当性向　30％以上

➡  投資活動利益創出 

➡

株主還元 

➡

9.1%

17.0%16.3%

ROE 10%　当社目標値

ROE 8%　想定する株主資本コストの上限値
グローバル投資家が日本企業に求める
最低ライン※

※　出所：伊藤レポート
2015 2016 2017（年度）

株主価値創造

株主資本コスト（想定範囲）

資本政策の基本方針の概念図

資産 負債

総資産回転率

財務レバレッジ

売上高利益率

D/Eレシオ
0.5倍程度

D/Eレシオ
0.5倍程度

（30%以上）
（30%以上）

再投資

ROE
10%以上

B/S
P/L

売上の成長
FY FY+1

次期B/S

（成長投資の源泉） （成長投資の源泉）

次期B/S
次期P/L

株主資本

売上

当期利益

資産 負債

株主資本

売上

当期利益

内部留保

ROE
10%以上

内部留保

借入余力の増加

株主資本の成長 利益の成長

配当の成長
配当

配当

成長投資に必要な資金の源泉となる、営業キャッシュ・
フローを確保し、一部を株主還元した上で、内部留保
を積み増しし、適正水準の財務レバレッジを維持しな
がら成長分野へ資本を再投資しています。

FY

再投資した資本を株主のみなさまの期待収益率（株主
資本コスト）を上回る資本効率でリターンに結びつけ
ることで、利益や配当の成長につなげるとともに、次
なる成長投資に必要な資本を増加させていきます。

FY+1

安定的な営業キャッシュ・フローの確保 最適資本構成を踏まえたROEの維持・向上 

株主価値創造
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株主価値創造

財政状態および経営成績等の分析

（MD&A: Management’s Discussion and Analysis of Financial Position and Results of Operations）

財務の状況　 図1

2017年度末の総資産は、前期末比で4,791億円増加し、4兆
350億円となりました。その主な要因は、多くの事業機会を得
た結果、棚卸資産が増加したことによるものです。負債合計に
ついては、前期末比で2,954億円の増加となり、2兆5,214億円
となりました。その主な要因は、社債や借入金による資金調達
を行ったことによるものです。
純資産合計については、前期末比で1,836億円増加し、1兆

5,135億円となりました。その主な要因は、2,363億円の親会
社株主に帰属する当期純利益を計上したことによるものです。

有利子負債残高は、前期末比で1,399億円増加し、7,805億
円となりました。D/Eレシオについては、2010年度が始まる時
点の2009年度末の0.74倍と比較すると、内部留保と2013年度
に実施した増資によって、目安としている0.5倍程度となる0.53
倍へ改善されています。資産の内訳については、賃貸等不動産
の残高が9,783億円となり、近年大きな割合を占める状況となっ
ています。今後も、開発用不動産の取得等により、資産が膨ら
むことが予測されますが、最適資本構成の検証により財務の健
全性維持に努めていきます。

［MD&Aサマリー］
Ⅰ．持続的な成長のための財務の健全性は目標とする水準で推移しています。.......................................................〈財政状態〉
Ⅱ． 投資機会旺盛のため、フリーキャッシュ・フローはマイナスとなりましたが、 
キャッシュ創出力は確実に向上しています。 ..................................................................................................................〈キャッシュ・フロー〉

Ⅲ．資本の効果的な活用の徹底により、回転率と利益率が改善し、ROEが向上しています。 .............................〈損益の状況〉
Ⅳ．成長性と収益性の観点から最適な事業ポートフォリオを構成しています。 .......................................................〈事業別経営成績〉
Ⅴ．収益機会拡大と経営基盤強化のための投資にも積極的に取り組んでいます。 .................................................〈投資の状況〉

Ⅰ. 財政状態
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注　 本項目は2010年度から2017年度までの8期における財政状態および経営成績を分析しています。財務データの一覧はP.91-92の「財務ハイライト」をご参照ください。

流動資産合計 6,787
流動負債合計 3,446

固定負債合計 9,545

純資産合計 6,177

総資産1兆9,169億円

固定資産合計 12,381

流動資産合計 17,300
流動負債合計 11,983

固定負債合計 13,231

純資産合計 15,135

総資産4兆350億円

固定資産合計 23,050

2017年度末2009年度末

①

②
③

①

②

③

③
④

純資産合計 15,135

純資産合計 6,177

▶現金・預金 1,797

その他資産 5,626

固定資産 3,713

その他負債 7,270

有利子負債 4,583
賃貸等不動産 4,275

売上債権  3,603
現金・預金 3,308

その他資産  9,543

棚卸資産 7,842

賃貸等不動産 9,783

固定資産 6,269

仕入債務 4,794

その他負債  12,614

有利子負債 7,805

2017年度末2009年度末

①

①

③

③

①

②
③

②
棚卸資産 3,000
売上債権 758

仕入債務 1,138

図1 　バランスシートの比較
流動・固定分類

機能別分類

①流動比率は197%から144%へと低下。

②固定比率は200%から156%へと低下。

③ 固定長期適合率は78%から82%へ上昇。

④ 自己資本は6,168億円から14,745億円へと
成長。

① 運転資本（売上債権＋棚卸資産ー仕入債務）
は、2,620億円から6,652億円へと増加。

② 有利子負債は4,583億円から7,805億円へと
増加しているものの、自己資本に対する比率
（D/Eレシオ）は、0.74倍から0.53倍へ低下。

③ 賃貸等不動産を増加させつつ、自己資本に
対する賃貸等不動産および固定資産の比率
は1.29倍から1.09倍へと低下。

キャッシュ・フローの状況　 図2・3

2017年度における営業活動CFは、3,001億円となり、前期
に比べ124億円増加しました。自己資本に対する営業活動CFは、
前期の22%から2ポイント低下し20%となりましたが、高い水
準で推移しています。
投資活動CFについては、第5次中期経営計画における投資

計画に基づき、賃貸等不動産等の取得や、不動産開発事業への
投資を2,206億円実行したことなどにより、△3,136億円とな
りました。その結果フリーキャッシュ・フロー（営業活動CF+投
資活動CF）は△135億円となり、社債の発行や借入等による資
金需要への対応によって財務活動CFは418億円となりました。
これらの結果、現金及び現金同等物の2017年度末残高（休
日調整後）は前期末から305億円増加し、2,438億円となりま
した。

企業価値・キャッシュ創出力　 図4・5

キャッシュ創出力を示す減価償却前の営業利益（EBITDA）※1

は4,113億円となっており、キャッシュを生み出す力は着実に
成長しています。今後についても、有利子負債の水準を一定程
度に維持しつつ、優良な投資案件への積極的な投資を行うと
いう方針を継続するとともに、新たな収益の柱を育てることに
よって、キャッシュ創出力をさらに高め、企業価値を向上させ
ていきます。

2017年度末の企業価値（EV）※2は、時価総額2兆7,315億円
にネット有利子負債4,497億円を合算し3兆1,813億円となっ
ています。
企業価値とキャッシュ創出力の倍率を示すEV/EBITDA倍率
は2017年度末で7.7倍となっています。

基本的な考え方
キャッシュ・マネジメントの基本的な考え方としては、事業
活動によるキャッシュ創出額を基準として投資を行うことです。
優良な投資機会に対しては、積極的な投資を行う必要があり、
外部から調達する資金を含めて投資枠の設定を行っています。
そのため、D/Eレシオが一時的に0.5倍を超えることがありますが、
中長期的には、0.5倍程度として有利子負債の水準をコントロー
ルし、成長投資と財務健全性の維持の均衡を図っています。

Ⅱ. キャッシュ・フロー（CF）

※2　企業価値(EV)＝時価総額＋ネット有利子負債

※1　償却前営業利益（EBITDA）=営業利益＋減価償却費

営業活動CF（休日調整後）　　　投資活動CF　　　
財務活動CF　　　フリー CF
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図2 　キャッシュ・フロー
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図3 　自己資本に対する指数（自己資本を1とした場合の比率）
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図4 　償却前営業利益（EBITDA）／営業利益
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株主価値創造

財政状態および経営成績等の分析

Ⅲ. 損益の状況

売上高／総資産回転率　 図6

売上高は3兆7,959億円となり、2010年度からの8年間にお
ける年平均成長率は11.7%となりました。
総資産回転率※1については、2010年度から2012年度までの

3年間の推移に対し、2013年度から2017年度までの5年間は僅
かながら改善傾向が見られます。
しかしながら、さらなる回転率の改善のため、たな卸資産の
販売促進や投資不動産の売却、政策保有株式の売却など、資
産の効率的な活用の徹底に引き続き取り組んでいきます。
※1　総資産は期中平均

売上総利益／営業利益率　 図7

売上総利益は7,938億円となり、2010年度からの8年間にお
ける年平均成長率は12.7%となりました。売上高総利益率は、
前期と比べ0.4ポイント上昇し20.9%となりました。また、営
業利益は、3,471億円となり、2010年度からの年平均成長率は
24.3%となりました。営業利益率は前期と比べ0.3ポイント上
昇し、9.1%となりました。これは建設資材や労務費の高騰に
対して、生産設備への投資や生産の合理化等の効果により、原
価率を一定の水準で維持することができていることによるもの
です。

投下資本利益率（ROIC）／
株主資本利益率（ROE）　 図8・9

税引後営業利益（NOPAT）※2は、2,401億円となり、投下資
本（自己資本＋有利子負債）2兆1,020億円※3に対する利益率
（ROIC）は11.4%となりました。当社はROE10%以上を経営目
標のひとつに掲げていますが、D/Eレシオ0.5倍を目安として借
入等を行い事業を展開しているため、事業投資においては投下
資本全体に対するリターンがWACC（株主資本コストと負債コ
ストの加重平均）を上回るように意識をして取り組んでいます。
ROICの維持・向上によって、株主資本に対する利益率（ROE）
の維持・向上に努めていきます。
※2　税引後営業利益（NOPAT）＝営業利益×（1-実効法人税率）　※3　期中平均
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図6 　売上高／総資産回転率
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図7 　売上総利益／営業利益率
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図9 　親会社株主に帰属する当期純利益／ROE
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注　 2015年度は、退職給付債務算定に用いる割引率を変更（1.7%→0.8%）したこ
とにより、849億円の特別損失を計上、ROEを5ポイント程度押し下げています。

Ⅳ. 事業別経営成績

セグメント資産に対する営業利益率　 図12

セグメント資産に対する営業利益率については、住宅ストッ
ク、賃貸住宅、商業施設事業が高い数値を示しています。事業
施設事業については、物流施設等の市場の急成長に対応し、積
極的な投資を行っていることから、現時点における資産利益率
は低い水準となっていますが、今後の投資回収期にはキャッシュ・
フローに大きく寄与してくることを見込んでいます。

収益性分析　 図11

営業利益においては、賃貸住宅、商業施設、事業施設事業の3
つのセグメントで全体の81%を占めています。また、住宅ストッ
ク事業においては、売上高構成比としては2.9%にとどまるもの
の、高い利益率・資本効率（ 図12  ）を示しています。市場の成
長が見込まれる事業分野であるため、住宅ストック事業を中心
としたグループ統一の新ブランド「Livness（リブネス）」を立ち上げ、
積極的に取り組んでいきます。また、戸建住宅、マンション事業
については、人口減少に伴い、新設住宅着工戸数の減少も見込
まれる中、エリアの選択やターゲットの明確化により利益率の
改善を図っていきます。

成長性分析　 図10

2010年度に対する2017年度の利益成長率は、その他事業に
おいて8倍、事業施設において7倍、住宅ストック、商業施設に
おいて3倍を超える水準となっています。賃貸住宅事業におい
ては、8年前において既に高い利益水準にあったため、2010年
度比の成長率は相対的に低く示されていますが、引き続き高い
利益率で推移しています。
また、当社の強みは、事業領域間の隔たりがない事業提案が
できることです。社会の変化するスピードが加速度的に高まる
中で、多様化する建築ニーズに対して、各事業が有する商品・サー
ビスを複合的に組み合わせることや、周辺領域での事業展開に
よって得られる新たな事業機会が今後さらに増加することを
見込んでいます。これらの新たな市場が全社の成長率を牽引す
るよう、全体の収益性とのバランスを考慮しながら成長に向け
た取り組みを進めていきます。

事業投資の状況　 図13

事業投資の状況としては、収益性が高く、高い成長率を示し
ている事業施設事業への投資を積極的に実施しています。次
いで、収益性の高い商業施設、賃貸住宅事業への投資を行って
います。また、これらのコア事業によって創出された資金を活
用し、新たな収益の柱として育成すべくその他事業（海外事業
など）への投資も併せて実施しています。
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図12　セグメント資産営業利益率（2017年度）
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図11　［セグメント別］営業利益率／売上高構成比（2017年度）

戸建住宅　　　賃貸住宅　　　マンション　　　
住宅ストック　　　商業施設　　　事業施設　　　その他

（%：営業利益率）

（全社平均）
9.1%

（全社平均）
396%

230

215
133 1,066

889

132 1,141

（%：対2010年度比利益成長率）
1,200

900

0

600

300

5.00 10.0 15.0 20.0

図10　［セグメント別］営業利益※1／営業利益率／対2010年度比利益成長率
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図13　［セグメント別］総投資額（2017年度）

※1　円の大きさは2017年度の営業利益額（億円）を表しています。

※2　セグメント資産は期中平均

（政策保有株式売却時の判断基準）

（不動産開発投資の投資採択基準の詳細）
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株主価値創造

財政状態および経営成績等の分析

Ⅴ．投資の状況

研究開発投資　 図15

2017年度における研究開発費は87億円となっています。住
宅系事業に係る研究開発費は50億円、建築系事業に係る研究
開発費は28億円、その他の事業に係る研究開発費は8億円です。
基礎・応用研究から新技術・新商品開発、さらにはこれらの新
技術の建築物や街づくりへの活用・検証まで多岐にわたる研究
開発を行っています。

IT関連投資の状況　 図17

IT関連投資については、商品・サービスの付加価値向上、営
業活動への活用、生産工程における効率化、業務の効率化等、
将来の収益の増大やコスト削減につながる要素を非常に大き
く有しているため、今後はさらなる資金の投下と体制面の整備
を併せて、積極的に取り組んでいきます。

設備投資　 図16

不動産開発投資を除く設備投資額730億円の主なものは、生
産効率向上のための工場生産ラインの更新や工場施設の改修
によるものです。生産ラインについては、市場動向や受注動向
などを見定めながら計画的に投資を進めています。特に原価率
や品質向上に影響を与える大きな要素である、主要組立工程
における自動化率のさらなる向上に取り組んでいきます。

従業員への投資・還元　 図14・15

持続的な成長のためには、人財開発投資と従業員の生活環
境の維持・向上が重要な要素のひとつです。2017年度における
人財開発費※1は2010年度比で115%増の5.4億円（単体）となっ
ています（ 図15  ）。また、単体の従業員給与は2010年度比で

434億円増加（1人当たり平均25%、1,788千円増加）しています。
一方で、営業利益に対する従業員給与の比率※2は2010年度
の62%から2017年度においては37%にまで低下し、人件費の
増加率を利益の成長率が大きく上回る状況となっています。結
果として、成長投資への資金確保と株主のみなさまへの利益還
元も増加させることができており、今後も最も重要な成長の源
泉である人財への投資を積極的に進めていきます。

従業員給与（左軸）　　　営業利益（左軸）
営業利益給与比率（右軸）

62 61
57 52 50

43 37

（億円）
4,000

0

3,000

2,000

1,000

（%）
70

60

50

30

10

0

40

20

944 999 1,078 1,109 1,201 1,261 1,379584 648
802

1,040
1,186

1,676

2,379

40

1,318

1,986

2010 2011 2012 2013 2014 2015 20172016 （年度）

図14　営業利益に対する従業員給与比率（単体）

534

730
771

680

529
603

319
277

設備投資額
（不動産開発投資を除く）

（年度）

（億円）
800

0

400

600

200

2010 2011 2012 2013 2014 2015 20172016

図16　設備投資額（不動産開発投資を除く）

79 83 87
77

62
73

6566

4.2 5.44.43.93.7 4.02.52.5

研究開発費　　　人財開発費（単体）

（年度）

（億円）
100

0

50

75

25

2010 2011 2012 2013 2014 2015 20172016

図15　研究開発費／人財開発費

図17　IT関連投資額
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（人財育成に関する詳細）

（技術・ものづくり基盤に関する詳細）

（IT・情報資本の戦略的活用）

P.67-68

（研究開発に関する詳細）P.72
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人事部 人事グループ
グループ長　河崎　紀成

福山支店
支店長　齋藤　英樹

福山支店
経理課長　景山　政英
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エンドレスハートの価値向上エンドレスハートの価値向上

福山支店 齋藤支店長・景山経理課長および人事部 河崎グループ長　座談会

齋藤：　そうですね。本部や事業部は全国をひとつにまとめながら、
さらなる高みを目指しています。支店では、そうした本部方針を
地域特性に合わせたものになるよう考えてから、それを社員と共
有することが必要であると考えています。
　大事なのは、お客さまにとって「エンドレスハート」はひとつし
かない、ということです。過去にそういうケースも経験していま
すが、いろいろな事業部の人間が手を変え品を変えて来られると、
お客さまは困惑されます。この支店制になった最大のメリットは、
やはり現場でお客さまを困惑させずに、多彩な取り組みで最適な
情報を一本化して提供できていることだと思います。
　ブロック制について申し上げると、私が所属しているのは岡山
県から山口県に至る中国ブロックです。お客さま情報、土地情報、
取り組み方法などを身近に共有でき、スピードある対応が可能で
す。お客さまに対してきめ細やかな対応が必要になっている現在
には合っていると考えます。

河崎：　ブロック制を強化するための取り組みは行われているの
でしょうか。

齋藤：　そうですね。ブロック会議が6ヵ月に1回行われるほか、
広島に事業部ごとに集まり、経営数値の確認や、具体的な取り組
みについて現場を意識した情報交換を行っています。

人財育成

河崎：　景山課長は総務経理責任者として、具体的にどのような
役割を果たされていますか。

景山：　支店長が営業で支店を不在にされる間に支店を守る役割
と、責任者クラスへの教育です。経験が浅い管理職も多いので、
基準や規則を徹底して教えています。

河崎：　福山支店では人財育成をどのように考えていらっしゃい
ますか。

齋藤：　個人的には、昨日できなかったことが今日できるように
なれば良いと考えており、人財育成というよりは「人財成長」と表
現しています。あまり系統だてて取り組んでいるわけではありま
せんが、経験の浅い管理職に対しては、一緒に仕事をしている時
を利用して、メンタルマネジメントも含めてお客さま・仕事・チー
ム運営等に対する考え方をFace to Faceで話すようにしています。

河崎：　今回、石橋信夫賞を受賞されましたが、その背景には、そ
うした地道に「人財成長」を促して来られた取り組みが影響してい
るのでしょうか。

齋藤：　高みを目指し、ハードルをクリアするには、どうすれば良
いのかを一緒に考え、行動し、試行錯誤を重ねてきた結果なのか
もしれません。

景山：　支店長方針として「準備と進化」を掲げています。事前に
準備を徹底して物事に取り掛かる、ということですが、数年前と
比較すると一人当たりの仕事量は約3倍に増え、売上高も3倍に
なりました。そうした積み重ねの結果が、業績の伸びとなって現れ、
今回の受賞にもつながったものと考えています。

座談会 　持続的成長を実現する事業所経営

経営陣

事業所長
管理部門

各事業

6つの判断基準※による事業所経営

権限移譲
（スピード経営） 次世代経営者

地域密着

住宅
営業所

集合住宅
営業所

マンション
営業所

流通店舗
営業所

建築
営業所

課題・ニーズ

お客さま・地域社会
※　 6つの判断基準：会社・社員・お客さま・株主・社会・将来にとって良いことか。

営業

設計 工事

事業所評価制度
「経営効率の向上」と「経営基盤の強化」を現場に根付かせるための事業所の
評価制度は、当社グループが今後も持続的に成長を続けるため、「業績評価」
に加えて、「経営健全度」についても幅広い評価項目を設けています。評価結
果は事業所単位で算出され、事業所長や所属する従業員の賞与にも反映さ
れています。

業 
績 
評 
価

● 事業所1人当たり利益／月
● 事業所1人当たり利益／時間
● 対前年同期比伸び率
● 完成棟数平準化率
● 本体着工棟数平準化率
● 全事業部門利益計上特別加算

経 
営 
健 
全 
度 
評 
価

● キャッシュ・フロー
● CSへの取り組み
● 品質面への取り組み・成果
● 安全への取り組み
● 環境への取り組み
● 工場への適正発注
● リスク・コンプライアンス
● 地域共生活動への取り組み
● 受注計上基準の遵守
● 職場環境・労務管理・人財育成

「事業所経営最優秀賞」（通称：石橋信夫賞）に加え、地域
との関わりを深め信頼を醸成するための優れた取り組み
を行った事業所を表彰する「地域共生活動社長表彰」や、
各事業所・工場における環境負荷ゼロのための優れた建
築、街づくりの取り組み事例を表彰する「環境優秀事例社
長表彰」を実施しており、地域社会のみなさまとともに持
続可能な社会の構築に向けた全社的な取り組みも推進し
ています。

　当社は、事業所長が社長の代理人であることを組織上明確にし、
全国81の事業所長に事業所経営における権限移譲を行っていま
す。事業所長は地域に密着してお客さまや地域社会に寄り添うこ
とで新たな課題や社会ニーズを捉え、現場主義によるスピード経
営を実践しています。
　そして、事業所経営における判断基準の共有や経営健全度評
価の導入により、長期的な視野に立ったプロセス重視の健全な経
営の実現を図るとともに、企業倫理綱領・行動規範の徹底により
社員一人ひとりがエンドレスハートの価値を支えています。
　また、業績と経営健全度の両面から審査を行い、最も優秀な経
営を行った事業所を「事業所経営最優秀賞」（通称：石橋信夫賞）
に選定し、毎年3月に行われる全国支店長会議において表彰して
います。2017年度同賞を受賞した福山支店の齋藤支店長、景山
経理課長に、事業所経営の実際について伺いました。

「現場主義」「積極精神」の実践

河崎グループ長（以下：河崎）：　石橋信夫賞受賞、おめでとうござ
います。事業所経営の実際について、改めて伺いたいと思います。
　当社では「企業とは現場を動かす人財あってこそ成り立つ存在」
であり、創業者精神に則り、「現場主義」と「積極精神」に基づき行
動することを徹底しています。実際に事業所を経営されている中で、
この創業者精神が根付いていると思いますか。そしてそれがどの
ような形で生きているのでしょうか。

齋藤支店長（以下：齋藤）：　実は「現場主義」を特別意識はしてい
ませんが、支店の業務は、完成させた建物を作品としてお渡しし、

お客さまに喜んでいただくことです。お客さまが現在あるいは将
来お求めになることを創造するためには、支店から外に出て現場
で積極的にお客さまとコミュニケーションをとり、意見をいただき、
情報を集め考えないと何も描けないと思います。
　私は支店で「率先垂範」を口にしています。いかなる内容であっ
ても机上だけで議論するのではなく、まず現場に出向く。現場で
意見をいただき、情報を集めることが当たり前のように社員に根
付いていると思っています。

河崎：　それは、福山支店というより当社に入社して培われてき
たものと言えますよね。

齋藤：　そうですね。「現場主義」「積極精神」は全員が同じように
考えられているのではないでしょうか。

景山経理課長（以下：景山）：　時には、本部からの方針が首都圏向
けに作られていると感じることもあります。そういう場合は本部
の方針を踏まえながら、それぞれの現場に即して行動しています。
それが「現場主義」ということではないかと思っています。

齋藤：　お客さまへのアプローチも、福山と他地域とでは全く異
なるように、地域ごとに求められることも異なります。今までは、
ひとつの方法で全国への水平展開により同じような商品・サービ
スを提供することでお客さまからご満足いただいていましたが、
今は、地域ごとの特性を活かした方法を考え、実践することが大
切になってきています。その意味でも、私自身営業担当であった
頃から創業者の「現場で物事を考え、探し出せ」という言葉を大切
に実践してきました。「現場」には「答え」があると信じているから
です。

河崎：　「積極精神」についてはいかがでしょうか。

齋藤：　同じく当社に根付いている考え方だと思います。個性や
キャリアによって発揮の仕方はさまざまでしょうが、自ら考え、
動かしていくということは、まさに当社のDNAだと思います。

支社・支店制、事業部制、ブロック制が生み出す強み

河崎：　支店の方針があり、さらに事業部制という、本部からの指
示や方針があります。そこにブロック制がうまく絡み合って、当
社独自の強みが発揮できていると考えるのですが、現場の視点から、
そのマトリックス的な相乗効果は目に見えた形で表れていますか。

事業所（支社長・支店長）への権限移譲によるスピード経営

サステナビリティレポート2018　  P.169-170（CSRマネジメント）
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エンドレスハートの価値向上

事業所と本部の連携

河崎：　企業の使命は「いかにしてお客さまのために、世の中のた
めに役立つか」です。そして、その使命に基づき株主・投資家との
約束が、業績数値や経営計画だと考えます。その約束を果たすた
めには、社員の働きがいと誇りの醸成が最も大切なのではないで
しょうか。ですから、「社員が日本でいちばん働きがいのある会社
にする」ことを実現するには、社員のニーズをいかに正確に把握
できるかが重要です。その点からも、事業所との連携を密にして
いくべきだと考えています。

齋藤：　現場も同じですね。やはり、人財が一番大事ですから。た
だし、これだけの規模の企業なので話が伝わるのもそれなりに時
間がかかります。もう少しフレキシブルに動けたら、連携を図り
やすくなるのではと思っています。

河崎：　人事部として、従業員のモチベーションを上げるために
さまざまな制度を導入していますが、事業所としてはどのように
受け止めていますか。

齋藤：　難しい質問ですね。たとえば、業績を上げていかなけれ
ばいけない中、労働時間を短くしなくてはいけないとなると賛否
両論あるでしょう。一方で、従業員からすると、会社に守られて
いる、何かあったときには人事部が守ってくれるということを感
じていると思います。職場環境の改善が労働生産性の改善につな
がるようになれば、徐々に変わっていくのではないでしょうか。

河崎：　おっしゃる通りですね。これからも事業所と本部の連携
を強化しながら、現場主義によるスピード経営を実践していただ
きたいと思います。本日はありがとうございました。

事業所の評価

齋藤：　ところで、石橋信夫賞の選定基準はどのような内容でしょ
うか。

河崎：　事業所の経営数値による業績評価と、経営健全度評価を
もとに選定します。
　したがって、業績の拡大は勿論のこと、健全な経営に向けて、
長時間労働の改善に向けた生産性の向上、顧客満足（CS）への取
り組み、品質管理、安全性、環境への配慮、地域住民との関係など
がうまくかみあって、初めて選定されることになります。そうい
う意味では実施しなければならないことが多い中、総合的に優秀
な成績を収められたことについて敬意を表します。

齋藤：　3年半前の話になりますが、支店指導会があり、話の最後
に「この支店だったら、10億円くらいいけるかな」と役員から言わ
れたのです。エリアとしてはかなり高いハードルだったので、社
員に伝える前にまずは自分自身の心がまえとしてしっかり準備を
進めました。

河崎：　3年で売上が3倍になったということですね。

齋藤：　結果的にはそうですね。でも、いきなり3倍の量はできま
せんし、3倍になる仕事を急に見つけられるわけでもありませんから、
現場の所長ともいろいろ話をしながら進めてきました。いつも支
店のみなさんに伝えていることのひとつに「飽きず焦らず諦めず
妥協せず」があるのですが、支店の全員と一緒にコツコツと積み
重ねてきた結果ではないでしょうか。

景山：　業績を上げつつ、働き方改革もしなければいけません。AI
やロボットなどの活用や、今後働き方改革にもつながるかもしれ
ない技術・ものづくり基盤の強化についても、しっかり考えてい
かなければいけないですね。

河崎：　ところで顧客基盤という点では、お客さまとはどのよう
にして長期にわたるリレーションづくりを図っているのでしょうか。

齋藤：　大企業の一員ではなく、90名くらいの会社というスタン
スで臨めば、お客さまとの距離も近くなり、求めていることが見
えやすくなると思っています。何をすればお客さまに喜んでもら
えるか、ということを絶対忘れてはいけない。それがないと、長
いお付き合いにはなりませんから。

河崎：　福山支店のCS評価は今、非常に良い評価になっています
ので、そうした意識が浸透しているのだと思います。
　技術・ものづくり基盤について、大切にされていることは何か
ありますか。

齋藤：　現場でものづくりといえば、建設現場です。私は「入口と
出口」と常々言っているのですが、技術と知恵の蓄積には、スタッ
フ全員が入口の段階でもっといろいろな仕事に携わらないといけ
ないと思っています。その繰り返しによって知識と技術力が上が
るからです。最近、福山支店で病院を建てさせていただく案件が
ありました。規模が大きいため、当初は他の地域の取引先の協力
を得るという案も出ましたが、最終的には、福山支店のスタッフと
協力会社で施工することを決め、関係者で十分な準備をして、ひ
とつの作品を納めることができました。従業員と取引先のものづ
くり基盤が強化されたと言えるでしょう。こうした挑戦を続けて

いく先の出口として、いわゆる大きな案件の受注にもつながるの
だと思っています。

ステークホルダーとの関係性

河崎：　どの企業もそうですが、当社もステークホルダーの存在
があって初めて事業が成り立ちます。支店では、ステークホルダー
との関係性について、どのように捉えていますか。

景山：　今は、地域の人 （々地域市民）が困っていることに対応す
るという「地域共生活動」に取り組んでいます。過去の例では、広
島にある福山グリーンライン周辺を里地里山協力隊として、社員
数名でチェーンソーや草刈り機の扱い方を覚えて、整備しながら
桜の苗木を植えたことがあります。赤十字への献血協力も定期的
に行っています。参加人数はまだ少ないですが、いずれは全員参
加の活動にしていきたいと考えています。

河崎：　そうした地域共生活動に、地域市民という立場で参加す
る従業員に対し、評価する仕組みを作らないといけませんね。

齋藤：　清掃活動や里山などももちろん大切な活動のひとつですが、
そういう活動に参加して「価値を生む」というよりは、「世の中のた
めに自分を動かす」という思いでいて欲しいと考えます。たとえば
寄附行為など、自分の行ったことが世の中の人のためになるとい
うことを意識して、個々人が何かに目覚めたらいいですね。それ
も「企業価値の向上」になるのでしょうから。私としては、当社グ
ループが一気通貫で街づくりをできるということは、見えない形
で価値を生み出していると思いますし、それこそが地域貢献その
ものだと思います。

エンドレスハートの価値向上

福山支店 齋藤支店長・景山経理課長および人事部 河崎グループ長　座談会
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エンドレスハートの価値向上

人財基盤

基本的な考え方

徹底した“現場主義”と“積極精神”で社会に貢献できる人財を育成するとともに
働きがいと誇りを持てる職場にします。
当社は、企業理念（社是）において「事業を通じて人を育てる
こと」「企業の前進は先づ従業員の生活環境の確立に直結する
こと」を掲げています。「企業とは現場を動かす人財あってこそ
成り立つ存在」である、これが創業者の信念でありました。
そして、事業を通じて「人」を育てる風土の醸成と「人」が育つ
環境を整えていくことをミッションに掲げています。具体的に
は、働きがいと誇りを維持・向上させるための人事制度を構築し、
従業員が最大限に能力を発揮できる職場環境および生活環境
の確立に努めています。
注　本項目は、大和ハウス工業（単体）の情報を掲載しています。

中長期的に企業価値に影響を与える要素

多様性： 多様な社員が、個々の能力を存分に発揮できる体制を構築する。

従業員の働きがいと 
誇りの向上

職場環境整備
労働時間長時間化の改善と健康経営の推進を通
じ、労働生産性の向上を図る。

● 労働時間長時間化の改善
● 健康経営の推進
● 社員相互の「つながり」強化による生産性向上

生産性向上のための
人財の育成・最適活用

多様性
多様な社員が、個々の能力を存分に発揮できる
体制を構築する。

● 女性の活躍推進
● シニアの活躍推進
● 多様な働き方の提示

人財育成
次世代を担う社員の確保・育成と、経営人財の発
掘・育成を図る。

● 採用力の強化
● グループを含めた経営人財の発掘・育成
● グローバル人財の確保・育成

● 女性の活躍推進
当社グループでは、2020年度末にグルー
プ全体で女性管理職500名の数値目標を
掲げ、女性に対するキャリア形成の支援を
行っています。2018年4月1日現在、グルー
プ全体での女性管理職数ならびに比率は、
302名（4.0%）となり、前年より0.4pt増加しています。

● シニアの活躍推進
2015年度に65歳定年後も働き続けられるように「アクティ
ブ・エイジング制度」を導入し、2018年4月1日現在で123名の
嘱託再雇用者が活躍しています。

● 多様な働き方の確立に向けて
男性の育児参画を目的として育児休業の当初5日間を有給

休暇化した「ハローパパ・ママ」制度を導入し、2017年度の男
性育休取得率は34.2%となり、前年より1.3pt増加しています。
2016年7月には「ハローパパ」や前年度に導入した育児・介護
目的の時差勤務などで両立しながら活躍している社員を紹介
する小冊子「ダイバーシティレポート」を発行し、制度の浸透を
図っています。さらに、テレワークの試行対象の職種を拡大し、
さらなる働き方の多様化を目指します。

● 障がい者雇用率
2018年4月1日現在の障がい者雇用率は2.3%となっています。
個人の特性に応じた配置により、やりがいのある職場環境の実
現と、健常者の理解の醸成に努めています。

なでしこ銘柄※

※　 なでしこ銘柄：経済産業省と東京証券取引所が、女性が働き続けるための環境整備を
行い、女性のキャリア促進に積極的に取り組んでいる優れた企業を選定する制度。

人財育成：次世代を担う社員の確保・育成と、経営人財の発掘・育成を図る。

職場環境整備： 労働時間長時間化の改善と健康経営の推進を通じ、労働生産性の向上を図る。

人財育成については、現場での実践を通じて人財を鍛えあげ
る“現場主義”を基本としつつ、教育体系のもとでOJTとOff-JT
を効果的に実施しています。OJTでは各職場での実践を通して
実務を習得することを目指し、評価制度との連動ですべての階
層の従業員に対して育成の成果を高めています。Off-JTでは自
主自立型の人財を育成する観点から一部の研修で参加者を公
募するなど、階層に応じた研修を実施しています。いずれの教

育も机上の学習で終わることなく、学んだことを現場で活かす
ことを目的としたカリキュラムを構築しています。
また次代の経営者育成については、2005年度より支店長公
募育成研修を実施しており、2017年度末時点で475名が修了
しました。大和ハウス塾については2008年より実施しており、
2017年度末時点での修了者337名の中から114名が執行役員
以上に就任しています。

当社では、これまで「労働時間長時間化の改善」、「健康経営
の推進」、「社員相互の“つながり”強化による生産性向上」を通
じて、職場環境整備に努めてきました。これらを今後も継続し
て実施するとともに、従業員に対して実施する各種アンケート
（従業員意識調査、CSR意識調査など）による従業員の声を通じ
て「会社を信頼できる」、「仕事に誇りを持てる」、「仲間に対して
連帯感を持てる」という3つの視点から社員のモチベーション
のさらなる向上を図るための施策を検討していきます。

一般的な人財育成のプロセス

選抜

選抜

選抜

役員

教育

教育

教育［多様な人財が意欲を持って挑戦できる風土・仕組み］

創業者精神

［創業のDNA］

経営参画型のリーダーシップ

［継承と進化のDNA］

人事制度 人財育成

大和ハウスの人財育成プロセス

選抜

選抜

現場（事業所）

選抜

公募

公募

公募

役員

教育

教育

教育

初級社員育成
管理職･リーダー育成

経営者・幹部候補育成

「創業者精神」と｢凡事徹底｣
「積極精神」に基づいた行動と「凡事」を徹
底できる人財教育を行う。

・新入社員研修
・キャリア採用者研修

・新任責任者研修
・問題予見力強化研修
・チームリーダー研修
・OJTエルダー研修

・大和ハウス塾
・支店長公募育成研修
・新任支店長・事業部長研修

当社グループの経営幹部候補、経営者と
しての資質を養う
次代の経営者育成を目指し｢大和ハウス
塾｣や「支店長公募育成研修」を開講。

知識・スキルの向上、リーダーシップを
養うための実践教育
リーダーに必要な責任者の心構えや専門
知識・スキル強化の教育を実施。

役職に応じた教育カリキュラム

基本方針

CSR意識調査 2016年度 → 2017年度

Q.  私は会社に対して 
愛着を抱いている。 70.85% → 71.19%  (0.34pt  )

Q.  私はこの会社で長く 
働き続けたい。 73.90% → 74.22%  (0.32pt  )

企業理念［社是］  一、事業を通じて人を育てること
 一、企業の前進は先づ従業員の生活環境の確立に直結すること

サステナビリティレポート2018　  P.44-59（従業員との共創共生）

（人財基盤に関する主要データ）P.93
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エンドレスハートの価値向上

顧客基盤

お客さまに誠実に向き合うとともに、良質な商品やサービスの提供に努め、 
常にお客さまの満足と信頼を得るために最善を尽くします。

● オーナーさま向け会員組織の運営
全国のオーナーさま同士の親睦や経営に関する情報交換の場として、オーナーさま向けの会員組織を運営しています。資産活用
の専門家による研修会や相談会の開催、最新情報の提供などを通して、所有している建物のメンテナンスや賃貸住宅経営などの
資産活用をお手伝いしています。

戸建住宅・マンション 賃貸住宅 流通店舗
名称 ダイワファミリークラブ ダイワハウスオーナーズクラブ オーナー会

会員数 23.4万人 全国93ヵ所　35,754人 全国65ヵ所　6,728人

主な活動

・ 会員さま向けインターネットサービス
・ オーナーさまの将来のお住まいに関す
る疑問や、お悩みを解決するための情
報を提供

・ 賃貸住宅経営に関する最新情報の提供
・ 会員さま同士の情報交換、親睦を深め
るための研修旅行など

・不動産の有効活用に役立つ勉強会
・ 会員さま同士の親睦を深める研修旅行
など
注　 テナント企業さま向けには出店商談会などを
開催（2018年3月末現在4,000社を超える取
引実績があります。）

主なオーナーさま向け会員組織

品質保証の流れ（住宅系）

当社は商品とサービスの品質を高めるため、お客さま一人ひ
とりの立場で考える「個客思考」を行動規範としています。お客
さまに寄り添い、生涯にわたりサポートし続ける住宅事業を通
じて培われた姿勢はすべての事業に通じており、建物を末永く
良好に保ち、資産価値を維持し、世代を超えて建物を長期間に
わたり使用していただきたいと考えています。
お客さまの要望にきめ細やかに対応し良品提供を行い、真摯
に向き合う姿勢が、技術力向上や人財育成に結びつき、お客さ
まの信頼を深め、顧客基盤の拡大と事業成長の好循環を生み
出しています。

● 接客品質の向上
お客さまと直接関わる当社従業員が、お客さま一人ひとりの
立場に立って考える「個客思考」を徹底して実践するため、従業
員の全階層にわたって研修会を実施しています。一例として、「CS
ロールプレイング全国大会」を開催し、現場における接客の応
用力強化や知識の共有などを図っています。これらがどのよう
にお客さまに評価いただけているか、アンケートなどを活用・
共有することで、「個客思考」を実践できる人財育成に努めてい
ます。

CSロールプレイング全国大会の様子

お客さま満足の向上
▶ 良品の提供
▶ 長期にわたる品質保証体制の構築
▶ オーナーさま向け会員組織の運営

お客さまとの関係性向上 ▶ CS活動の推進
▶ 接客品質の向上

中長期的に企業価値に影響を与える要素基本方針

基本的な考え方

お客さまとの
長いお付き合い
（顧客基盤）

再受注・お客さまからの
紹介受注

個人のお客さま

土地オーナーさま

テナント企業さま

法人のお客さま

建て替え･住み替え
リフォーム
資産運用･資産承継
戦略的な店舗展開

戸建住宅
マンション
住宅ストック
賃貸住宅
商業施設
事業施設

事業用地活用・
拠点展開

新規受注

顧客基盤の活用

長期にわたるお客さまとのリレーションを通じた「情報力」の強化

顧客基盤の蓄積信
頼
関
係

お客さまの声を 
関連部署で共有

業務
ルールを
徹底

現場における 
応用力を身に 
付ける

商品の質

業務の質社員の質

3つの「質」

お客さまとの関係性向上

● CS活動の推進
お客さまの声を商品やサービスの改善につなげるため、本社と全事業所にCS 委

員会を設置し、お客さまの声（客観的集計および「生の声」）に基づき、月1回の委員
会活動を通じて事例の共有と取り組みのPDCAサイクルを回しています。ほかにも、
商品開発部との連絡会、施工部門との連絡会などでお客さまの声をもとにした改
善提案、実施状況の確認を行っています。このように、各事業所での取り組みを共
有することで全社的な改善活動へと迅速に展開できる体制を整備しています。

私たちは、契約・設計、引渡しなど、お客さまとのさまざまな接点において、お客さまの声をお預かりし、その中から改善要望を
頂戴します。こうしたご意見を社内の各部門で共有し業務改善へとつなげることで、お客さまとの関係性の向上を図っています。

•  入居後の担当営業の訪問状況
•  契約前の営業活動への意見

•  工事現場の整備管理状況
•  進捗報告の実施状況

• 企画提案の内容、方法　• 担当営業の対応

• 引渡し時の品質検査、対応　• アフターサービス員の対応　• 住まい心地、商品への感想

お客さまの声からの
業務改善

契約・設計

引渡し
ご入居

リ
レ
ー
シ
ョ
ン

施
工

お客さま満足の向上

● 良品の提供
当社では、開発、設計・契約、生産・施工、アフターサービス
に至る商品づくりの全工程を対象とした品質向上に取り組ん
でいます。右記のフロー図にあるように、開発や生産・施工など、
工程毎に検査を実施し、品質管理を行っています。

● 長期にわたる品質保証体制の構築
当社では、戸建住宅や賃貸住宅など、建物の構造やお客さま
の状況に応じた長期保証・アフターサービスの仕組みを構築し
ています。建物の外壁や構造体など各部に初期保証期間を設
けるとともに、定期的な建物診断を行っています。

※　 「コンプライアンス・リスク確認」は事業所の技術基盤（安全・廃棄物・品質・設計・施工）
の強化を目的とした取り組みです。

経営ビジョン　 私たちは、「人・街・暮らしの価値共創グループ」として、お客さまと共に新たな価値を創り、活かし、高め、人が心 
豊かに生きる社会の実現を目指します。そして、お客さま一人ひとりとの絆を大切にし、生涯にわたり喜びを分かち
合えるパートナーとなって、永遠の信頼を育みます。

サステナビリティレポート2018　  P.30-43（お客さまとの共創共生）

（顧客基盤に関する主要データ）P.93

市場調査／商品企画

技術開発

設計審査

購買先選定

教育・訓練

提案・設計

契約

生産設計

営業・設計・工事打合せ

現地立会・着手前打合せ

引渡し／ご入居

お客さま満足度調査

定期点検／建物診断

苦情受付・苦情処理

工場生産

検査

出荷

施工店自主検査

工事自主検査

竣工立会

開
発

設
計
・
契
約

生
産
・
施
工

引
渡
し
ア
フ
タ
ー

サ
ー
ビ
ス

生
産
管
理

施
工
管
理

工
事
監
理

各
工
程
に

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
・

リ
ス
ク
確
認※

仕
様
監
理
部
に
よ
る
初
期
流
動
管
理（
新
規
・
変
更
仕
様
の
監
理
）

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
・

リ
ス
ク
確
認※

工
場
内
部

品
質
監
査

購
買
先

品
質
監
査

・
商
品
開
発

・
総
合
技
術

  

研
究
所（
一
部
）

・
生
産
購
買
部
門
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エンドレスハートの価値向上

技術・ものづくり基盤

基本的な考え方

IT・情報資本の戦略的活用

時代の変化を見通し、お客さまのニーズに応える独自技術を育て
「個客価値・社会的価値」を共創します。

強い技術・ものづくり基盤の構築：事業成長を支える基盤、体制を確立し、生産性向上に努めます。

● 事業の成長を実現する技術・ものづくりの5つの柱
2018年度に、技術部門と生産購買部門にて、創業100周年を見据えた重点方針を策定。商品力強化、

技術基盤強化、生産性向上、海外技術力強化、人財育成の「5つの柱」を掲げています。

商品力強化
•  高付加価値商品
•  市街地攻略商品
•   エネルギーゼロの
街づくり

など

人財育成
•  技術経営道場
•  ダイバーシティ 
（女性活躍推進）

など

技術基盤強化
•  働き方改革 
（週休二日、新3K※1）
•  優秀技能者認定制度
•  安全、品質、法令遵守

生産性向上
•  一気通貫BIM※2構築
•  省人化・省力化 
（ICT※3・ロボット）
•  SCM※4改善

海外技術力強化
•  海外人財育成
•  ナショナルスタッフ育成
•  国際調達組織立ち上げ
　　　　　　　など

当社は、工業化建築のパイオニアとして確かな技術とものづ
くりで社会に必要な価値を創出してきました。商品開発から設
計・施工まで、取引先・サプライヤーとの信頼関係に基づくサ
プライチェーンネットワークを通じて、長年にわたり追求して
きた高度な工業化技術とIT技術の活用による「ものづくりプラッ
トフォーム」を構築し、生産性の向上を図っています。そして
徹底した現場主義により、お客さまのニーズに応え課題解決力
の向上に努めています。また、心豊かに生きる社会の実現のため、
価値創造に向けた研究開発にも積極的に取り組んでいきます。

強い技術・ものづくり基盤の
構築

研究開発・知的財産の創出と
管理

取引先･サプライヤーとの
関係強化

▶ 安全・品質を優先したものづくり体制の確立
▶ ものづくり機能の整備・機能向上による生産性向上

▶ ものづくりの一気通貫の最適化・効率化
▶ IoTを活用したスマートコミュニティに向けた取り組み
▶ 事業活動によって蓄積された情報データベースの分析・活用

▶ 取引先との「共存共栄」のさらなる促進
▶ 取引先従業員の労働環境の維持・向上

▶ 世の中の役に立つ技術の研究開発活動
▶  「競争優位性の確保」「競争秩序の維持」「知的財産権の活用」を重点項目とした知的財産の強化
▶  知的財産権に関する権利化・維持・実施許諾などの決定・管理

ものづくりプラットフォーム

総合技術研究所 フジタ技術センター

IT技術の高度利用によるさらなる生産性向上への挑戦

提案 受注

施工物流研究開発／
技術開発

調達設計商品開発 生産

サプライチェーンネットワーク

コア
技術

お客さま

ニーズに応え課題解決力を向上

● IoTを活用した住まいと街づくりへの取り組み
国内住宅市場の減少が予測される中、当社のコア事業の成長
戦略においても、住宅・建築物のゼロ・エネルギー化は重要なテー
マのひとつです。当社では住宅と街の「エネルギーの見える化」

によるスマートコミュニティを開発し、住宅と街の価値向上を図っ
ています。また、家のIoT化やロボット・AI等を導入した次世代物
流プラットフォームの提供など最新ITを活用した社会課題への
挑戦も進めています。

● ソフトウェアロボットによる業務自動化（RPA）
従業員がより付加価値の高い仕事に従事するため、従来の人

手による定型的な仕事を最新のITを使って自動化を進めています。
情報システム部門内にRPA管理チームを設置し、2017年度には
管理部門の業務代行ロボットを13体製作。今後のグループ展開
も見据えて機密情報管理などのセキュリティリスクを考慮した
「RPAツール導入ガイドライン」を策定しました。

IT・情報資本の戦略的活用：IoTやAIの活用により、事業の競争優位性を維持・向上していきます。

● 取引先との「共存共栄」のさらなる促進
裾野が広いバリューチェーンを形成する当社グループにとって、
取引先は欠かすことのできない大切なパートナーです。当社で
は「トリリオン会」「協力会連合会」「設和会」の3つの会員制組織
から成る強固なサプライチェーンを構築し、各組織が重点課題
や目標を定めて取り組みを推進しています。共存共栄の精神の
もとで優れた品質と供給体制を保持することにより、お客さま
からのさらなる信頼獲得に努めています。

● 取引先従業員の労働環境の維持・向上
当社では安全衛生管理規程の運用を基本に、安全管理部や
技術部、設計施工推進部、生産部などの各部門が連携しながら
施工現場における労働環境の改善を継続して進めています。ま
た、取引先の若年技能者育成支援策として「住宅系施工店技能
者育成資金補助規定」を設け、育成資金を補助しています。同
様に建築系の施工体制強化と品質向上および技能者のモチベー
ション向上を目的として、優秀な能力を発揮している技能者を
認定する「優秀技能者認定制度」を設け、技能の認定、日当の増
額などを実施しています。

設和会トリリオン会

大和ハウス
工業

協力会連合会
生産・施工
協力先

4,663社

設備
協力先
149社

資材
調達先
241社

個別指標（抜粋） 2017年度実績 2018年度目標

現場職人育成人数 ①住宅系：484人
②建築系：309人

①500人
②330人

度数率※

（休業4日以上の労働災害）

※　 度数率 :100万延べ実労働時間
当たりの労働災害による死傷者
数で、災害発生の頻度を表す。 2013 2014 2015 2016 2017

（年度）

0.34 0.33 0.32

0.22 0.21

※1　新3K：建設業における、高い
「給料」、長い「休日」、「希望」がも
てるの3項目。３K（きつい、きた
ない、危険）の払拭を目指す。
※2　BIM：Building Information 
Modeling。3次元の建物情報を
作成し、設計・施工～維持管理
までのあらゆる工程で情報活用
を行うためのソリューション。
※3　ICT：Information and 
Communication Technology。 
情報通信技術のこと。
※4　SCM：Supply Chain 
Management。取引先との受発
注プロセスを効率化・最適化する
管理手法。

取引先・サプライヤーとの関係強化：強固なサプライチェーンを構築していきます。

（2018年3月31日現在）

研究開発・知的財産の創出と管理

● 研究開発
・社会課題の解決のため、研究開発活動を推進する総合技術研究所
「環境共生」を研究開発の基本テーマとして1994年に設立し
た総合技術研究所では、明日の社会に不可欠なこと「ア・ス・フ・
カ・ケ・ツ・ノ」をキーワードに、永年培った住宅、建築の独自
技術を活かしながら、農業や福祉、環境などの幅広いテーマに
取り組んでいます。また、異業種や大学とも連携したオープン
イノベーションも積極的に推進し、今までにない新しい価値を
創造する研究活動を進めています。

・「創造技術」で未来をつくるフジタ技術センター
超高層RCや免震・制震などの高品質な建物を、安全に、早く、

安価に提供する「建築技術」、安全・安心な街づくりを支える
基盤研究を進める「土木技術」、人と都市と自然の調和を求め
た「環境技術」をベースに、生産性向上、省人化を進める「ICT・
ロボット技術」を加えた4つの分野で技術研究開発を進めて
います。また、大和ハウス工業と双方の強みを活かした共同
研究開発にも取り組んでいます。

サステナビリティレポート2018　  P.60-71（取引先との共創共生）

企業理念［社是］  一、 近代化設備と良心的にして誠意にもとづく労
ろうどう
仂の生んだ商品は社会全般に貢献すること

中長期的に企業価値に影響を与える要素基本方針

運用中ロボットの事例
・広告物チェック受付・返却
・人事出退勤チェック
・土地取得日登録

など

ノ
ウ
ハ
ウ
の
蓄
積

住宅から一般建築までお客さまのあらゆるニーズに応える
「建築の工業化」に裏付けされた豊富な建築バリエーション

（技術・ものづくり基盤に関する主要データ）P.93
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エンドレスハートの価値向上

環境

基本的な考え方

当社グループは、「人・街・暮らしの価値共創グループ」として
サステナブルな社会の実現を目指し、グループ・グローバル・
サプライチェーンを通じて、環境負荷“ゼロ”に挑戦します。
大和ハウスグループでは、大和ハウス工業の創業100周年にあたる2055年を見据えて、環境長
期ビジョン“Challenge ZERO 2055”を策定。グループ経営ビジョンである「人・街・暮らしの価値
共創グループ」としてサステナブルな社会の実現を目指し、4つの環境重点テーマ（気候変動の緩和
と適応／自然環境との調和／資源保護・水資源保護／化学物質による汚染の防止）に関して3つの
段階（調達／自社活動／商品・サービス）を通じ、環境負荷ゼロに挑戦します。

中長期的に企業価値に影響を与える要素基本方針

1 気候変動の緩和と適応
（地球温暖化防止・省エネ／再エネ）

脱炭素社会の実現に向け、徹底した省エネ対策の推進と再生可能エネルギーの活用によ
りライフサイクルにおける温室効果ガス排出量ゼロを目指します。

2 自然環境との調和（生物多様性保全） 自然資本の保全・向上に向け、材料調達による森林破壊ゼロの実現と緑あふれる街づく
りによる緑のノー・ネット・ロスを目指します。

3 資源保護・水資源保護 資源循環型社会の実現に向け、住宅・建築物の長寿命化と廃棄物のゼロエミッション、さ
らに健全な水循環を通じて、資源の持続可能な利用を目指します。

4 化学物質による汚染の防止 住宅・建築物のライフサイクルを通じた化学物質の適正管理に取り組み、人や生態系に
悪影響を及ぼすリスクの最小化（ゼロ）を図ります。

環境行動計画（エンドレス グリーン プログラム 2018）

主要データ

具体的な取り組み

環境長期ビジョンの実現に向け、中期経営計画の対象期間
に合わせて、およそ3ヵ年ごとに具体的な目標と計画を「エンド
レス グリーン プログラム」として策定し、活動を推進していま
す。「エンドレス グリーン プログラム 2018」（2016～2018年度）

では、全グループ会社を対象に「環境と企業収益の両立」に向け
て、「ライフサイクル思考に基づくグループ・グローバル一体で
の環境経営の推進」をコンセプトに、環境への取り組みを加速
させています。

環境行動計画の全体像

3つの段階での環境活動4つの環境重点テーマ
（社会課題）

社
会
課
題
の
解
決

環
境
と
企
業
収
益
の
両
立

環境を切り口に
収益拡大を図る

事業を通じて 
環境負荷最小化に貢献

グループ一体で
環境リスク最小化

を図る

資源採掘
原材料輸送
資材製造
資材輸送

調 達 商品・サービス自社活動

戸建・賃貸住宅
マンション
リフォーム
商業・事業施設
環境エネルギー

事務・車両
工場・物流
施工・改修
解体
事業施設

環境経営基盤強化

環境リスク管理
（廃棄物管理・公害防止・土壌汚染対策 等）

地球温暖化
防止

大和ハウス
佐賀ビル

資源保護・
水資源保護

自然環境との
調和

（生物多様性保全）

化学物質による
汚染の防止・
土壌汚染防止

Challenge ZERO  
2055
環境負荷 

“ゼロ”に挑戦

● 売上高当たり温室効果ガス排出量を2005年度比58.5%削減
2017年度は、省エネの推進および再生可能エネルギーの拡

大により、目標を達成しました。また新築自社施設でZEB(ネッ
ト・ゼロ・エネルギー・ビル)化を積極的に推進するとともに、
既存施設ではトップランナー事業場による省エネ施策の水平
展開や省エネ投資、運用改善を通じてエネルギー効率の向上
を図っています。今後は、全施設・全事業プロセスにおける売
上高当たり温室効果ガス排出量を、2015年度比で2030年に
45%削減、2055年には70%削減を目指します。

● 建設・住宅業界で世界初、EP100・RE100双方に加盟
2018年3月、国際的なNPO 法人「クライメイトグループ」が

運営するエネルギー効率および再生可能エネルギーに関する
国際イニシアティブ「EP100」「RE100」※1の双方に加盟しまし
た。これは建設・住宅業界で世界初です。EP100では、「事業活
動におけるエネルギー効率を2030年までに2015年度比で1.5倍、
2040年に2倍にする」、RE100では「2030年までに電力使用量
を上回る再生可能エネルギーによる電力の供給（売電含む）を
図り、その後、自家消費に切り替え、2040年までに当社グルー
プの使用電力を100%再生可能エネルギーでまかなうこと」を
目標としています。これらの取り組みにより、脱炭素化に貢献
します。
※1　 「EP100」「RE100」は、国連気候変動枠組条約「COP21」のパリ協定達成を目的に、エ

ネルギー効率の向上や再生可能エネルギーの活用などを推進する国際イニシアティブ。

● 新築の自社施設で電力自給オフィスを実現
2018年2月、再生可能エネルギーでオフィスのエネルギー消

費をすべてまかなえる自社施設「大和ハウス佐賀ビル」が竣工
しました。ここでは、地下から汲み上げた井水と屋上の太陽熱
集熱器による自然空調システム「井水・太陽熱利用ハイブリッ
ド空調システム」を導入。当システムや自然換気により、同規
模の一般建築※2と比べ空調に係る電力消費量を約7割削減し
ます。また、太陽光発電システムと蓄電池を連携させた電力自
立システムを開発・導入することで、電力会社からの買電に依
存しない施設となっています。
※2　 国土交通省が公布した「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」で定める

基準建物。

● 再生可能エネルギーによる発電量が購入電力量の60%以上に向上
2017年度、グループ全体での購入電力量は477GWh/年

（2016年度比1.9%増）、再生可能エネルギーによる発電量は
302GWh/年（2016年度比19%増）でした。その結果、購入電力
量に対する再生可能エネルギーによる発電量の割合は63%と
なり、目標（57%）を達成しました。今後、事業拡大に伴い、購入
電力量の増加が見込まれますが、それ以上の再生可能エネルギー
発電を進め、2030年に発電割合100%を目指します。

28.5
14.3 13.2

11.8
13.4

(t-CO2/億円)

（年度）2005 201720162015

58.5%

 目標　　　実績

30.0

20.0

10.0

0

37%

54%

再エネ率（左軸）（再エネ発電量／購入電力量） 
購入電力量（右軸） ■ 実績
再エネ発電量（右軸） ■ 実績
(%)

（年度）201720162015

 目標　　　実績

456 468 477
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254 302
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57%
63%

1  売上高当たり温室効果ガス排出量 2  購入電力量に対する再生可能エネルギー発電量の割合

科学的根拠に基づく目標「Science Based Targets」の認定取得
2015年の気候変動枠組条約第21回締約国会議で「パリ協定」が採択されました。これを受け、当社グ
ループでは2018年2月に「Science Based Targets」にコミットメント、当社グループの温室効果ガス
排出量の削減目標はパリ協定達成に整合した科学的根拠のある意欲的な目標と評価されました。

サステナビリティレポート2018　  P.104-141（環境との共創共生）
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エンドレスハートの価値向上

当社グループでは「まちの価値を、未来へ」というビジョンをふまえ、地域社会
と「共に創り、共に育む」というミッションを遂行するため、当社各部門とグルー
プ8社で構成される未来まちづくり推進委員会を運営し、マネジメント体制を
構築しています。

2015～2017年度には都市開発事業で実施した全23物件（全開発面積 
804,369m2）において、街並みのガイドライン策定や住民の管理組合の活性化、 
近隣住民との交流支援や自然エネルギーの売電を活用した管理体制の構築など、
ニーズに合わせたさまざまなコミュニティエンゲージメントプログラムを実施
しました。

地域市民

基本的な考え方

事業を通じたコミュニティ発展の支援

地域共生活動

当社では、地域共生活動の実施にあたり、地域の社会課題の認識を深める
ため、まず、地方自治体の市民活動部門や地域組織、NPOなどへのヒアリン
グを行った上で企画を行っています。その上で、地域共生活動を事業所経営
における課題解決にも活かすために、「人財育成」「社内活性化」「地域社会との
関わり強化」などの「ねらい」（副次的な効果）を明確にし、事業所長が中心とな
り活動を展開しています。

2014年度以降は、全国の当社事業所、グループ会社において年間に2,000
件以上の地域共生活動が実施されており、国内だけでなくグローバル企業と
比較してもトップクラスとなる活発な活動を展開しています。

当社は、都市開発とまちづくり事業における土木技術の強みを
持っており、郊外型住宅団地開発や複合的な都市開発を展開し
ています。加えて地域市民との関係構築にも注力しており、全国
の支社・支店で現場主義に基づく地域密着型の事業所経営を行っ
ています。未来に向けた街づくりと、事業所での「地域共生活動」
を通じて、街と地域社会の発展に貢献しています。
こうした社会価値を創出する活動により、地域市民との信頼
関係を蓄積し、地域の事業活動の円滑化と競争優位性の維持・
向上を図り、企業価値向上へとつなげていきます。

経営体制5

社外取締役
籔　ゆき子

代表取締役社長／COO
芳井　敬一

社外取締役
重森　豊

社外取締役
木村　一義

1981年松下電器産業株式会
社入社。同社アプライアンス
社グローバルマーケティング
プランニングセンターコン
シューマーリサーチ担当理事
兼グループマネージャーなど
を歴任し、当社の社外取締役
に2016年より就任。

1967年日興證券株式会社入
社。日興コーディアル証券株
式会社取締役会長などを歴任
し、現在株式会社コジマ代表
取締役会長兼社長代表執行役
員および株式会社ビックカメ
ラ取締役。当社の社外取締役
には2012年より就任。

1974年安田生命保険相互会
社入社。明治安田損害保険株
式会社代表取締役社長などを
歴任し、現在株式会社ワイズ
トータルサポート代表取締役
会長および株式会社ワイズ・
ネットワーキング代表取締役
社長。当社の社外取締役には
2012年より就任。

地域市民との共創共生 ▶ 事業を通じたコミュニティ発展の支援
▶ 地域共生活動

中長期的に企業価値に影響を与える要素基本方針

地域共生（清掃）
686件

（21.6%）

災害被災地支援  62件（1.9%）

地域共生
（清掃以外）

750件
（23.6%）

教育支援
377件

（11.9%）

環境保全
254件（8.0%）

社会福祉
536件（16.9%）

国際協力  281件（8.9%）

人道支援
227件（7.2%）

3,173件

2017年度  
大和ハウスグループ地域共生活動内容

都市開発・まちづくり事業

方針

社会 
価値

企業 
価値

まちづくりVision
～まちの価値を未来へ～

 •  多様化・高度化する都市機能の充実
 •  事業エリアの地域社会の発展

 •  まちづくり・都市開発事業での競争優位性の獲得
 •  各地域での企業ブランド向上
 •  ファン創出など各事業所での事業活動への貢献

事業所での地域共生活動

地域共生活動理念
対話を通じて地域の課題を 
把握しともに行動する

地域市民との信頼関係構築

未来まちづくり推進委員会の体制
参加部門：当社都市開発部門、技術部門、経営管理本部、各事
業部門、情報システム部門、CS統括部門、グループ会社8社

各部門の部門長
（議題についての 
決裁を実施）

各部門から選任された担当者
（各種情報の共有や企画内容の
精査を実施）

サービス企画・
運営体制構築 
ワーキンググループ

ビジョン展開 
ワーキンググループ プロジェクト化

委員会 
（委員長：取締役総合技術研究所長）

担当委員会

事務局

サステナビリティレポート2018　  P.72-91（地域市民との共創共生）

サステナビリティレポート2018　  P.185（まちづくりに関する方針）
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経営体制

社外取締役×芳井社長　座談会

籔：　木村さんのおっしゃるとおり、事業が伸びている時はいろ
いろな知見が必要なので、事業に精通した方が取締役になり、お
客さま・組織・事業のことを理解することは重要だと思います。
必ずしも人数が多い＝良くないということではないし、当社の取
締役会の体制は適切であると思います。

木村：　そうですね。当社の取締役は、抽象的な議論に終始する
ことなく、業務の専門家としての立場と取締役としてのガバナン
スや姿勢を併せ持っていると思います。

芳井：　ありがとうございます。経営体制については取締役会評
価の中でもさまざまな議論をいたしました。私たちが現在自覚し
ている課題のひとつとして女性役員の少なさがありますが、現在
ダイバーシティ推進の取り組みを行っており、籔さんに続いて新
しい女性役員も今後増えていくはずですので、もはや時間の問題
だと思っています。

社外取締役から見た大和ハウスグループの強み

芳井：　意思決定のスピードや
取締役会などの経営体制につ
いてはお話しいただきましたが、
社外取締役のみなさまから見
て、当社の強みは何だと思わ
れますか。

重森：　裾野がものすごく広い点だと思います。当社グループは
業種関係なくベンチャー企業を育てています。自動折り畳み機を
開発した企業やロボットスーツの企業にも出資・支援したりして
いますね。私自身も樋口会長に「ベンチャー企業の方を連れてきて」
とよく言われます。一般的にベンチャー企業からすると大手企業
に吸収される恐れがあるから
慎重になるのですが、当社グ
ループなら独立性・自律性を
維持させながら支援するので、
そこがいろいろな方が頼って
くる所以だと思いますね。

芳井：　先ほど、重森さんがおっしゃっていた「異業種の人脈をつ
なげられるような役割」を果たしていただいていますね。

重森：　はい、ただ異業種交流会でも、もう私を通さず直接樋口
会長のところに話が行ったりしています（笑）。

社外取締役それぞれが考える自身の役割

芳井社長（以下：芳井）：　当社は2012年より木村さん、重森さん
に社外取締役に就任いただき、2016年より籔さんにも就任いた
だいて、現在社外取締役は3名体制となっています。本日は改め
て社外取締役のみなさまに、当社におけるご自身の役割について
お伺いしたいと思います。

重森 豊（以下：重森）：　私は取締役会の中でコンプライアンスの
観点を念頭に、みなさんの意見を聞くようにしています。また、

私は1991年から異業種交流会
を数多く開催し、さまざまな人
財と交流していますので、そう
した異業種との人脈をつなげ
られるような役割も果たせら
れたらと思っています。

籔 ゆき子（以下：籔）：　私は前職 
の家電メーカーでコンシュー
マー向けの商品企画・開発・
マーケティングなどに携わっ
てきました。大和ハウスグルー
プでは、他業界での経験、生活
者目線、そして唯一の女性取締役として、独自の視点からお役に
立ちたいと思っています。

木村 一義（以下：木村）：　私は、
大和ハウスグループのサステ
ナブルな成長、企業価値の向
上に貢献できたらという思い
が強いです。私が考える最も
公平・公正な企業価値とは、や
はり時価総額です。世界からどんな視点で企業価値が計られて、
市場において反映されていくのかを十分に意識しながら、ESGを
含めたさまざまな面で貢献したいと考えています。

芳井：　どの企業でも同じだと思いますが、いろいろな議案や案
件が上がってきた時には、それまで歩んできた自社の見方で考え、
判断する傾向が強くなってしまいがちです。創業者・石橋信夫は「物

事は片方からだけ見るな」と述べていま
すが、まさに社外取締役のみなさまには、
自社とは別の視点からさまざまなことに
気づかせていただいています。

社外取締役から見た経営体制

芳井：　木村さん、重森さん、籔さんにはそのご経験を通じ、さま
ざまな角度から貢献していただいています。そのためにも、率直
に意見交換をしやすい雰囲気を作ることが一番大事だと思ってい
ますが、当社の経営体制について、どのように感じていらっしゃ
いますか。

木村：　取締役会の各議案に対して私も発言の機会を多くいただ
きますが、非常に風通しが良く議論がしやすい環境だと感じてい
ます。この点は他社と比べてもかなり優れていると思います。

重森：　当社の取締役会では、「なぜ大きな案件がこんな短時間に
決まるのだろうか」といつも驚きます。業種の違いはあるとはいえ、
私が元々在籍していた会社だったら１ヵ月ほどかかる案件も、こ
こでは10～20分で決議されます。その背景には、大型案件は予
め投資委員会において、事業性やリスクを評価し、十分に審議さ
れており、取締役会では論点がはっきりしているからだと思います。
また、議長である樋口会長が発言しやすい雰囲気づくりをしてく
ださっていますし、さらに芳井社長も雰囲気づくりに協力されて
おり、これからもっと面白くなりそうな予感がします。

籔：　私は、社外取締役を引き受けて2年になりますが、率直に物
事を言い合える取締役会です。社外取締役は当然いろいろと意見
できますが、大和ハウスのように社内取締役が活発に意見・アド
バイス・質問をされているところはあまり他社では見られません。
さらに案件についても事前に説明してもらえるので、こちらもあ
る程度準備をして会議に臨める点もありがたいなと思います。ま
た重森さんと同意見ですが、取締役の人数が多い中でも意思決定
のスピードは本当に早いですね。

芳井：　人数が多いから決裁が遅いといったことは全くありませ
んし、風通しが非常に良いのも確かですね。

木村：　取締役の人数が多いという点については、一部の投資家
の方々からもご意見としていただいています。しかし、当社グルー
プの事業ポートフォリオを見ていただくと事業分野が多岐にわたっ
ているため、必然的にこの人数になります。また、監督と執行の
分離という考え方もありますが、私は執行とは業務が分かってい
る人で、かつ取締役としてのスタンスを併せ持っていなければな
らないと考えています。そうでなければ、本格的な議論はできな
いとも考えています。そういった点で、取締役が執行を兼務して
いる当社の取締役会は十分に機能していると感じています。

座談会 　新経営体制になって
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経営体制

社外取締役×芳井社長　座談会

従業員一人ひとりが問題に対する感度を高め、上司に報告する
など適切な対応がより一層求められると思います。

木村：　そうですね。世間の目や期待などの目線が、実は最低限
のコンプライアンスやリスク管理の基準になると思います。コン
プライアンスという言葉が「法令遵守」とたびたび訳されますが、
違反していないから構わないというスタンスでは通用しませんし、
高いレベルで物事を考えていくべきです。

重森：　会社が良い状態にある時には「善の循環」があるので、コ
ンプライアンスに関しても問題は起きにくくなりますが、成長が
止まってきた時にコンプライアンス問題は起きやすくなると思い
ます。またリスクと課題からは少し外れますが、芳井社長のよう
に中途入社でありながら社長に就任されているケースは当社規模
の企業ではあまり聞きません。当社には「派閥」というものがなく、
努力や能力次第で正当に評価されています。ある意味、究極のガ
バナンスとも言えますし、また人財育成を行う上で非常に大事な
ことであると思います。グループ会社の社長からも「大した学歴
を持っていない私を社長にしてくれた。だから頑張るんです!」と
言う声を聞きました。なかなか他の企業にはない風土ですね。

芳井：　当社は「働きがいのある会社」を目指しておりますが、そ
の中で大事なことは、上司と部下とがFace to Faceで、距離を縮
めて活発な意見交換が行える雰囲気を作ることです。これを続け
ていけば、先ほど言った教育の効果も出て、従業員がどんどん成
長すると思いますね。同じ言葉でも、奮起させられるか、パワハ
ラと受け取られてしまうか、相手との距離感の違いによって意味
合いが変わってしまいます。人財を育ててDNAを浸透させてい
く上でも、人づきあいの距離感をいかに詰めていくかが求められ
てくると思っています。

籔：　芳井社長がおっしゃられたFace to Faceで距離を縮めるこ
とと合わせて、ITインフラを組み合わせていくことも重要になる
と思います。社内の情報システムについては、AIやIoTの活用がイ
ンフラ整備の基本になっていきますので、そうした人財の確保は
M&Aなどいろいろな形で構築していかないといけないと思います。
また、当社グループが提供しているのは家という究極の生活の場
ですから、人の感覚に合わせて、新しい価値を付加していけるも
のです。そう考えると、いくらでも将来性がある事業だと思います。
たとえば保育所問題・介護問題などの社会・家庭問題を解決する
ためのアイデアを出して、実際の事業につなげてもらいたいです
ね。さらには国際的なサステナブル指標であるSDGsにおいても
「世の中の役に立つ」事業として積極的に取り組んでいくことがで
きると思います。

芳井：　これまでも取締役会やコーポレートガバナンス委員会な
どでさまざまなご意見をいただいていましたが、さらに今回、社
外取締役のみなさまに当社の経営体制についてのお考えや当社
グループの強み、課題などをお伺いすることができました。今後
とも当社グループの経営にご尽力いただければと思います。本日
はありがとうございました。

籔：　私は、「儲かるからではなく、世の中の役に立つからやる」と
いう創業者の経営理念が、現場にかなり浸透しているなと感じま
す。支社・支店や工場、グループ会社などを訪問させていただくと、
誇り・スピード感を持って生き生きと仕事に取り組む現場の方の
姿をいろいろな場面で見ました。そして、事業ポートフォリオに
即した多様なグループ会社があり、そこで従業員の多様性が図ら
れている点が、強みになっていると思います。

芳井：　やはり「多様性」は重要だということでしょうか。

籔：　そうですね。一般的には女性の活躍が中心となってしまっ
ていますが、専門性・スキル・年齢・国籍などをひっくるめて「多
様性」だと思います。先ほど当社の女性役員の登用についてお話
がありましたが、私から提言するまでもなく、現場では既に女性
の活躍を含めて多様性が図ら
れていました。「こんな素晴ら
しいところがあるのか!」と私自
身感じることが多いので、もっ
と社会に向かって取り組み状
況を積極的に発信して欲しい
ですね。

木村：　私はやはり「人の力」が
ベースとしてあると思います。
私も業務を通してさまざまな
従業員と出会うのですが、み
んなアグレッシブですね。また、
経済環境の変化にも対応でき
るくらいに事業ポートフォリオが多岐にわたってしっかりしてい
るのも特筆すべき強みだと思っています。

大和ハウスグループのリスクと課題

芳井：　では逆に、当社グループにとってのリスクや今後取り組
むべき課題は何だと思われますか。

重森：　日本は少子高齢化で人口が少なくなることを踏まえると、
海外事業がどの程度成長していくかが気になるところです。カン
トリーリスクをはじめさまざまなリスクが存在しますが、それを
うまくコントロールしながら、海外事業を大きく伸ばしていける
かが大きなポイントになると思っています。海外事業の収益が全
体の半分ほどになれば、目標の売上高10兆円も達成できるのでは
ないのでしょうか。

芳井：　海外展開を図る上ではグローバルガバナンス体制につい
て考える必要がありますが、グループマネジメント規程などがしっ
かりあるので、まずはそれを現地の人にしっかり勉強してもらっ
ています。そして仕事の進め方・考え方が当社の経営理念に近い
かなどをチェックしています。この2点が最も大切にしている点
です。その中で、当社グループのDNAについても理解していただ
かなければなりませんが、そのためには何度も言い続け、教育し
ていく必要があると思っています。また、事業にあたっては、主管
部門で計画した内容を不動産投資委員会や取締役会等を通じて
議論し、さまざまなリスクや事業性を検証しながら慎重に進めて
います。

木村：　海外戦略については、私は現地化して買収や資本参画も
含めてパートナーシップを組んでいくといいと思います。そのた
めにはどんなパートナーとどんな事業をしていくかの見極めが大
事ですね。海外に出るには、現地の人をもっと登用し人財を育成
することも重要だと思います。

芳井：　現在、人財の採用も積極的に進めています。パートナー
については、事業を行うにあたり当社だけでは困難な部分はサイ
レントパートナーとして入ってもらい、リスクヘッジをしているケー
スも多数あります。

籔：　 私が前職で海外の研究所を立ち上げた時に思ったのですが、
海外の人も企業理念に共感して仕事をしてくれます。だからこそ、
理念をきちんと定着させてから現地に任せる、という流れをしっ
かりさせられれば良いと思いますね。
また、急成長によって大きくなっていると、社会から期待され
ているコンプライアンスなどの水準・基準も同時に高くなります。
それに対して、社会に対する責任を果たさなければなりません。
今ほど注目されていなかった過去では大きな問題にならなかっ
たことも、今では企業の存続に関わる事態になりかねないのです。
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経営体制

コーポレートガバナンス体制

指名諮問委員会　 N 取締役会　 B 監査役会　 A

報酬諮問委員会　 R コーポレートガバナンス委員会　 G

芳井　敬一
代表取締役社長

香曽我部　武
代表取締役 
専務執行役員

B G
石橋　民生
代表取締役副社長

B G
河合　克友
代表取締役副社長
経営管理本部長

B G

A
西村　達志
常勤監査役

G

飯田　和宏
社外監査役

A G
織田　昌之助
社外監査役
（独立役員）

A G

中里　智行
常勤監査役

A G

桑野　幸徳
社外監査役
（独立役員）

A G

平田　憲治
常勤監査役

A G

樋口　武男
代表取締役会長

B N R G

木村　一義
社外取締役
（独立役員）

B N R G

B N R G

重森　豊
社外取締役
（独立役員）

B N R G
籔　ゆき子
社外取締役
（独立役員）

B N R G

7

3 6 3

1
2

代表取締役

常勤
監査役

社外
監査役独立

社外
監査役

独立社外
取締役

B
土田　和人
代表取締役 
専務執行役員
技術本部長

G B
藤谷　修
代表取締役 
専務執行役員
営業本部長

G

取締役会のモニタリング機能を強化するための委員会体制

業務執行に係る委員会（マネジメント委員会）の設置に関する考え方
幅広い事業領域での事業展開を行う上で、取締役会におい
て意思決定したことを迅速かつ適確に実行するための「合同役
員会」、取締役会における意思決定や経営の舵取りに必要とな
る事項の審議機関としての「不動産投資委員会」や全社的な内
部統制システムの監督ならびに運用の実効性確保のための「内
部統制委員会」、「リスク管理委員会」など、業務執行に係る委
員会（マネジメント委員会）を設置し、ビジネス機会への確実性
の高いアプローチとリスクコントロールのバランスを備えた事
業展開に努めています。

合同役員会
取締役会と執行役員の意思疎通を図り、取締役会で意思
決定された事項を適切に執行するための合議体として設
置しています。（議長：社長）

内部統制
委員会

「内部統制システム構築の基本方針」の定めに則った適切
な内部統制の実施のため、その運用状況の報告を求め、監
督します。（統括責任者：社長、委員長：経営管理本部長）

リスク管理
委員会

当社グループの経営に係るリスク発生の予防・抑制、リス
ク発生後の損失の軽減およびそれらを行うためのリスク
管理システムを構築・維持しています。（委員長：経営管
理本部長）

不動産投資
委員会

不動産開発投資事業における資本の合理的かつ効果的な
投資の意思決定に資するため、事業性およびリスクを評
価します。（委員長：社長）

営業本部 技術本部・生産購買本部

田辺　𠮷昭
取締役
常務執行役員

技術本部副本部長
生産購買本部副本部長

B
大友　浩嗣
取締役
常務執行役員

営業本部副本部長
住宅事業全般担当

B
出倉　和人
取締役
常務執行役員

営業本部副本部長
東京本店長

B

堀　福次郎
取締役
専務執行役員

集合住宅事業担当

B
下西　佳典
取締役
常務執行役員

流通店舗事業担当

B
濱　隆
取締役
常務執行役員

環境エネルギー事業
担当

B
浦川　竜哉
取締役
常務執行役員

建築事業担当

B
山本　誠
取締役
常務執行役員

コーポレートコミュニ
ケーション部門担当

経営管理本部

B

有吉　善則
取締役
常務執行役員

総合技術研究所長

B
事業別

売上高構成比

（不動産投資委員会に関する詳細）P.87

取締役会の構成の考え方
当社の取締役会は「多くの人の役に立ち、喜んでいただける」
事業を推進するという創業当時から大切にしてきた考え方に
基づき、これを「人・街・暮らしの価値共創グループ」として経
営ビジョンに掲げ、具現化することならびに将来にわたり継承
する人財を育成することを使命としています。
経営ビジョンの実現のために、業務執行を担う経営幹部は、

現場主義の精神のもと、社会のニーズを常に探求し、取締役会は、
社会が求めるニーズを事業としてどのように具現化するかを審
議・決定しなければなりません。これらの考えから、適確かつ迅
速に実行できる業務執行取締役を中心とした取締役会を構成
しています。

取締役会諮問委員会（ボード委員会）の設置に関する考え方
当社の機関設計は、業務執行取締役を中心としたマネジメ
ント機能と、複数の独立社外取締役および取締役会の意思決
定に投票しない監査役・監査役会を中心としたモニタリング機
能（監督機能）の、両面のバランスを備えています。
その中で指名・報酬に関する事項については、取締役会の機
能の独立性・客観性と説明責任を強化するため、任意の諮問委
員会を設置しています。当諮問委員会は独立社外取締役の適
切な関与・助言を得られるよう、独立社外取締役を委員長とし、
過半数を独立社外取締役で構成しています。
さらに、中長期的な経営課題等幅広いテーマについて、社外
取締役・社外監査役の有する知見を取り込むためのコーポレー

トガバナンス委員会を設置し、自由闊達な意見交換を行って
います。

指名諮問 
委員会

取締役の選解任に関する株主総会に付議される内容およ
び各取締役の評価について、代表取締役から説明を受け、
妥当性を協議し意見を述べています。（委員長：独立社外
取締役）

報酬諮問 
委員会

取締役の報酬等の内容に係る決定に関する方針および株
主総会に付議される報酬等の内容について諮問を受け、
意見を述べています。（委員長：独立社外取締役）

コーポレート 
ガバナンス 
委員会

コーポレートガバナンスや企業経営全般に関するビジョン・
戦略等について、多様な視点、長期的な視点に基づく意見
交換を行っています。（委員長：最高経営責任者（会長））
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経営体制

コーポレートガバナンス体制

持続的な発展のための後継者育成の仕組み

政策保有株式の売却

取締役候補者の選任および 
取締役の解任提案手続き

当社の持続的な発展のための最重要課題は人財育成です。「企
業は人なり」という創業者の教えのもと、階層的な人財育成の
仕組みを構築することに注力しています。経営上の経験や蓄積
したノウハウが途切れることなく継承されることが、健全で持
続的な発展のために不可欠な要素であるとの考えから、各階層

における人財が交わる場を意図的に設けることで常に上位の
職責を意識付け、人財プールの拡充を図っています。
これにより、新たな事業分野への挑戦や、事業領域・事業地
域の拡大に対応できる人財基盤を強化するとともに、有事や経
営環境の変化に即時に対応できる体制を構築していきます。

当社は、相手企業との関係・提携強化を図る目的で、政策保
有株式を保有しています。取締役会は毎年、個別の政策保有株
式について中長期的な経済合理性等を検証しています。その
結果、政策保有株式の銘柄数は2014年度末時点の98銘柄から、
2017年度末時点の75銘柄へと削減しています。

合同役員会
創業者精神の継承と
中長期的な経営責任を
果たすための体制

次世代経営者層

執行役員

取締役

代表取締役

当社では2018年6月に改訂されたコーポレート
ガバナンス・コードの「原則3－1」に基づき、取締
役候補者の選任および取締役の解任提案手続きを
定めています。
取締役候補者の選任を行う際には、独立性・客
観性の確保のため社外取締役3名と社内取締役2
名で構成される「指名諮問委員会」での審議を行い、
その審議結果を踏まえて取締役会で決議を行います。
取締役の解任提案については取締役会にて決議
を行います。

【政策保有株式売却時の判断基準】
株式の保有目的を「取引拡大」「関係強化（仕入先等）」「事業提携」「その他」
に分類し、現在の取引状況をもとに年に1回政策保有株式の保有理由を
確認し、保有理由の薄い銘柄を売却しています。

【CEO職解任手続き】
当社では2018年6月に改訂されたコーポレートガバナンス・コード補充原則４－3③に基づき、CEO職の解任手続きについて定めています。
業績目標に対する定量的な評価やその他の状況を勘案し、指名諮問委員会の開催および審議を行い、取締役会への解任議案付議の要否を審議します。
その後に取締役会に付議し過半数が解任に賛成すればCEO職の解任となります。
なお、それぞれの審議や決議にはCEOは加わりません。 

取締役候補者の選定基準
1.  優れた人格・見識を有し、経営感覚に優れ、経営の諸問題に精通していること
2.  全社的な見地、客観的に分析・判断する能力に優れていること
3.  先見性・洞察力に優れていること
4.  時代の動向、経営環境、市場の変化を適確に把握できること
5.  自らの資質向上に努める意欲が旺盛なこと
6.  全社的な見地で積極的に自らの意見を申し述べることができること
7.  会社法第331条第1項に定める取締役の欠格事由に該当しないこと

取締役の解任基準
1.  公序良俗に反する行為を行った場合
2.  健康上の理由から、職務の継続が困難となった場合
3.  職務を懈怠することにより、著しく企業価値を毀損させた場合
4.  会社法第331条第1項に定める取締役の欠格事由に該当することとなった場合
5.  選定基準に定める資質が認められない場合

取締役候補者
の選任手続き

過去3年間（年度ごと）の政策保有株式売却実績

経営後継者育成研修「大和ハウス塾」

グループ全体で大和ハウス塾より多数の役
員を輩出

取締役会 経営トップの後継者育成

選任

選定報告 監督

監査

助言

連携　

連携連携

提言

情報提供意思決定に基づく
業務執行

選任 選任

監査
諮問

答申

会計
監査

連携
監査

連携内部統制
推進

株主総会

内
部
監
査
部
門

不
動
産
投
資
委
員
会

監督・意思決定機能

業務執行機能

取締役・執行役員
合同役員会

各部門
（本社・事業部門・支社・支店）

会
計
監
査
人リスク管理委員会

内部統制委員会

代表取締役社長（COO）

執行役員

グループ会社

指名諮問委員会
報酬諮問委員会

コーポレート
ガバナンス委員会

全社環境推進委員会
サステナビリティ委員会

内部統制組織執行組織

取締役会 監査役会代表取締役会長（CEO）

監査役
社外監査役

取締役
社外取締役

コーポレートガバナンス体制図

その他の制度・取り組み等

ボード委員会・マネジメント委員会

取締役会・監査役会

コーポレートガバナンス向上のための取り組み

～2010 2016～ （年度）2013～2011～
第3次中期経営計画 第4次中期経営計画 第5次中期経営計画

■取締役の任期を1年に短縮（2001）

■リスク管理委員会の設置（1999）

■全社環境推進委員会（1997）

■コーポレートガバナンス委員会の設置（2012）

■業績連動型有償ストック・オプション発行（2013/2016）

■不動産投資委員会の設置（2008）

■執行役員制度の導入（2007）

■独立役員による株主からの意見の聴取（独立役員への報告会）（2012）

■社外取締役の選任（2012）※社外2名

■女性社外取締役の選任（2016）※社外3名

■取締役会実効性評価実施（2015）

■報酬諮問委員会の設置（2015）
■指名諮問委員会の設置（2015）

■内部統制委員会の設置（2015）
■サステナビリティ委員会の設置（2017）

■ガバナンスガイドライン制定（2015）
■株式報酬制度導入（2016）
■従業員持株会ESOP導入（2016）

■監査役通報システム導入（2016）

年度 売却銘柄数
2015年度 全株売却10銘柄、一部売却6銘柄
2016年度 全株売却8銘柄、一部売却1銘柄
2017年度 全株売却6銘柄、一部売却2銘柄

指名諮問委員会 取締役会
上記の基準に該当するかどう
かを審議し、取締役会へ付議 取締役候補者の選任を決議
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経営体制

報酬・インセンティブ制度の方針 取締役会の実効性評価

報酬方針

報酬体系

目的
当社の取締役報酬は、業績との連動ならびに企業価値創造
の対価として適切なインセンティブを構成することにより、優
秀な経営人財を生み、また確保し、上場企業として持続的な発
展に資することを目的としています。
そして、株主還元に関する基本方針に掲げる「成長投資によ
り1株当たり利益を高めること」の実現に向け、常に全体最適
に基づいた経営判断がなされるよう適切なインセンティブを
構築することを基本姿勢としています。
持続的な発展に向け、時期によっては短期的な利益を犠牲
にするような経営判断が必要となる局面も想定されます。
経営環境の変化に対し、上場企業の経営者として、あくまで
中長期的な企業価値向上に向けた適切な経営判断がなされる
よう、短期的な業績目標達成へのインセンティブとともに、中
長期的な企業価値向上に対する報奨の仕組み（株式報酬）を導
入することで、バランスを備えたインセンティブ制度の構築を
図っています。

内容
各要素の内容としては、
①  固定報酬は、事業規模を踏まえた当社経営者としての職責を
果たす対価として支給します。（短期）

②  年次賞与は「利益を出し、企業を成長・発展させること」の成
果報酬として、連結経常利益の0.5%以内で支給します。（短期）

③  有償ストック・オプションは中期経営計画に掲げる業績目標
と株主価値向上へのコミットメントを高めることを目的とし
て制度を設けています。（中期）

④  株式報酬は、取締役の保有株式数を増やすことに加え、業績
連動部分に株主資本利益率（ROE）を業績連動係数の指標に用
いることで株主価値との連動を図ることを目的として支給し
ます。（長期）

決定プロセス
これらの内容については、独立性・客観性を確保するため、
委員の過半数を社外取締役で構成し、委員長を社外取締役と
する報酬諮問委員会での審議を経て取締役会にて決定します。
また、年次賞与は、当該事業年度の実績に対する役員への支
給額について株主のみなさまの意思をお諮りすべく、毎年の株
主総会議案に上程することとしています。

期間 報酬等種類 指標

短期（金銭） 固定報酬 月額70百万円以内

短期（金銭） 年次賞与 連結経常利益の0.5%以内

中期（株式） 有償ストック・オプション 中期経営計画3ヵ年の業績目標の達成度
（営業利益累計額8,000億円）

長期（株式） 株式報酬

ROEの実績に応じて業績連動部分の交付株式数が変動
〈業績連動係数〉

10%以上※1=1
8%以上※210%未満＝0.5
8%未満=0

※1　当社が第5次中期経営計画に掲げる目標値。
※2　伊藤レポートにおいて提言されている上場企業としての最低限の目標値。

第5次中期経営計画
（2016年度～2018年度）

固定報酬

賞与

株式報酬

有償ストック・
オプション

短期

短期

長期
固定
連動

中期
投
資
制
度

報
酬
制
度
業
績
連
動

アンケート内容については、右記の項目について選択式設問
31問、記述式設問9問となっています。
選択式設問については5段階での評価を行いました（5が最高

評価、1が最低評価）。
相対的に取締役会全体についての評価は高かったものの、ト
レーニング（必要な知識の習得機会）についての評価が低くな
りました。

評価項目

評価結果から得たこれまでの検討事項とその改善状況報酬支給実績※3

各評価項目の状況から、取締役会の実効性は十分確保されているものと評価しました。
一方、取締役会の構成の多様性や変化し続ける経営環境に対する必要な知識の習得等の課題についても共有しました。

2017年の評価結果の概要

当社では2015年より「コーポレートガバナンスガイドライン」
に基づき、取締役会の機能および実効性の向上を目的として
取締役会の実効性評価を実施しています。
評価方法については、全取締役・監査役によるアンケート調
査を行い、その結果ならびに監査役会による評価を踏まえて取

締役会としての実効性評価を実施しています。
2015年および2016年については自社にてアンケート項目の
選定およびアンケートの集計を行っていましたが、2017年に
おいては外部機関の協力を得てアンケートを実施し、回答方法
は外部機関に直接回答することで匿名性を確保しました。

取締役会の実効性評価の概要

評価プロセス

全取締役・監査役による 
アンケート 外部機関による集計

アンケート結果を踏まえた
監査役会による評価

アンケート結果・監査役会に
よる評価結果を踏まえた
取締役会の自己評価

評価結果に基づく検討

評価項目 評価平均点

取締役会の構成 4.5

取締役会の運営 4.7

取締役・監査役に対する支援体制 4.2

トレーニング 4.0

株主との対話 4.5

取締役・監査役自身の職責への姿勢 4.5

取締役会全体に対する評価 4.8

検討事項 改善状況

2015年

当社グループの中長期戦略、グロ―バル戦略の実現に
向けて、専門知識、豊富な経験等を有する社外取締役
の招聘等、さらなる人財の確保

2016年度に新たに外部から、製品の企画・開発・マー
ケティング等に関する豊富な経験を有する人財を独立
社外取締役として1名（女性）、総合商社でグローバル
な事業展開に関する豊富な経験を培った人財を上席執
行役員として1名（男性）、それぞれ迎え入れました。

2016年
取締役会の議案、資料の早期配信および十分な準備時
間の確保

議案、資料の早期配信（取締役会の3営業日前）を徹底
しています。

（百万円）

報酬内容 2015年度 2016年度 2017年度 2017年度
報酬構成比率

取締役固定報酬
（社外取締役除く）

758
（18名）

  756
（18名）

735
（19名） 39.7%

取締役賞与 818
（17名）

1,010
（16名）

986
（15名） 53.3%

株式報酬 －   153
（16名）

129
（15名）  7.0%

※3　 2018年6月28日開催の当社第79期定時株主総会の決議により贈呈した退任代表取
締役に対する特別功労金100百万円を除いています。
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経営体制

不動産開発投資とリスク管理 内部統制

不動産投資委員会の設置

独自の基準に基づいた審議

当社では、不動産開発事業への投資について、その事業性お
よびリスクを評価し、十分に審議検討することにより適切な判
断を期するため、不動産投資委員会を設置しています。委員会
は原則10日に1回程度開催し、委員長は、代表取締役社長が務
めています。なお、会社の意思決定は委員会と並行して行われ
る電子稟議決裁および取締役会決議により行われます。
不動産投資委員会では、稟議および取締役会の意思決定に
資するために、投資金額区分に従い、一定額以上の国内外の不
動産投資案件について審議を行っていますが、「東京オリンピッ
ク・パラリンピック」関連案件、公共性の高い施設等の運営権

などに関する案件（空港、公園、道路などのインフラ施設関連
コンセッション）、このほか、土地・施設が官民いずれのものでも、
社会的な影響が大きいニュースバリューを有する案件は、投資
金額にかかわらず、審議の対象としています。さらに、会社に
大きな風評被害をもたらすリスクを秘めている場合や、共同事
業者の構成により当社の出資比率が低くても実質的に全責任
を負うリスクがある場合等も、金額要件にかかわらず審議の対
象としています。なお、当委員会は2008年より審議を開始し、
2017年度末までに251件の審議を行っています。

審議の際は、該当する案件についての起案部門および関連部
門からの説明などに基づき十分な審議を行います。投資基準に
ついては、IRRをハードルレートに設定し、当該基準をクリアし
た場合に投資実行が採択されますが、同時に、投資実行が当社
の経営理念・経営戦略・ブランドイメージと合致しているかと
いった側面、また、法務リスク、土壌・地下水汚染、地盤リスク、

建築費の妥当性など、多面的なリスク評価（15部門、25項目）
を行い審議します。従って、経済的な観点からはクリアする投
資案件であっても、当該投資実行が当社の目指すべき姿・ビジョ
ンと大きく相違する場合や、環境への影響が大きい場合等には、
当該投資は採択されません。2017年度は保留による再審議案
件も含め、29件の審議を行いました。

リ
ス
ク（
投
資
金
額
ベ
ー
ス
）

【経済的なリスク評価】
・IRRのハードルレートの設定※

+
【多面的なリスク評価（15部門、25項目）】
・経営理念・経営戦略・ブランドイメージとの合致
・法務リスク
・土壌・地下水汚染、地盤リスクなど環境への影響
・建築費の妥当性　など

投資判断のためのリスク評価対象となる主な不動産開発事業

リスク（投資金額ベース）の影響度に応じた審議・意思決定プロセス

分譲住宅、分譲マンション 
などの販売用不動産

土地の購入・賃借、建物建設
による収益不動産

特別目的会社（SPC）などへの
出資を伴う収益不動産

PFI事業、再開発事業、 
土地区画整理事業など

審議

不動産投資委員会で審議

社会的な影響が大きいニュースバリューを有する 
案件は不動産投資委員会での審議対象とする

意思決定

電子稟議決裁

取締役会決議

不動産投資委員会で必要と判断された 
場合や事業地域（海外）等の一部の条件に
よっては取締役会での決議対象とする

高

低

※　 WACC（株主資本コストと負債コストの加重平均）を基準にリスクプレミアムなど
を加味して設定。

内部統制システムの構築と運用

法令遵守・リスク管理体制

当社では、全役職員が法令を遵守した効率的な業務遂行を
行い、大和ハウスグループが持続的に成長することができるよう、
代表取締役社長を統括責任者とする内部統制委員会の規律の
下に、次のような内部統制システムを構築し、実践しています。

（１）リスク管理委員会
本社、事業所およびグループ会社（海外含む）においてリスク
事案が発生した場合には、即時に本社のリスク管理委員会の
事務局へ報告するというルールを設けています。事務局へ報告
されたリスク情報は、速やかに役員や関連部門責任者に伝達
されるとともに、毎月1回開催されている本社のリスク管理委
員会へ報告されます。
また、事業所やグループ会社においても、定期的にリスク管
理委員会を開催し、本社リスク管理委員会の議事内容を水平
展開するとともに、事業所・グループ会社内のリスク管理シス
テム構築や、本社に対する業務改善の提案を行う機能も担っ
てい ます。本社リスク管理委員会と、事業所・グループ会社リ
スク管理委員会の相互補完によって、当社グループのリスク管
理システムはより強固なものとなっています。

（２）コンプライアンス研修
法令知識やリスク管理意識の向上を目指し、コンプライアン
ス研修を積極的に実施しています。具体的には、新入社員・中
堅社員・管理職といった各階層別に必要な知識・素養を養うた
めの階層別研修や、それぞれの部門に関連する法令知識等を
学習するための部門別研修などを行っています。

（３）内部監査
内部監査の専従部門である内部監査室は、事業所・グループ
会社の役職員に対するヒアリング、書類等の確認を実施するこ
とにより、法令および規程等に則った業務が実現されているか
を検証・評価しています。監査の結果、問題が発覚すれば、そ
の点について改善計画書の提出を求め、提出の半年後に当該
改善計画の進捗状況の報告を求めています。

グループ管理体制 監査役による監査
グループ会社の管理についてのルールとして「グループマネ
ジメント規程」を制定し、グループ各社が自主自立の精神をもっ
て事業の発展を図ることを基本原則としつつ、重要事項につい
ては当社に報告を求めることとしています。これにより、グルー
プ各社の機動的・効率的な業務遂行を尊重しつつ、当社による
適度な管理・規律を及ぼして、業務の適正を担保しています。

監査役は、取締役会のみならず、コーポレートガバナンス委
員会や全国支店長会議等の会議に出席しており、また会計監
査人と年4回の意見交換会を実施しています。これにより、当
社の業務執行に関する重要な情報が、逐一監査役に報告され
ることを制度的に担保しています。

取締役会

本社 事業所 グループ各社

監査役会

内部統制委員会

委員長：経営管理本部長
委　員：各事業担当役員

内部統制システム統括責任者
代表取締役社長

内部統制状況の
報告

内部統制状況の
報告

内部統制状況の
報告

内部統制上の不備の
改善指示など

【企業倫理綱領・行動規範に基づく凡事徹底の実践】
従業員一人ひとりが企業理念やシンボルメッセージ「共に創る。共に生きる。」を実践するため、
企業倫理綱領・行動規範、ケーススタディ、内部通報窓口について掲載した教育用小冊子「CASE 
BOOK」を2年に1度作成し、グループ全従業員に配付しています。

2018年4月に第8版を発行し、各職場において朝礼などの機会を活用した読み合わせを通
して凡事徹底に努めています。

サステナビリティレポート2018　  P.142-174（CSR経営の基盤）
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http://www.daiwahouse.com/sustainable/csr/pdfs/2018/CsrManagement.pdf


経営体制

株主・投資家のみなさまとの対話

当社は、経営ビジョンに掲げる「共創共生」の精神のもと、株主・
投資家との目的を持った対話を実現するために、双方向のコミュ
ニケーションの充実を図っています。中長期的な企業価値を判
断するための情報開示に努め、株主・投資家との対話を通じて

いただいた意見・要望については取締役また経営幹部ならびに
社外役員へフィードバックを適時適切に行い、課題認識を共
有し、会社の持続的な成長と企業価値の向上に努めています。

ミーティングでは、「統合報告書2016」で顕在化した課題
について、2015年7月に発足した統合思考プロジェクトで
議論を重ねてきた内容をご説明しました。
売上高や利益(大木に咲く花)と、経営理念・DNAや経営

基盤(大木を支える根)をつなぐ価値創造ストーリー(太い幹)
において、整理された３つの基盤を明示しながら、大和ハ
ウスらしさを各章に盛り込んだ経緯、また将来目指すべき
姿や人財育成の戦略などをご理解いただきました。
参加いただいた機関投資家からは、「既存のコア事業の価
値を創造している人財基盤、顧客基盤、技術・ものづくり

基盤がクリアになった」「御社が成長してきたベースは、創
業者の『世の中の役に立つからやる』という言葉があるから
だと思う」「不動産開発投資に関するリスク管理の開示は、
投資判断の観点において重要な情報である」というご意見
をいただくとともに、「経営理念や創業者精神を現場レベル
まで浸透させるための取り組みを知りたい」「今ある御社の
強みが、『ア・ス・フ・カ・ケ・ツ・ノ』にどうつながっていく
のか」「今後海外事業を加速していくためにも、人財育成の
強化を積極的にやっていただきたい」などのご要望をいた
だきました。

2017年度 取り組み実績

統合報告スモールミーティング

株主総会（2018年6月28日） 
　● 出席者数 715 名
　● 議決権行使比率 84.29 %

機関投資家・アナリストとの対話 延べ733 社
国内外の機関投資家との面談・電話取材の対応 随時 332社
電話カンファレンスでの決算説明会 4回 199社
経営トップによる経営説明会 2回 84社
事業担当役員による事業戦略説明会 2回 70社
機関投資家向け施設見学会 4回 18社
ESG、統合報告に関するスモールミーティング 2回 30社

経営トップによる海外ロードショー
イギリス、北米、
シンガポール、

香港、
豪州

個人投資家との対話 延べ656 名
個人投資家向けオンライン会社説明会 1回 469名
個人株主向け施設見学会（東京・奈良） 4回 187名

IR活動を通じていただいた
意見・要望の社内フィードバック
取締役会での活動報告 年1回
社外取締役への活動報告 半期毎
事業部門との業績・市場動向についての意見交換 四半期毎

本年も「統合報告書2017」を投資家とのコミュニケーション・ツールとして
活用した統合報告スモールミーティングを実施しました。

日　　　時 2017年12月15日
参　加　者 機関投資家　19名
当社参加部門 CFO、IR担当役員、IR室、CSR部、総務部、環境部、経営企画部、経理部

売上高や
利益

価値創造
ストーリー

経営理念・
DNAや経営基盤

株式情報　（2018年3月31日現在）

2013 2014 2015 2016 2017
時価総額※4（百万円） 1,156,398 1,565,860 2,109,310 2,129,297 2,731,576
TSR※5（%） -1.04 38.83 36.90 3.85 31.63
最高値（円） 2,330.0 2,467.5 3,654.0 3,367.0 4,594.0
最安値（円） 1,592.0 1,673.0 2,326.0 2,500.5 3,096.0
※4　年度末（3月31日）時点
※5　株主総利回り

証券コード 社名 時価総額※6

（億円）

1 1925 大和ハウス工業株式会社 27,102

2 8802 三菱地所株式会社 26,983

3 8801 三井不動産株式会社 26,431

4 1878 大東建託株式会社 14,116

5 1801 大成建設株式会社 13,944

※6　2018年7月31日株価終値ベース

大和ハウス工業の株価およびTOPIXの推移 時価総額順位（住宅・建設・不動産セクター）

1,000

5,000

0

2,000

3,000

1,000

5,000

4,000 4,000

0

2,000

3,000

（円）
大和ハウス工業の株価 ■ ■ TOPIX月末値

2013 2014 2015 2016 2017 （年度）

発行可能株式総数 1,900,000,000株
発行済株式の総数 666,238,205株
株主数 42,332名
大株主

株主名
当社への出資状況

持株数※1 
（千株）

持株比率※2 
（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 47,970 7.20

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 39,923 5.99

株式会社三井住友銀行 16,117 2.41

株式会社三菱東京UFJ銀行※3 15,470 2.32

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 12,647 1.89

大和ハウス工業従業員持株会 12,398 1.86

日本生命保険相互会社 11,944 1.79

STATE STREET BANK WEST CLIENT－TREATY 505234 10,526 1.58

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 10,188 1.52

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口1） 9,387 1.40

※1　株式数は千株未満を切り捨てて表示しています。
※2　持株比率は自己株式を控除して計算しています。
※3　 株式会社三菱東京UFJ銀行は平成30年4月1日付で、株式会社三菱UFJ銀行に商号変

更しています。

42,332名
666,238,205株

42,332名
666,238,205株

所有株数別株式分布状況

所有者別株式分布状況

注　（　）内は発行済株式の総数に占める割合を表示しています。

■ 金融機関 
205名 297,223,049株 （44.61%）
■ 外国人 

898名 223,217,425株 （33.50%）
■ 個人・その他 

39,851名 68,264,893株 （10.25%）
■ その他国内法人 

1,334名 61,005,208株 （9.16%）
■ 証券会社 

43名 16,468,051株 （2.47%）
■ 自己名義株式 

1名 59,579株 （0.01%）

■ 10,000,000株以上 
9名 177,187,888株 （26.60%）
■ 1,000,000株以上 

101名 322,730,845株 （48.44%）
■ 100,000株以上 

325名 102,662,538株 （15.41%）
■ 10,000株以上 

1,103名 28,912,753株 （4.34%）
■ 1,000株以上 

14,387名 29,033,451株 （4.36%）
■ 100株以上 

22,020名 5,548,497株 （0.83%）
■ 100株未満 

4,387名 162,233株 （0.02%）

ESGインデックスの組み入れ状況
〈GPIF採用のESGインデックス〉 〈その他主要なESGインデックス〉

FTSE：ESGレーティング
3.9（5.0点満点中）

MSCI： ESGレーティング
AA（AAA～CCCの7段階）

注　組み入れ状況の詳細および使用ロゴの説明については、右記URLリンク先をご覧ください。https://www.daiwahouse.com/sustainable/csr/esg/evaluation/

データ編6

90Daiwa House Group Integrated Report 201889 Daiwa House Group Integrated Report 2018

事
業
を
通
じ
た
社
会
的
貢
献

経
営
体
制

価
値
創
造
ス
ト
ー
リ
ー

株
主
価
値
創
造

エ
ン
ド
レ
ス
ハ
ー
ト
の
価
値
向
上

デ
ー
タ
編



（億円）
■ 戸建住宅　■ 賃貸住宅　■ マンション
■ 住宅ストック　■ 商業施設　■ 事業施設
■ その他　■ 調整額

20,07918,487

27,003 28,107
31,929

35,129
37,959

2012 （年度）20172011 2013 2014 2015 2016

662

332

1,020
1,171

1,035

2,363

17.0

2,017

16.3

9.1

11.2
11.9

9.5

5.1

親会社株主に帰属する当期純利益（億円）
ROE（％）

2012 （年度）20172011 2013 2014 2015 2016

23,712
20,860

26,659
30,210

32,578
35,558

5.9

40,350

6.2

3.3

4.1
4.1

3.0

1.7

総資産（億円）
ROA（％）

2012 （年度）20172011 2013 2014 2015 2016

1,2801,149

1,635 1,803

2,431

3,100

8.8

3,471

9.1

7.6

6.4
6.1

6.46.2

営業利益（億円）

営業利益率（%）

2012 （年度）20172011 2013 2014 2015 2016

■ 戸建住宅　■ 賃貸住宅　■ マンション
■ 住宅ストック　■ 商業施設　■ 事業施設
■ その他　■ 調整額

3,7473,836 3,935

5,635
4,919

6,406

0.49

7,805

0.53

0.42

0.51

0.40

0.51
0.58

有利子負債（リース債務除く）（億円）
D/Eレシオ（倍）

2012 20172011 2013 2014 2015 2016 （年度末）

1,267
1,135

1,496
1,678 1,762

1,971

7,348
6,578

9,926
11,128 11,819

13,299

2,218

15,135

純資産（億円）
1株当たり純資産（円）

2012 （年度）20172011 2013 2014 2015 2016

データ編

財務ハイライト

（百万円）
年度 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
売上高 1,848,797 2,007,989 2,700,318 2,810,714 3,192,900 3,512,909 3,795,992

売上総利益 379,952 415,771 507,903 540,868 632,417 721,312 793,832

売上高総利益率（%） 20.6 20.7 18.8 19.2 19.8 20.5 20.9

販売費及び一般管理費 264,996 287,746 344,326 360,516 389,316 411,220 446,690

営業利益 114,955 128,024 163,576 180,352 243,100 310,092 347,141

営業利益率（%） 6.2 6.4 6.1 6.4 7.6 8.8 9.1

経常利益 108,506 145,395 176,366 202,628 233,592 300,529 344,593

親会社株主に帰属する当期純利益 33,200 66,274 102,095 117,133 103,577 201,700 236,357

株主資本利益率（ROE）（%） 5.1 9.5 11.9 11.2 9.1 16.3 17.0

総資産当期純利益率（ROA）（%） 1.7 3.0 4.1 4.1 3.3 5.9 6.2

総資産 2,086,097 2,371,238 2,665,946 3,021,007 3,257,805 3,555,885 4,035,059

純資産 657,891 734,883 992,686 1,112,817 1,181,986 1,329,901 1,513,585

自己資本 657,111 733,623 986,518 1,105,628 1,170,278 1,308,290 1,474,539

自己資本比率（%） 31.5 30.9 37.0 36.6 35.9 36.8 36.5

有利子負債 383,625 374,788 393,568 563,530 491,964 640,671 780,574

D/Eレシオ（倍） 0.58 0.51 0.40 0.51 0.42 0.49 0.53

ネットD/Eレシオ（倍） 0.20 0.17 0.18 0.29 0.26 0.32 0.31

流動比率（%） 133.7 136.8 127.2 138.7 136.5 137.5 144.4

固定比率（%） 188.9 189.4 161.2 158.3 164.8 164.4 156.3

営業活動によるキャッシュ・フロー 248,771 164,247 78,451 139,465 278,497 287,691 382,365

投資活動によるキャッシュ・フロー △117,226 △140,736 △240,439 △235,027 △202,447 △343,643 △313,664

財務活動によるキャッシュ・フロー △28,766 △28,633 110,131 129,202 △130,185 80,086 41,804

時価総額 656,314 1,091,856 1,156,397 1,565,858 2,109,310 2,129,297 2,731,576

期末株価（円） 1,094 1,820 1,751 2,371 3,166 3,196 4,100

1株当たり情報（円）

　当期純利益（EPS） 57.36 114.52 161.08 177.74 156.40 304.14 355.87

　純資産（BPS） 1,135 1,267 1,496 1,678 1,762 1,971 2,218

　配当金※1 25 35 50 60 80 92 107

配当性向（%） 43.6 30.6 31.0 33.8 51.2 30.2 30.1

株価収益率（PER）（倍） 19.07 15.89 10.87 13.34 20.24 10.51 11.52

株価純資産倍率（PBR）（倍） 0.96 1.44 1.17 1.41 1.80 1.62 1.85

期末従業員数※2（人） 27,130 30,361 32,628 34,903 37,191 39,770 42,460

グループ会社数（社） 89 113 129 145 172 196 317

売上高連単倍率（倍） 1.66 1.62 1.89 1.91 1.94 2.04 2.09
当期純利益連単倍率（倍） 1.84 1.35 1.26 1.21 1.26 1.37 1.19
※1　2015年度の1株当たり配当金80円は、60周年記念配当10円を含んでいます。
※2　従業員数は正社員のみの人数です。

売上高　

親会社株主に帰属する当期純利益・株主資本利益率（ROE）

総資産・総資産当期純利益率（ROA）

営業利益・営業利益率

有利子負債・D/Eレシオ

純資産・1株当たり純資産

注　 2015年度は、退職給付債務算定に用いる割引率を変更（1.7%→0.8%）したことにより、
849億円の特別損失を計上、ROEを5ポイント程度押し下げています。
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CSR経営の
基盤

環境

取引先

地域市民

従業員

お客さま

2017年度進捗率
2016年度進捗率

2018年度目標

51.1%

53.8%

65.2%

80.0%

76.6%

77.0% 20.0%

0.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

データ編

非財務ハイライト（3つの基盤とCSR自己評価指標）

2017年度・CSR自己評価指標の実績 ステークホルダー別 進捗率のグラフ
（2018年度目標に対する2017年度進捗率）

3つの基盤の強化と社会・環境との共創共生
大和ハウスグループは、価値創造の源泉である3つの基盤（人財基盤、顧客基盤、技術・
ものづくり基盤）について、「事業」と「基盤」の循環モデルを通じて強化しています。
そして、この好循環を将来にわたって強固なものとするため、外部環境の変化に対し、
社会（ステークホルダーとの信頼関係構築）と環境の視点から「中～長期のリスクと
機会」を見極め、中期CSR計画（社会性中期計画＋環境行動計画）として策定。計画の
重要課題についてCSR自己評価指標を通じてPDCAサイクルを回し管理しています。
2017年度の主要な非財務データの結果は下記の通りとなりました。

中期CSR計画（2016-2018年度）における26重要課題のうち、最重要課題（7課題）の指標（20指標）のみを掲載しています。CSR自己
評価指標のその他指標、評価方法、2016年度実績については「サステナビリティレポート2018」をご覧ください。

対象 
ステークホルダー

重要課題
（うち最重要課題） 指標 満点 2018年度

目標
2017年度
実績

進捗率 
（%）

● お客さま 3 (1) 7 175 170 87 51.1
● 従業員 4 (2) 10 250 247 133 53.8
● 取引先 3 (2) 8 200 193 126 65.2
● 地域市民 2 (1) 5 125 125 100 80.0
● 環境 6 (–) 11 225 223 171 76.6
● CSR経営の基盤 8 (–) 8 200 187 144 77.0
合計 26 49 1,175 1,145 761 66.4

ステークホルダー・環境を巡る重要課題
● お客さま

最重要課題 指標 2018年度
目標

2017年度
実績

2017年度の成果
（実績／目標）

長期にわたる 
信頼獲得に向けた取り組み

お客さま（オーナーさま）の満足度（住宅）※1 80%以上 67.4% 15点／25点
長期的視点での評価（住宅）※1 100% 95.9% 20点／25点
入居後アンケート評価（住宅）※1 70%以上 59.2% 15点／25点

● 従業員
最重要課題 指標 2018年度

目標
2017年度
実績

2017年度の成果
（実績／目標）

人財の育成
人財育成全般に対する従業員の満足 85点 67点 10点／22点
OJTに関する評価※2 80% 85.8% 15点／15点
若年層の資格取得率※3 20% 15.4% 10点／15点

多様な従業員が柔軟に働ける 
職場づくり

男性育児休業の取得率 50% 34.1% 5点／25点
女性管理職登用数 160名 123名 5点／25点
障がい者雇用率 2.30% 2.33% 25点／25点

● 取引先
最重要課題 指標 2018年度

目標
2017年度
実績

2017年度の成果
（実績／目標）

CSRの取り組みにおける 
取引先への働きかけ

社内従業員向け教育（購買）※4 95% 96.5% 25点／25点
取引先、および購買業務の自社基準に基づく取引先評価 4.5点以上 4.4点 20点／25点
取引先行動規範に基づくセルフチェックの回答率 70% 実績なし※6 0点／25点

施工会社における 
労働条件の改善と人財の確保

現場職人育成人数※5 500名 484名 23点／25点
労災件数 △20% +5.67% 0点／25点
協力会の会員数 4,800社 4,654社※7 19点／25点

● 地域市民
最重要課題 指標 2018年度

目標
2017年度
実績

2017年度の成果
（実績／目標）

地元地域発展のための 
積極的な関わりや連携

NPO・NGO協働機会 50% 45.5% 20点／25点
エンドレス募金加入率 25% 35.5% 25点／25点
事業所による地域共生活動の金額換算 300,000千円 171,876千円 10点／25点

● 環境
最重要課題 指標 2018年度

目標
2017年度
実績

2017年度の成果
（実績／目標）

地球温暖化防止 自社活動 売上高当たりCO2排出量の2005年度比削減率 55%削減 58.5%削減 25点／25点
商品・サービス CO2削減貢献量 470万t-CO2 514万t-CO2 25点／25点

※1　5事業部門（住宅、集合住宅、マンション、流通店舗、建築）の個別指標のうち、住宅のみを掲載。

※4　購買、施工の個別指標のうち、購買のみを掲載。　　※5　住宅系、建築系のうち住宅系のみ掲載。　　※6　隔年実施のため2017年度は実施せず。　　※7　2018年4月末現在

※2　新入社員の満足度のみ掲載。　　※3　宅地建物取引士の合格率のみ掲載。

CSR自己評価指標における配点

技術・ものづくり基盤のさらなる強化に向け、計画的に研究開発および生産設備への設備投資を行っています。これにより競争力の高い商品を生み続け、
コア事業における競争優位性を維持・向上させています。また、品質の高いプレハブ住宅・システム建築の追求による現場施工の省力化の推進に加え、
協力会社のみなさまとの共存共栄により、安全な施工現場体制を構築しています。

1  研究開発費／特許保有件数 2  設備投資額（不動産開発投資を除く） 3  協力会連合会の会員数

1,029
896811

878379

2015 2016 2017（年度）

研究開発費（億円）　　　
特許保有件数（件） 730771

534

2015 2016 2017（年度）

（億円）

4,6634,6534,516

2015 2016 2017（年度）

（社）

「事業を通じて人を育てる」の理念のもと、人財開発投資を積極的に進めています。また、健康経営への取り組みにより、総労働時間は改善傾向にあります。
その一方で生産性の向上により利益成長を続けていることから、従業員への還元（給与）は増加しています。こうした、さまざまな人事施策を講じて従
業員満足を高め、「企業理念」を共有する従業員の定着率を維持・向上させることにより、さらなる生産性の向上を目指していきます。

1  人財開発費（単体）※1 2  1人当たり総労働時間／1人当たり給与（単体） 3  従業員数／従業員定着率（単体）※2

545
445424

2015 2016 2017（年度）

（百万円）

8,9378,7918,630

2,1712,1802,203

2015 2016 2017（年度）

1人当たり総労働時間（時間／年）　　　
1人当たり給与（千円）

96.996.997.5

15,43814,99414,621

2015 2016 2017（年度）

従業員数（人）　　　
従業員定着率（%）

※1　研修等による教育人件費および教育交通費。　※2　従業員定着率＝1ー自発的理由による離職率。

品質保証やアフターサービスなどの活動精度向上の取り組み、お客さま満足度の向上を目指した結果、ダイワファミリークラブの会員数は約23万人
となり、戸建住宅オーナーさまアンケートによる満足度は、67%となっています。また、長期にわたるお客さまとの信頼関係の構築により戸建住宅の
新規受注経路のうち、約4割が既オーナーさまを含むステークホルダーのみなさまからの紹介によって支えられています。

1  ダイワファミリークラブ会員数※1 2  戸建住宅オーナーさま満足度※2 3  住宅累計販売戸数※3／
　 戸建住宅受注経路における紹介受注率

234220
192

2015 2016 2017（年度）

（千人）

67.468.2

64.8

2015 2016 2017（年度）

（%）

393837

1,7471,6951,640

2015 2016 2017（年度）

住宅累計販売戸数（千戸）　　　
戸建住宅受注経路における紹介受注率（%）

※1　当社が建設または販売した住宅商品（戸建住宅・マンション）オーナーさまを対象とした会員組織。
※2　戸建住宅オーナーさま（請負・分譲）の入居後1ヵ月アンケートで「大変良い」をお選びいただいた割合。
※3　大和ハウス工業（単体）の商品（戸建住宅・賃貸住宅・マンション）の累計販売戸数。

人財基盤に関する主要データ

顧客基盤に関する主要データ

技術・ものづくり基盤に関する主要データ

Business
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ものづくり 
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よ
る
挑
戦

顧
客
基
盤
の
活
用

技
術
・ノ
ウ
ハ
ウ
の
蓄
積

事
業
を
通
じ
た
人
財
育
成

顧
客
基
盤
の
蓄
積

事業

基盤

中期CSR計画（社会性中期計画・環境行動計画）

○ ステークホルダー
との信頼関係構築 
［人的資本／社会・
関係資本］

○ 環境リスク・ 
環境負荷の最小化 
［自然資本］

組織能力

サステナビリティレポート2018　  P.179-184
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http://www.daiwahouse.com/sustainable/csr/pdfs/2018/CsrSelfEvaluation.pdf


上席執行役員　財務部長兼 IR室長
山田　裕次

会社概要　（2018年6月28日現在）

名称 大和ハウス工業株式会社
創業 1955年4月5日（設立 1947年3月4日）
資本金 1,616億9,920万1,496円
社員数（連結） 42,460名（2018年3月31日現在）
上場証券取引所 東京
証券コード 1925
本社・本店 大阪市北区梅田三丁目3番5号 

〒530-8241 
TEL：06-6346-2111（代表）

東京本社・ 東京都千代田区飯田橋三丁目13番1号 
東京本店 〒102-8112 

TEL：03-5214-2111（代表）
支社（34ヵ所） 名古屋

北海道
仙台
福島
つくば
茨城
宇都宮
群馬
埼玉
埼玉西
埼玉東
千葉
柏
京葉
城東
武蔵野
横浜

支店 全国45ヵ所
工場 全国9ヵ所
研究所 総合技術研究所（奈良市）
研修センター 奈良・大阪・東京
海外事業所・ 
駐在員事務所  上海（中国） 

台北（台湾） 
ジャカルタ（インドネシア） 
マニラ（フィリピン） 
ハノイ（ベトナム） 
ホーチミン（ベトナム） 
ヤンゴン（ミャンマー） 
メキシコシティ（メキシコ）

IR連絡先 大和ハウス工業株式会社 
経営管理本部　IR室 
TEL：06-6342-1400 
FAX：06-6342-1419 
 Eメール： 
dh.ir.communications@daiwahouse.jp

ホームページ https://www.daiwahouse.com

横浜北
厚木
金沢
新潟
岐阜
岡崎
愛知北
四日市
滋賀
京都
堺
神戸
岡山
広島
福岡
北九州
熊本

編集後記

取締役
代表取締役会長 樋口　武男
代表取締役社長 芳井　敬一
代表取締役副社長 石橋　民生
代表取締役副社長 河合　克友
代表取締役専務執行役員 香曽我部　武
代表取締役専務執行役員 土田　和人
代表取締役専務執行役員 藤谷　　修
取締役専務執行役員 堀　福次郎
取締役常務執行役員 濱　　　隆
取締役常務執行役員 山本　　誠
取締役常務執行役員 田辺　𠮷昭
取締役常務執行役員 大友　浩嗣
取締役常務執行役員 浦川　竜哉
取締役常務執行役員 出倉　和人
取締役常務執行役員 有吉　善則
取締役常務執行役員 下西　佳典
取締役（社外） 木村　一義
取締役（社外） 重森　　豊
取締役（社外） 籔　ゆき子

監査役
監査役 西村　達志
監査役 平田　憲治
監査役 中里　智行
監査役（社外） 飯田　和宏
監査役（社外） 桑野　幸徳
監査役（社外） 織田　昌之助

常務執行役員
岡田　恵吾 木下　健治
佐々木　幹雄 廣森　隆樹
山﨑　考平

上席執行役員
廣瀬　眞一 宮武　孝之
柴田　英一 多田　和弘
田村　哲哉 石橋　信仁
中村　康夫 林　　直樹
山田　裕次 西岡　直樹
一木　伸也 片岡　幸和
加藤　恭滋 水谷　　勲
原納　浩二 南川　陽信
濱　　博文 和田　哲郎

執行役員
小高　一浩 仁部　数典
落合　滋樹 名島　弘尚
河野　　宏 福島　　斉
壹岐　義人 杉浦　雄一
中尾　剛文 橋本　英治
能村　盛隆 小柳出　隆一
空　　道一 河村　太郎
永瀬　俊哉 富樫　紀夫
橋本　好哲

役員一覧　（2018年6月28日現在）

“温故知新 ”

最後までお読みいただき、ありがとうございます。

私たちは、「創業100周年に売上高10兆円の企業グループ」という夢を達成するためには、企業理念・創業

者精神の再確認と、事業とESGの統合によるサステナブル経営の強化が必要だと考え、2015年7月に、プロ

ジェクトチームを編成し、統合思考を重ねてまいりました。そして統合報告による対話と情報開示によって、

創業者精神の社内への浸透と、社内外への理解促進を図り、企業価値の向上を目指してまいりました。

企業を取り巻く社会・環境は、自然災害など予測が難しい不測の事態の発生も含め、過去にないスピード

で変化しており、私たちはその変化に対し、スピード感をもって対応できる能力が求められています。しかし、

そのような変化の激しい事業環境や社会だからこそ、企業理念・創業者精神といった原点を忘れることなく、

継承を重ね、社会に貢献する企業であり続けることを常に意識しなければならないのではないでしょうか。

「統合報告書2017」を通じて、多くの投資家・有識者の方々からご意見をいただき、対処していくべき課題

が明確に見えたことは本当に有難いことでした。3冊目となる本誌では、当社の価値創造の源泉とそこから

生まれる一気通貫で社会に貢献し続ける当社の強みを再整理しました。さらに「社会・環境」との共創共生を

踏まえた将来像「ア・ス・フ・カ・ケ・ツ・ノ」を可視化し、価値創造ストーリーとしてまとめました。

私たちは、大和ハウスグループという1本の木が、見事な花や実（＝利益）を付け、立派な枝ぶり（＝事業の

拡がり、事業の多角化）を見せ続けると同時に、太い根が豊かな土壌（＝企業理念やDNA）で、しっかり育っ

ていることをこれからも地道にお示ししていきたいと考えています。

現在は、統合思考プロジェクトで掲げる大きな目的のひとつである「中期経営計画に対する統合思考導入」

について、第6次中期経営計画策定における課題解決を目指し、社内議論を続けておりますので、是非ご期

待いただければと思います。

最後に本誌制作にご協力いただきました関係者のみな

さまをはじめ、本誌をお読みいただいたみなさまに心よ

り御礼申し上げますとともに、当社グループの事業活動

に関するご理解を深めていただき、これからの大和ハウ

スグループへさらなるご支援を賜りますようよろしくお

願い申し上げます。
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本社	 大阪市北区梅田3丁目3番5号	 〒530-8241 Tel 06-6346-2111（代表）Fax 06-6342-1399
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コミュニケーションの全体像

報告書

連携

財
務
情
報

非
財
務
情
報

対話 WEB

CSR（環境・社会）への取り組み
https://www.daiwahouse.com/
sustainable/

環境への取り組み
https://www.daiwahouse.com/
sustainable/eco/

社会との取り組み
https://www.daiwahouse.com/
sustainable/social/

･ 有識者ダイアログ
･  ステークホルダー
ミーティング

･ 決算発表
･ 経営説明会
･ 現場見学会
･  アナリスト/ 
機関投資家向け 
電話カンファレンス
･ 株主総会

･  有価証券報告書
･  事業報告書

･ コーポレート・ガバナンスに関する報告書

･ サステナビリティレポート
（データ集・第三者保証含）
＜日本語版＞
＜英語版＞

IR情報
https://www.daiwahouse.com/ir/

2 0 1 8
大和ハウスグループ

･  統合報告書
財務情報と非財務情報の 
重要情報を整理・統合した
報告書

https://www.daiwahouse.com/sustainable/
https://www.daiwahouse.com/sustainable/eco/
https://www.daiwahouse.com/sustainable/social/
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